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 1 
第 1章 序論 
1.1 問題意識と本論文の主題 
本研究では，大型製品システム開発における開発業務の外部委託の効果的なマネジメン
ト手法について研究を行う。 
近年，製品開発における開発業務の外部委託が増えてきており，その重要性が増してい
る（Amaral and Parker, 2008; Eppinger and Chitkara, 2006）。 
一般的な外部委託は企業にとって中核ではない業務，つまり，間接業務などの周辺業務
が対象の中心であった（島田, 1996）。しかし，開発業務の外部委託は中核業務1の外部委
託である。企業にとって本来的に重要であった業務を外部に委ねることは容易ではない
（Quinn, 2000）。開発業務の外部委託に際して，委託する側（以下，バイヤーと呼ぶ）に
とって，様々なプロセスを取り仕切り，外部委託先（以下，サプライヤーと呼ぶ）とコミ
ュニケーションを図り，重要な細部に関する情報を把握する必要がある。その結果として，
目標の不一致，予期せぬライバル意識，お粗末なバージョン管理といった点が原因で，開
発業務の外部委託の多くは不振にあえいでいるか，あるいは頓挫していると言われる
（Amaral and Parker, 2008）。 
外部委託マネジメントに関する先行研究では，その困難性が認識され，効果的なマネジ
メント手法に関して議論が蓄積されてきた。しかし，過去の研究の多くが，周辺業務や間
接業務を対象とするものであり，中核業務に関わる開発業務の外部委託に対して，安易に
適用されることは妥当ではない。なぜなら，開発業務は周辺業務や間接業務と比べて，複
雑で，かつ専門的なスキルを要するため，その外部委託にはより高度なマネジメントが必
要となるからである（Quinn, 2000）。また，中核業務としての開発業務の外部委託は，比
較的新しい現象であるため，十分に研究の蓄積があるとは言えず，知識ギャップが存在し
ている（Anderson et al., 2007）。 
本研究では，大型製品システム開発を調査対象としている。大型製品システムとは，産
業財，高付加価値製品，コントロールシステム，ネットワーク，都市などの高コストで技
術集約的な製品，システム，ネットワーク，契約の総称である（Hobday, 1998）。具体的
には，ばら積み船，旅客機，高速鉄道，電信管理システム，貨物積み下ろしシステム，衛
星システム，原子力発電所，化学工場などが挙げられる。大型製品システムの特徴として
は，価格が高い，生産量が少ない，部品点数が多い，技術新規性が高い，最終製品や部品
のカスタム度が高いといった点が挙げられる（Hobday, 1998; Hobday et al., 2005）。大型
                                                   
1 中核業務とは，開発・設計，製造，物流，営業といった直接業務など，周辺業務と比べ
て，より複雑で，より専門的なスキルを要する業務を指す（島田, 1996）。 
 2 
製品システムは，多くの部品や機器で構成されているため，開発業務すべてを自社で担当
することは困難であり，その多くを外部委託せざるを得ない。中でも，鉄道車両開発にお
ける開発業務の外部委託には，自動車や電気機器などの他の産業と比較して，構造面の設
計統合化を含む広範な開発業務がサプライヤーである鉄道車両メーカーに委託されるため
2，サプライヤーの裁量の程度が大きい点や，しばしば競合関係にあるサプライヤー同士の
協働によって開発業務が遂行される3点などの特徴がある。これらの特徴は，鉄道車両開発
における開発業務の外部委託に伴うリスクを増大させるとともに，効果的にマネジメント
することを困難にするものと推察される。特に，鉄道車両開発において，バイヤーである
鉄道事業者の多くは自社専用のインフラを所有している。このため，バイヤーにとって，
自社専用のインフラに合うように使い勝手が良く，故障の少ない鉄道車両を開発すること
は重要な業務である。以上の問題意識から，本研究では，鉄道車両開発を素材として，広
範な開発業務の外部委託における効果的なマネジメント手法を明らかにする。具体的には，
以下 3つの研究課題を明らかにすることを目的とする。 
 
研究課題 1：広範な開発業務の外部委託マネジメントの特徴は何か 
研究課題 2：広範な開発業務の外部委託において，高いカスタム度の実現に効果的なバ
イヤーのマネジメント行動とはどのようなものか 
研究課題 3：広範な開発業務の外部委託において，なぜバイヤーは高いカスタム度の実
現に効果的なマネジメント行動をとることができるのか 
 
研究課題 1は，広範な開発業務の外部委託マネジメントの特徴は何かである。広範な開
発業務の外部委託とは，バイヤーが開発対象製品システム全体，もしくはその大部分の設
計統合化を含む開発業務をサプライヤーに外部委託していることを指す。一方，広範では
ない，部分的な開発業務の外部委託4とは，設計統合化の主体であるバイヤーが，開発対象
製品システムの一部の部品や機器の開発業務をサプライヤーに外部委託していることを指
                                                   
2 設計統合化には，構造面と機能面がある（武石, 2003）。構造面の設計統合化とは，開発
対象製品システム内における部品間の配置上の調整であり，機能面の設計統合化とは，開
発対象製品システム内における部品間の機能・性能上の調整である。設計統合化の詳細に
ついては，「3.3 調査対象」を参照されたい。 
3 競合関係にあるサプライヤー同士の協働を促進する難しさとその克服方法については，
北林（2017）を参照されたい。 
4 例えば，設計統合化の主体である自動車メーカーが，新しいタイプの乗用車を開発する
ために，一部の部品や機器の開発業務をサプライヤーに外部委託していることを，部分的
な開発業務の外部委託と呼んでいる。 
 3 
す。本研究の目的は，広範な開発業務の外部委託における効果的なマネジメント手法を明
らかにすることにあるが，それを明らかにしようにも，そのマネジメントに何か特徴があ
るのか，部分的な開発業務の外部委託マネジメントと比べて何が難しいのかが明らかにな
っていない。また，広範な開発業務の外部委託マネジメントの特徴を明らかにするために，
部分的な開発業務の外部委託マネジメントと比較しようにも，調査対象である鉄道車両開
発の実態が明らかになっていない。本研究では，鉄道車両開発の実態を記述し，それと部
分的な開発業務の外部委託マネジメントを比較することによって，その特徴を明らかにす
る5。 
研究課題 2は，広範な開発業務の外部委託において，高いカスタム度の実現に効果的な
バイヤーのマネジメント行動とはどのようなものかである。カスタム度とは，製品仕様に
おいて個別顧客のニーズへの適応度を高めた結果を意味する（高嶋・南，2006）。鉄道車
両開発において，バイヤーはより良い輸送サービスを提供するために，自社のサービスに
適合した，使い勝手の良い鉄道車両を開発する必要がある。また，バイヤーは自社専用の
インフラを所有しているため，性能や安全性に関わる部分については，自社専用のインフ
ラに合うように車両をカスタマイズする必要がある。鉄道車両開発においては，寡占市場
というバイヤー・サプライヤー間の裏切りが比較的生じにくい状況の中で，バイヤーはサ
プライヤーとの開発に関する情報ギャップによって生じる彼らの機会主義的行動をマネジ
メントしながら，カスタム度の高い鉄道車両を開発しなければならない。しかし，すべて
のバイヤーが，カスタム度の高い鉄道車両を開発できているわけではない6。本研究では，
バイヤーからの評価が高かった鉄道車両開発プロジェクトと低かったプロジェクトの彼ら
のマネジメント行動を比較することによって，広範な開発業務の外部委託において，高い
カスタム度の実現に効果的だと思われる複数の要因を特定する。 
研究課題 3は，広範な開発業務の外部委託において，なぜバイヤーは高いカスタム度の
実現に効果的なマネジメント行動をとることができるのかである。本研究で着目するのは
マネジメントのベースにある知識管理のあり方である。資源ベース理論によると，開発業
務を外部委託すると，それらの業務に関する知識を失い，コントロールしにくくなるとい
                                                   
5 鉄道車両は鉄道システムの一部であるため，そういう意味で，鉄道車両開発において，
バイヤーはサプライヤーに部分的な開発業務を外部委託していると捉えることもできる。
しかし，本研究では，新しく開発する範囲を開発対象製品システムと呼んでいる。このた
め，鉄道車両開発においては，開発対象製品システム全体が新型鉄道車両であり，その開
発業務の大部分をサプライヤーに外部委託している事例であると捉えている。 
6 鉄道事業者や鉄道車両メーカーの開発担当者へのインタビューによる。 
 4 
った本質的な問題が生じると言われる7（Anderson and Parker, 2002）。また，過去の研究
は，この問題を解決するためには，設計統合化を担当することによって身につく統合知識
を活かして，開発の主導権を握ることが重要であると指摘している（武石, 2003）。しかし，
その設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託し，統合知識を獲得しにくい状況におい
て，バイヤーはどのような知識を持ち，それをどのように活かして開発の主導権を握って
いるのかについては，十分に研究の蓄積があるとは言えず，知識ギャップが存在している。
その知識ギャップを埋めるために，本研究では，広範な開発業務の外部委託において，高
いカスタム度を実現しているバイヤーが有する知識やそれを維持する仕組みを特定し，そ
れらと研究課題 2で特定したマネジメント行動群との関係を分析する。 
本研究の発見事実を先取りすると，以下の 3点が挙げられる。 
1 つ目は，広範な開発業務の外部委託においては，部分的な開発業務の外部委託と比べ
ると，バイヤーが設計統合化に関与しにくく，かつ開発スケジュールをコントロールしに
くいという状況が生まれる点である。これらの点は，広範な開発業務の外部委託の中でも，
構造面の設計統合化を外部委託することによって，仕様決定と設計統合化を担当する組織
が分かれる場合に生じる難しさである。このような場合，上述の 2点を克服することが外
部委託成功の鍵となる。 
2 つ目は，広範な開発業務の外部委託において，高いカスタム度の実現に効果的なバイ
ヤーのマネジメント行動としては，コア部品8の直接コントロール，タイムリーな仕様決定，
機器間インターフェイス情報の入念なチェックといった複数の要因が挙げられる点である。
コア部品の直接コントロール，タイムリーな仕様決定，機器間インターフェイス情報の入
念なチェックというマネジメント行動は相互に関連し合っており，これら 3つの行動が機
能すれば，設計統合化と開発スケジュールのコントロールという広範な開発業務の外部委
託における 2つの課題を克服することができ，高いカスタム度を実現することが可能にな
ると考えられる。 
3 つ目は，コア部品知識，過去の不具合情報，使い勝手の知見という 3 つの知識が，高
いカスタム度の実現に効果的なバイヤーのマネジメント行動を支えている点である。これ
                                                   
7 資源ベース理論は，企業をユニークな経営資源の集まりとみなし，他社に類比できない
経営資源が競争優位の源泉であると捉える理論である（Barney, 1991）。資源ベース理論は
模倣困難で移動不可能な能力が企業に持続的な競争優位をもたらすことを前提としている
（Hamel and Prahalad，1994）。取引コスト理論が取引コストと内部コストの総和の最小
化に注目するのに対して，資源ベース理論は経営資源の交換と活用による価値の最大化に
注目している。 
8 コア部品とは，製品システムの性能や安全に直結する主要部品や機器を指す。 
 5 
らの知識が必要な理由としては，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託し
ている点と共に，鉄道事業者が他者への販売目的で製品システムや部品や機器の開発業務
をサプライヤーに外部委託しているバイヤー（以下，メーカーと呼ぶ）ではなく，自社に
て使用する目的で製品システムや部品や機器の開発業務をサプライヤーに外部委託してい
るバイヤー（以下，ユーザーと呼ぶ）である点が影響している。ユーザーにとっては，製
品システムを開発するための知識よりも，製品システムを使いやすく，かつ安定的に使用
することができるための知見の方が重要である。したがって，鉄道車両開発においても，
ユーザーである鉄道事業者は，使いやすく，かつ安定的に使用することができる鉄道車両
を開発するために，統合知識や部品知識の中でも，性能や安全に直結する主要機器の性能
に関する知識や過去の不具合情報や使い勝手に関する知見を大事にしていると考えられる。 
本研究の学術的貢献としては，大きく 3 つあると考えている。1 つ目は，広範な開発業
務の外部委託に着目し，高いカスタム度の実現に効果的なバイヤーのマネジメント行動と
それを支える要因を明らかにした点である。開発業務の外部委託マネジメントに関する先
行研究において，まとまった仕事をサプライヤーに任せるのがよいという議論と，サプラ
イヤーに任せ過ぎるとそれらに関する知識を失い，コントロールしにくくなるという議論
が対立している。例えば，藤本（1997）は，バイヤーが関連する仕事群を一つのサプライ
ヤーに一括して委託し，かつ早くからサプライヤーを開発に巻き込むことが，サプライヤ
ーが長期的にまとめ能力を蓄積することにつながると指摘している。一方，武石（2003）
は，サプライヤーが長期的にまとめ能力を蓄積していくと，バイヤーの部品専門知識や製
品統合能力が失われていくという別の問題が生じることを指摘している。この問題に対し，
武石（2003）は，バイヤーはまとまった仕事をサプライヤーに任せつつも，設計統合化を
幅広く担当することによって，統合知識を獲得，維持することが重要であると指摘してい
る。しかし，過去の研究は，自動車産業を中心に，設計統合化の主体であるバイヤーが，
開発対象製品システムの一部の部品や機器の開発業務をサプライヤーに外部委託している
状況に焦点を当てており，その設計統合化を外部委託している状況にはあまり触れていな
い。本研究は，開発業務の外部委託において，まとまった仕事をサプライヤーに任せても，
製品システムのオペレーションやメンテナンス業務，改造工事の内製化といった設計統合
化以外の業務を通して開発に必要な知識を獲得することができるという新たな知見を提供
している。 
2 つ目は，大型製品システム開発において，開発業務を外部委託しているユーザーによ
る知識管理のあり方を示した点である。大型製品システム開発を成功させるためには，ユ
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ーザーであってもメーカーであっても，バイヤー側である種の知識を維持しておくことが
重要である。しかし，両者ではその開発目的や開発での役割が異なるため，知識管理のあ
り方についても異なることが推察される。Flowers（2007）は，大型製品システム開発に
おいて，ユーザーはメーカーと比べて開発頻度が少ないため，開発に必要な知識を維持す
ることが難しいと指摘している。また，彼は，大型製品システム開発において，ユーザー
は開発に必要な知識を外部のメーカーやコンサルタントに頼ることが多いため，自ら担当
している業務以上の知識を持つことができていない傾向にあると指摘している。しかし，
過去の研究は，大型製品システム開発においては，事業環境から生じるニーズを伝達する
ユーザーの存在が重要であると指摘しているにもかかわらず，メーカー視点の研究に偏っ
ており，ユーザーによる知識管理に関する知見が不足している。本研究では，開発業務を
外部委託しているユーザーに着目し，彼らが主要機器を直接手配する制度やメンテナンス
業務・改造工事の内製化といった仕組みを通して獲得した知識を開発専門部隊に集約する
ことによって，開発に必要な知識を維持しているというユーザーによる知識管理のあり方
の一例を示している。 
3 つ目は，日本の鉄道車両開発マネジメントの実態を記述した点である。大型製品シス
テム開発に関する先行研究を見る限り，大量輸送能力や安全性という点で世界トップクラ
スと評価されている日本の鉄道9のキーコンポーネントである鉄道車両の開発実態を記述
している研究は少ない。特に，技術的・工学的ではなく，社会科学的な視点で日本の鉄道
車両開発マネジメントの実態を詳細に記述している研究はない10。鉄道事業者にとって，
鉄道車両は本業に必要な大型製品システムであるため，その開発は重要な業務である。し
かし，鉄道車両は多くの部品や機器で構成されているため，開発業務すべてを自社で担当
するのは困難である。このため，鉄道事業者は広範な開発業務をサプライヤーである鉄道
車両メーカーに外部委託せざるを得ない状況にある。鉄道車両開発においては，寡占市場
という比較的裏切りが生じにくい状況の中で，鉄道事業者は鉄道車両メーカーとの開発に
関する情報ギャップによって生じる彼らの機会主義的行動を効果的にマネジメントしなが
ら，上手に開発を進めてはいるが，すべてのプロジェクトでうまくいっているわけではな
                                                   
9 日本の鉄道の大量輸送能力や安全性が世界トップクラスである点については，溝口
（2010）を参照されたい。 
10 2015年 11月 15日現在，鉄道車両の開発に関する既存研究について，文献データベー
ス CiNiiで，鉄道，製品開発を検索すると，1994年から 2013年までに該当する論文は 15
本存在する。しかし，すべてが技術・工学的な内容の論文である。また，Web of Science Core 
Collectionで，Rolling Stock，Product Developmentを検索すると，同期間に該当する論文
は 31本存在するが，この中にも日本の鉄道車両開発に関する論文は無く，そのほとんど
が技術・工学的な内容の論文である。 
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い。効果的にマネジメントできないと，カスタム度の高い鉄道車両を開発できないだけで
なく，車両手直し等による納入遅延，鉄道車両メーカーからの追加費用の発生，次回車両
発注時における開発費用の増加などの問題が鉄道事業者側に生じる。これは技術的・工学
的な問題ではなく，組織的な問題が原因である。本研究は，社会科学的な視点で，日本の
鉄道車両開発マネジメントの実態を記述したことによって，これらの組織的な問題を分析
可能にしている。 
また，本研究には，実践的貢献もある。本研究は，開発業務を外部委託しているバイヤ
ーに対して，専門性が高く，信頼できるサプライヤーであったとしても，カスタム度の高
い製品システムを開発するためには，任せ過ぎはよくないという実践的な示唆を与えてく
れる。藤本（1997）は，バイヤーが価値連鎖に沿った互いに関連した仕事群を一つのサプ
ライヤーに一括して委託し，一方でサプライヤーが長期的にまとめ能力を蓄積することに
よって，製品システムのコストダウンや品質向上を達成できていると指摘している。しか
し，本研究の結果は，まとめて任せ過ぎると，バイヤーは設計統合化に関与しにくくなり，
カスタム度の高い製品システムを開発しにくくなる可能性があることを示唆している。実
際，欧州における鉄道事業者の一部は，ある時期から機電一括方式で鉄道車両メーカーに
鉄道車両の開発業務を外部委託し始めた結果，彼らをコントロールできなくなり，今では
彼らの開発した標準型車両を購入せざるを得なくなったと言われる（溝口，2010）。した
がって，開発業務の外部委託において，カスタム度の高い製品システムを開発するために
は，バイヤーはサプライヤーにある程度はまとめて任せつつも，コア部品の直接コントロ
ール，タイムリーな仕様決定，機器間インターフェイス情報の入念なチェックといったマ
ネジメント行動には深く関与しておくことが重要である。 
また，本研究は，大型製品システム開発において，広範な開発業務を外部委託している
バイヤーに対して，実践的な示唆を与えてくれる。大型製品システムは，多くのカスタマ
イズされた部品や機器で構成されているため，開発業務すべてを自社で担当するのは困難
である。このため，大型製品システムを開発する企業は，広範な開発業務を専門のサプラ
イヤーに外部委託せざるを得ない。本研究は，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務
を外部委託しているバイヤーに対して，主要機器を直接手配したり，タイムリーに仕様を
決定したり，機器間のインターフェイス情報の入念にチェックしたりといった，カスタム
度の高い製品システムを開発するために効果的なマネジメント行動を具体的に示している。 
さらに，本研究は，大型製品システム開発において，広範な開発業務の外部委託を効果
的にマネジメントするためには，コア部品知識，過去の不具合情報，使い勝手に関する知
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見といった 3 つの知識を獲得し，それを維持することが重要であると示している。特に，
これらの知識の中でも，製品システムのオペレーションやメンテナンス業務を担当するこ
とによって獲得できる過去の不具合情報や使い勝手に関する知見は重要である。広範な開
発業務を外部委託しているバイヤーは，過去の不具合情報や使い勝手に関する知見を集約
し，これらを製品システムの基本仕様や基本計画にしっかりと反映させることによって，
たとえ構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託したとしても，使い勝手が良
く，かつ故障の少ない製品システムを開発させることが可能となる。カスタム度の高い製
品システムを開発するためには，広範な開発業務を外部委託しているバイヤーは，過去の
不具合情報や使い勝手に関する知見を集約・蓄積する仕組みや組織と，これらの知識を製
品システムの基本仕様や基本計画に反映させるための開発プロセスをサプライヤーと協力
し合いながら構築していく必要がある。 
最後に，本研究は，大型製品システム開発において，広範な開発業務を外部委託してい
るバイヤーの中でも，開発頻度が少ないことを理由に十分な開発専任部隊を設置できない
バイヤーに対しても，実践的な示唆を与えてくれる。開発頻度が少ないにもかかわらず，
開発専任部隊を設置することの問題点としては，開発プロジェクトが無い期間に開発専任
部隊の業務が無くなる点が挙げられる。その際の有効な手段としては，開発プロジェクト
が無い期間は，開発専任部隊に製品システムのオペレーションやメンテナンス業務，改造
工事などを担当させることである。このように開発専任部隊と製品システムのオペレーシ
ョン，メンテナンス業務，改造工事業務に関する部門との兼務，もしくは柔軟なローテー
ションを行うことによって，たとえ開発頻度が少なくても，コア部品知識，過去の不具合
情報，使い勝手の知見などを獲得，維持し続けることが可能となる。そして，新しい製品
システムの開発が決まった段階で，彼らを開発専任部隊に呼び戻し，開発プロジェクトを
担当させることによって，コア部品の直接コントロール，タイムリーな仕様決定，機器間
インターフェイス情報の入念なチェックといったマネジメント行動に深く関与することが
可能となる。 
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1.2 本研究の構成 
本研究の構成は以下の通りである（図 1.2.1）。 
 
図 1.2.1 本研究の構成 
 
（筆者が作成） 
 
第 2章では，大型製品システム開発や開発業務の外部委託マネジメントに関する先行研
究レビューを行う。過去の研究がどのような議論をしてきたのかを整理した上で，その限
界を明らかにする。第 3章では，調査デザインとして，分析の枠組み，分析デザイン，調
査対象，調査方法，分析の進め方を示す。第 4章では，企業内部資料やインタビュー調査
から得られたデータをもとに，鉄道事業者W 社（匿名）のW1系開発プロジェクト（仮称），
鉄道事業者 X 社（匿名）の X2 系開発プロジェクト（仮称），鉄道事業者 Y 社（匿名）の
Y3 系開発プロジェクト（仮称），鉄道事業者 Z 社（匿名）の Z4 系開発プロジェクト（仮
称）における開発業務の外部委託マネジメントの実態を記述する。第 5章では，鉄道車両
開発における開発業務の外部委託マネジメントの共通点や相違点を抽出し，それらを比
較・分析することによって，広範な開発業務の外部委託マネジメントについて考察する。
そして，最終となる第 6章では，博士論文の内容を要約した上で，本研究の貢献，本研究
の限界と今後の研究課題を述べる。 
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第 2章 先行研究レビュー 
本章では，広範な開発業務の外部委託における効果的なマネジメント手法を明らかにす
る上で参考になる開発業務の外部委託マネジメントに関する先行研究レビューを行う。過
去の研究がどのような議論をしてきたのかを整理し，開発業務の外部委託マネジメントに
関する研究課題を特定する。 
はじめに，広範な開発業務の外部委託マネジメントの特徴を明らかにすることを目的に，
鉄道車両開発の実態と先行研究の蓄積豊富な自動車開発マネジメントを比較するために，
日本の自動車開発に関する先行研究をレビューする。次に，製品特性が製品開発マネジメ
ントに与える影響を理解するために，製品特性と製品開発マネジメントに関する先行研究
をレビューする。次に，消費財開発とは異なる特徴を有すると言われる大型製品システム
開発の特徴を理解するために，大型製品システム開発に関する先行研究をレビューする。
次に，過去の研究が，開発業務の外部委託における効果的なマネジメント手法について，
何を明らかにしてきたのかを理解するために，開発業務の外部委託マネジメントに関する
先行研究をレビューする。そして，本章の最後には，先行研究の限界を指摘する。 
 
2.1 日本の自動車開発 
日本の自動車開発は，国際競争力の高い日本産業の代表格として，多くの研究者から注
目を集めてきた（Clark and Fujimoto, 1991; 延岡, 1996; Aoshima, 1996; 浅沼, 1997; 藤本, 
1997; 武石, 2003; 石井, 2003; 藤本・延岡, 2006; 石井, 2013など）。自動車には，ブラン
ド差別化の進んだ国際寡占商品，高価な耐久消費財，構造的に複雑な加工組立製品，機能
的にも複雑な製品といった製品特性がある。その自動車の開発は，製品レベルの国際競争
激化，競争環境の不確実化・不安定化，消費者ニーズの根本的多様化，消費者ニーズの洗
練化・複合化といった厳しい競争環境の中で，国際的にトップクラスの製品開発力を持ち
続けること，つまり，速い開発スピード，高い開発生産性，高い総合商品力の三拍子揃う
ことが求められる点に難しさがある（Clark and Fujimoto, 1991）。過去の研究は，これら
の難しさを克服している日本の自動車メーカーによる開発には，以下のような特徴がある
と指摘している。 
第 1に，オーバーラップ型開発である。オーバーラップ型開発とは，例えば，詳細設計
と生産準備といった本来は縦につないでいくべき開発段階をオーバーラップさせて同時並
行的に進めることである（Clark and Fujimoto, 1991）。日本企業は欧米企業よりも大胆に
オーバーラップを行っており，これが開発期間短縮に貢献していた。これを支えてきたの
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は，上流段階と下流段階とが互いに不完全な情報を頻繁に交換し，それを手掛かりに相手
の動きを予測しあって相互適応することであった。その前提としては，曖昧情報の処理能
力，完全主義や日和見主義の克服，開発と生産の相互信頼関係，部門間調整メカニズムの
発達などがある（藤本, 1997）。 
第 2に，フロントローディングである。フロントローディングとは，開発初期の段階で
より多くの問題解決サイクルをあらかじめ回しておくことによって，開発後半におけるよ
り手間のかかる設計変更の繰り返し回数を減らすという方法である（延岡, 2006）。製品開
発の達人の域にある日本企業は，オーバーラップ型開発やフロントローディングなどを上
手に組み合わせ，高い製品開発パフォーマンスを実現してきた（藤本, 1997）。これに対し，
1990 年中盤以降，欧米企業は日本企業に追いつくべく，3 次元 CAD などのツールを活用
したフロントローディングを実施してきた。しかし，試作品完成以前の図面の段階で，部
門横断的なデザインレビューによって統合性のチェックを実施するなど，日本企業がフロ
ントローディングを更に深化させたので，結果的に日本企業に追いつくことができていな
いことが確認されている（藤本・延岡, 2006）。 
第 3に，重量級プロダクトマネジャーの存在である。重量級プロダクトマネジャーとは，
製品ごとに開発組織の内部統合（プロジェクトチームを通じた部門間調整）と外部統合（コ
ンセプトを媒介とする開発プロセスと将来市場との統合）を同時に，かつ強力に推進する
責任者である（Clark and Fujimoto, 1991）。つまり，重量級プロダクトマネジャーとは，
強力なプロジェクトコーディネーターとコンセプト推進役を兼ねているプロジェクト専任
の開発責任者である。重量級プロダクトマネジャーには，開発のみならず，生産や営業な
どを含む幅広い分野での部門間調整，製品コンセプトの創造や具体化，基本仕様・コスト
目標・レイアウト・主要部品の方式選択などの権限が与えられている。重量級プロダクト
マネジャーの多くが，幅広い技術的知識や顧客の曖昧なニーズを解読する能力，将来市場
に対する想像力などを有しており，主に積極的な課題解決や直接的・間接的コミュニケー
ションに時間を割いている。優れた自動車メーカーが製品と開発組織の首尾一貫性を同時
に実現することができたのは，この重量級プロダクトマネジャーの存在が大きかった（藤
本, 1997）。 
第 4に，部品サプライヤーの開発力の活用である。この部品サプライヤー開発力の活用
に関する研究蓄積は多い（浅沼, 1997; 藤本, 1997; 延岡, 1999; 酒向, 1998; 近能, 2002ほ
か）。例えば，日本のサプライヤー管理に関する代表的な研究の一つに浅沼（1997）があ
る。浅沼（1997）は，自動車メーカーと部品サプライヤーの関係性について，日米間の比
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較を行っている。分析の結果，開発の早期からのサプライヤーの関与，価格引き下げ圧力
とサプライヤーの協力，サプライヤーによる部品改善提案とそのインセンティブ，サプラ
イヤーの供給責任と品質保証責任，評価と競争を伴う長期的関係，フレキシブル生産シス
テムといった点が，日本の自動車メーカーによるサプライヤー管理の特徴であり，国際舞
台の中での競争力を獲得する上で重要な要因であったことを示している。 
 
2.2 産業・製品特性と製品開発マネジメント 
日本企業における製品開発の産業間比較を幅広く行った研究に藤本・安本（2000）があ
る。本節では，この藤本・安本（2000）のレビューを行い，産業・製品特性が製品開発マ
ネジメントに与える影響について整理する。 
藤本・安本（2000）は，自動車開発に関する研究で得られた知見が他の産業でも通用す
るのかという問題意識のもと，産業横断的な製品開発の比較分析を行っている。彼らは，
携帯電話端末，カラーテレビ，スーパーコンピュータ，医薬品，合成樹脂，ビール，化粧
品，ゲームソフト，毛織物・アパレルといった 9つの産業における製品開発の事例研究と，
衣料・繊維，食品・飲料品，薬品・生物，消費者向け化成品，産業向け化成品・素材，ソ
フト・システム，消費者向け電子・電器，電子部品，事業者向け精密機器，乗用車・バイ
ク，機械部品，産業向け機械・設備といった 12 の産業，203 社への質問票調査の両面か
ら，多義性11，複雑性12，不確実性といった 3 つの産業・製品特性と製品開発マネジメン
トとの関係を分析している。分析の結果，産業・製品特性と製品開発マネジメントとの間
にいくつかの関係があることが発見された。その中でも，前節でとり上げた日本の自動車
開発マネジメントに関連していた点は以下の 3点である。 
第 1に，ニーズの多義性が高く，かつ製品の複雑性が高い特徴を持つ産業における製品
開発においては，重量級プロダクトマネジャーがプロジェクトを統合的にまとめ上げてい
る傾向にあるという点である。製品が複雑である点を反映して，開発プロジェクトチーム
が比較的大きくなっているため，これを内部統合する開発リーダーの役割が大きくなって
くる。また，ニーズの多義性が高いため，製品コンセプトを通じた顧客の外部統合も重要
となってくる。これは自動車開発に代表されるような重量級プロダクトマネジャーが活躍
するパターンである。 
第 2に，ニーズの多義性が低い，もしくはニーズの不確実性が低い特徴を持つ産業にお
                                                   
11 多義性とは，開発者にとって，ある記号が複数の意味を指示すること，また，ある現実
状態を複数の意味に解釈できることである（藤本・安本, 2000）。 
12 製品開発における複雑性の本質や要因などについては，藤本（2013）を参照されたい。 
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ける製品開発においては，問題発見・解決のオーバーラップが行われる傾向にあるという
点である。ニーズがある程度特定しやすい分野では，問題を早めに特定し，解決すること
が可能になるため，開発と生産準備のオーバーラップがしやすくなる。一方，この点はニ
ーズの多義性が高く，かつニーズの不確実性が高い特徴を持つ自動車開発に関する先行研
究とは異なる結果である。しかし，藤本・安本（2000）は，非公式コミュニケーションや
部門横断的デザインレビューなど独自の工夫を積み重ねながら開発を進めることによって，
オーバーラップ型開発を実現していることこそが，日本の自動車メーカーの国際的な競争
の優位性につながっていると指摘している。 
第 3に，ニーズの不確実性が低い，もしくは技術的な原因と結果の不確実性が低い特徴
を持つ産業における製品開発においては，問題解決の早期収束が行われる傾向にあるとい
う点である。これはまさに開発のフロントローディングを意味している。製品技術が不確
実であったり，構成要素が相互に影響し合う分野では，開発初期段階から問題を特定し，
完成度を高めることには限界がある。逆に，技術やニーズが比較的特定されている場合に
は，問題を特定して解決しやすく，フロントローディングを図りやすいということになる。 
 
2.3 大型製品システム開発 
大型製品システムの開発を対象とした研究群に複雑な製品システム（Complex Products 
and Systems）に関する研究群がある。本節では，この複雑な製品システムに関する研究
群のレビューを行い，大型製品システム開発の特徴を整理する。 
大型製品システムの概念を整理した研究に Hobday（1998）がある。彼は，大型製品シ
ステムは，産業財，高付加価値製品，コントロールシステム，ネットワーク，都市などの
高コストで技術集約的な製品，システム，ネットワーク，契約と定義している。具体的に
は，ばら積み船，旅客機，高速鉄道，電信管理システム，貨物積み下ろしシステム，衛星
システム，原子力発電所，化学工場などが挙げられる1314。彼は，大型製品システムの開発
においては，1 回限りのプロジェクトか小バッチ生産になりやすく，設計，プロジェクト
マネジメント，システムエンジニアリング，システムインテグレーションが重視される傾
                                                   
13 Hobday（1998）は，大型製品システムには，ハイテクなコンポーネントとシステムが
含まれるが，コストに関わらず，ローテクあるいは中程度の技術の製品は含まないと述べ
ている。 
14 通常，大量生産される最終製品は一つの機能を発揮するもので，ネットワークに結合さ
れない限り，より大きなシステムの一部とならない。コンポーネントは，常により大きな
システムの中で初めてある機能を発揮する。したがって，最終製品とコンポーネントの間
には曖昧な領域が存在する（向井, 2014）。 
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向にあると指摘している。システムインテグレーションとは，コンポーネントの設計を外
部に出すという事前の分業の仕切りを行い，サプライヤーの仕事を調整し，システムレベ
ルの相互依存性に対処し，製品として統合することである15（Brusoni et al., 2001）。大型
製品システムの特徴としては，価格が高い，生産量が少ない，部品点数が多い，技術新規
性が高い，最終製品や部品のカスタム度が高いといった点が挙げられる（Hobday, 1998; 
Hobday et al., 2005）。彼は，これらの特徴によって，製造段階における情報の不確実性が
高まり，そのことがリスクのフィードバックループの必要性を高めることにつながるため，
大型製品システム開発における組織間の調整やプロジェクトマネジメントはより難しくな
ると指摘している。 
複雑な製品システムに関する研究群の主たる研究課題は 3 つある。1 つ目は，多様な知
識の活用である。大型製品システムの開発は，1 度限りのプロジェクトか小バッチ生産に
なりやすい。そのプロジェクトは，複数の組織の一時的な連携となり，1 つの企業の境界
を超えるものとなる。したがって，大型製品システムの開発を取りまとめる企業（以下，
システムインテグレータと呼ぶ）は，ユーザーやサプライヤーといった開発に関わる主要
な組織群と良好なネットワークを構築し，多様な知識を活用しながら，彼らと一緒になっ
て開発を進め，それを取りまとめていく必要がある。例えば，Brusoni et al.（2001）は，
航空機エンジン制御システム開発の事例研究を通して，大型製品システム開発においては，
システムインテグレータがアーキテクチャ知識とコンポーネント知識を核としたシステム
インテグレーション能力を有することが重要であると指摘している。アーキテクチャ知識
とは，部品を統合し，相互に結びつけ，全体としてまとまりのよい一貫性のあるシステム
にするための方法についての知識であり，コンポーネント知識とは，部品の核となるコン
セプトとそれを実現するための方法についての知識である（Henderson and Clark, 1990）。
彼らは，システムインテグレータが，自社が手掛けると決めた以上に幅広い知識を有する
ことによって，部品間の変化速度の不均衡，あるいは製品レベルでの相互依存性の予測不
可能な状況に適応することが可能になると指摘している。また，Davies and Brady（2000）
は，テレコミュニケーションシステムの事例研究を通して，システムインテグレータが新
しい製品やサービスの提供など，ビジネスを拡大させていくためには，戦略的能力や機能
                                                   
15 本研究において，システムインテグレーションと設計統合化の「統合」は別の言葉とし
て扱っている。システムインレグレーションは，事前の分業の仕切り，サプライヤーの仕
事の調整，システムレベルの相互依存性への対処という 3つの行動の総称であり，設計統
合化とは，開発対象製品システム内における部品間の配置上や機能・性能上の調整のこと
である。なお，機能面の設計統合化は，システムインテグレーションの定義中にある「シ
ステムレベルの相互依存性に対処」と同義語であると捉えている。 
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的能力に加えてプロジェクト管理能力を構築することが重要であると指摘している。さら
に，Prencipe（2003）は，航空機エンジン産業における 4年間のフィールド調査を通して，
システムインテグレータにとって重要なのは，顧客要求に適合するよう既存の製品アーキ
テクチャ16を活用すること（exploitation）と新しい製品アーキテクチャを探索すること
（exploration）といった 2 つの異なるタイプの活動を同時に推し進めることができる能力
であると指摘している。 
また，本研究群には，システムインテグレータにはどのような能力が必要なのかに加え
て，システムインテグレータはこれらの能力をどのように維持しているのかに関する研究
蓄積も多い。例えば，Prencipe（1997）は，ロールスロイス社の事例研究を通して，シス
テムインテグレータは，システムインテグレーション能力を維持するために，周辺部品や
サブシステムの開発や設計を外部委託しても，それらの研究開発を意図的に続けることに
よって，コンポーネント知識を維持していると指摘している。また，Davies et al.（2009）
は，ロンドンヒースロー空港のターミナル建設プロジェクトの事例研究を通して，この巨
大プロジェクトにおけるシステムインテグレータは，外部のコンサルティング会社から経
験豊富な人材を引き抜き，プロジェクトの運営を担当させることによって，建材や設備な
どの詳細な技術的知識を蓄積していると指摘している。また，Geyer and Davies（2000）
は，独国と英国の大型鉄道建設プロジェクトの事例研究を通して，一部のシステムインテ
グレータは鉄道のメンテナンス業務を請け負うことによって，システムインテグレーショ
ン能力の獲得に取り組んでいると指摘している。さらに，Brusoni et al.（2001）は，航空
機エンジンの制御システム開発の事例研究を通して，システムインテグレータはサプライ
ヤー群と緩やかに連結することによって，自らが内製している部品やサブシステムより広
い範囲の技術に関する知識を獲得し，維持していることを明らかにしている。最後に，
Hobday et al.（2005）は，近年システムインテグレータは顧客により近づくために，オペ
レーションやメンテナンスといったサービス業務を取り込もうとしていると指摘している。
彼らは，システムインテグレータはサービス業務を取り込むことによって，顧客からのフ
ィードバックループの数を増やすことができ，結果として，より高い価値を生み出すこと
につなげていると指摘している。 
2 つ目は，システムインテグレーション能力の進化である。本研究群では，システムイ
ンテグレータはソリューションビジネスにどのように対応しているのかという問題意識の
もと，その対応に必要な能力や組織に焦点を当てた研究が行われている。例えば，Davies
                                                   
16 製品アーキテクチャとは，製品の構成要素をどのように分解し，どのようなルールで結
合するかについての基本設計思想のことである（Henderson and Clark, 1990）。 
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（2004）は，鉄道車両・信号システム，携帯電話ネットワーク，フライトシミュレーショ
ン，インフラ，テレコムネットワークの 5つの事例研究を通して，多くのシステムインテ
グレータが，開発・製造からソリューションビジネスの提供へとその業務範囲を拡大して
おり，そのために必要な新しい能力を構築しようとしていると指摘している。また，Davies 
et al.（2007）は，ソリューションビジネスを提供しているシステムインテグレータの多く
は，システムセーリング17とシステムインテグレーションという 2 つの異なる業務を両立
させるために，これら 2つのタイプのハイブリッド組織構造を適用していると指摘してい
る。 
3 つ目は，後発者の成功要因である。本研究群では，大型製品システム開発という点に
おいて経験豊富な先進国を追いかける後発者が，開発に必要な能力をどのように身につけ
ているのかという問題意識のもと，後発者の能力に焦点を当てた研究が行われている。例
えば，Kiamehr et al.（2013）は，イランの発電システムの事例研究を通して，後発者のシ
ステムインテグレーション能力は機能的，プロジェクト，戦略的という 3つのレベルで構
成されており，これらの能力は先進国から派遣された技術者の支援によって，短期間で大
きな進化を遂げていることを明らかにしている。また，Park（2013）は，韓国のテレコム
システム 3事例の比較事例研究を通して，後発者に必要な能力としては，開発に関連する
組織間のネットワークを構築する能力，広くて深い統合された知識とスキル，理念やポリ
シーの影響力の 3つが挙げられるが，これらの能力の取得方法や活用方法は時代と共に変
わってきていることを指摘している。さらに，Lee and Yoon（2015）は，ブラジル，韓国，
中国における航空軍事産業の比較事例研究を通して，後発者は先進国のシステムインテグ
レータへの製造協力や彼らとの共同開発を通して新たな技術を学習することが多いが，そ
の学習パターンは国や産業のコンテクスト次第で異なることを指摘している。 
 
2.4 開発業務の外部委託マネジメント 
開発業務の外部委託とは，製品開発における設計業務の一部を外部の企業に委ねること
である。開発業務の外部委託については，武石（2003）がマネジメントの全体像を分析す
る枠組みを提示しているため，本レビューではこの枠組みを参考にしている。武石（2003）
は，開発業務の外部委託マネジメントの全体像として，境界の設定，企業間関係のマネジ
メント，企業間の分業プロセスのマネジメント，企業内部のマネジメントという 4つの視
点を提供している。ただし，本研究では，武石（2003）の 4 つの視点を参考にしつつも，
                                                   
17 システムセーリングとは，ソリューションビジネスの提供に必要な製品・サービスコン
ポーネントすべて，またはほとんどを生産することである。 
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外部委託固有の組織間マネジメントに論点を絞るため，企業内部のマネジメントに関する
先行研究を除いている。また，企業間関係のマネジメントにはパートナー選択とガバナン
ス選択という 2つの論点が存在するため，本研究では，この 2つは分けてレビューを行っ
ている。つまり，開発業務の外部委託において，何を外部委託して，何を自ら行うかを問
う境界の設定，どの企業を外部委託のパートナーとして選ぶかを問うパートナー選択，そ
のパートナーとどのような取引構造を選ぶかを問うガバナンス選択，そして，パートナー
との日々のやり取りをどのように進めていくかを問う組織間調整といった 4つの視点で先
行研究のレビューを行う。 
 
2.4.1 境界の設定 
1 つ目は境界の設定である。開発業務の外部委託先の選定に先立って，そもそもどの設
計を内部で行うか，外部に委託するかを決める必要がある。開発業務の内外製区分の決定
（make or buy decision）である。一般に，内外製区分の決定においては，品質・納期・生
産能力・コスト競争力・技術力・フレキシビリティなどについて，社内外を比較して，有
利な方をとるのが基本である（藤本，1997）。また，内外製のどちらが契約の作成や契約
相手の行動の監視など，取引にともなって生じるコストが安いかで決めるという考え方も
ある。他にも，雇用量への配慮，技術的な機密保持，対部品サプライヤーの交渉力確保，
技術力温存などは内製化の促進要因となる。さらに，固定費用負担の軽減，社内組織のシ
ンプル化，自社の強みに的を絞った戦略展開，餅は餅屋的発想などは外製化の促進要因で
ある。 
開発業務の内外製区分の決定方法は様々である中，その内外製区分を分類した研究に浅
沼（1997）がある。彼は，開発業務の内外製を貸与図方式，承認図方式，市販品という 3
つのパターンに分類している18。貸与図方式は，バイヤーが基本的な要求仕様の決定から
部品詳細設計までを含めてすべて行い，サプライヤーは与えられた設計図をもとに製造だ
け行う方式である。承認図方式は，基本的な要求仕様はバイヤーが作成・提示し，それに
基づいてサプライヤーが詳細設計を行い，バイヤーの承認を得る方式である。市販品は，
仕様設定を含めた設計，そして製造もサプライヤーが行い，バイヤーはそれを購入するだ
けの方式である。 
過去の研究の多くが，日本の自動車メーカーは欧米企業と比べてサプライヤーに対し，
詳細設計と試作と製造をまとめて任せる承認図方式，部品の加工とサブ組立をまとめて任
                                                   
18 貸与図方式，承認図方式，市販品という分類は，設計主体による分類である（藤本, 1997）。
詳しくは，国狭（1994）など，専門書を参照されたい。 
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せるサブアッセンブリー納入，製造と品質管理をまとめて任せる無検査納入などをより多
く採用する傾向にあり，これこそが日本の自動車メーカーの強みの一つであることを示し
ている（Clark and Fujimoto, 1991ほか）。例えば，Clark and Fujimoto（1991）の 1980 年
代半ばから後半にかけての調査によると，日本では承認図方式が 60%を占めたが，米国で
は貸与図方式が 81%と大部分を占め，欧州は両者の中間，承認図方式が 39%，貸与図方式
が 34%であった。つまり，欧米と比べて日本では部品の詳細設計でサプライヤーがより大
きな役割を分担していたことがわかる。 
承認図方式の場合，サプライヤーが自ら図面を作成するので，新モデルが立ち上がる更
に早期の企画段階から自動車メーカーと接触し，次期モデルについて緊密な情報交換を行
い，互いに情報を共有しながら納入する部品の開発業務を行う必要がある。そこで，開発
初期段階からサプライヤーとの設計統合化をスムーズに進めるために，日本の自動車メー
カーの多くはゲストエンジニア制度を採用している。ゲストエンジニア制度とは，サプラ
イヤーから自動車メーカーに技術者を派遣され，駐在する制度である。例えば，トヨタ自
動車では 1,600人以上のゲストエンジニアが設計開発に従事していた時期がある（藤本・
延岡, 2006）。Clark and Fujimoto（1991）は，これらの点が少なからず日本の自動車メー
カーの開発スピードや効率性の向上に寄与していたと結論付けている。日本の新車開発工
数での優位のうち約 3分の 1，開発リードタイムにおける 4～5ヶ月分の優位は分業のおか
げである，というのが彼らの推測結果である。藤本（1997）は，自動車メーカーが関連す
る仕事群を一つのサプライヤーに一括して委託し，かつ早くからサプライヤーを開発に巻
き込むことが，サプライヤーが長期的にまとめ能力を蓄積することにつながり，結果とし
て外部委託の成果に強く結びついている点を指摘している。 
一方，サプライヤーが長期的にまとめ能力を蓄積していくと，バイヤー側に別の問題が
生じる危険性がある。それは，バイヤーの部品専門知識や製品統合能力が失われていくと
いう問題である（武石, 2003）。この問題を解決する方法の 1つに部分的統合がある。部分
的統合とは，外部委託によって多くのコストや便益を得ることを目的に，バイヤーにとっ
てコアとなる技術を含んだ部品を内部で少しだけ設計・製造し，残りの大多数を外部委託
することである。トヨタ自動車は，トランスミッションや他のクリティカルな技術につい
て，この部分的統合を採用している。部分的統合は，すべて外部委託する場合と比べて，
短期的には割高になるかもしれない（Anderson and Parker, 2002）。しかし，部分的統合
は，大多数を外部委託しているコアとなる技術を含んだ部品の設計や製造を，将来的に内
部にすべて引き戻す選択肢をつくり出してくれる。サプライヤーはすべて引き戻されるの
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を恐れて，バイヤーに対してより協力的にならざるを得ない。ただし，これらの議論は，
開発業務の外部委託を効果的にマネジメントするためには，バイヤー側にある種の知識が
必要ということが前提にある。では，開発業務の外部委託において，バイヤー側である種
の知識を持っておくことは本当に重要なのだろうか。 
企業の知識は，企業の行為や意思決定をつかさどる重要な能力である。それは製品開発
活動においても他ならない。開発業務の外部委託における知識の重要性を指摘している研
究に武石（2003）がある。彼は，日本の自動車メーカー8 社と部品サプライヤー9 社に対
して調査を実施し，開発業務の外部委託における知識を部品知識と統合知識に分類した上
で，バイヤーの知識の役割について分析している。統合知識とは，アーキテクチャ知識の
概念よりも少し狭い，個々の部品からみた，他の関連する部品との調整・統合に要する知
識を示しており，部品の組付け設計，車両の中での他の部品とのレイアウト上の調整，車
両の中での他の部品との機能・性能上の調整という 3 つの尺度で測定されている。彼は，
自動車メーカーの存在意義は部品をまとめて車に仕上げていくことにあるため，彼らにと
って重要なのは部品知識よりも統合知識の方であり，その知識を明確なローテーション政
策や強力なプロダクトマネジャー育成によって強化していることを示している。また，開
発業務の外部委託において，バイヤー側である種の知識を持っておくだけでなく，組織間
で知識を共有することの重要性を指摘している研究に石井（2003）がある。彼は，自動車
産業の共同開発・共同生産に関する事例研究を通して，組織間の学習効果を促進するため
には，共有知識と非共有知識を明確にすることや自社の意思決定を妨げない限りはパート
ナーから与えられた知識を信頼することが重要であると指摘している。さらに，サプライ
ヤー側の知識の重要性を指摘している研究に具（2008）がある。彼は，自動車産業におけ
るサプライヤー間の協業開発に関する 2つの事例研究を通して，最終消費者のニーズや車
両全体の機能要件を踏まえた提案を自動車メーカーに行うためには，サプライヤー側の知
識を車両全体に広げていく必要があることを示している。 
一方，開発業務の外部委託における知識の重要性という点では，情報システム開発に関
する研究も参考になる。例えば，Kirsch et al.（2002）は，情報システムのユーザーと開発
プロジェクトリーダーへの質問票調査を通じて，ユーザーが有する情報システム開発プロ
セスに関する知識の量が，開発プロジェクトのコントロールパターンに影響を与えること
を示している。彼らは，情報システム開発プロセスの知識がほとんどないユーザーはベン
ダーコントロールに苦労しているが，これらの知識が豊富なユーザーはベンダーを効果的
にコントロールしていると指摘している。また，Tiwana and Keil（2007）は，ソフトウェ
 20 
アサービスの外部委託提携に関するフィールド調査を通じて，周辺知識を持つことはパー
トナー間の効果的なガバナンスにつながることを示している。周辺知識とは，外部委託し
た活動範囲における知識である。彼らは，周辺知識は成果物ベースの公式コントロールを
補完し，パートナー間の効果的なガバナンスを促進するため，委託元にとっては重要な知
識であると指摘している。さらに，Tiwana and Keil（2007）とは異なるタイプの知識に注
目している研究が Rustagi et al.（2008）である。彼らは，情報システム開発において，技
術的知識や関係的マネジメント知識（Relationship management knowledge）を有してい
るユーザーがベンダーを効果的にコントロールできていることを示している。関係的マネ
ジメント知識とは，例えば，契約交渉，パフォーマンス監視，ベンダーコミュニケーショ
ンに関する知識である。彼らは，近年，情報システム開発における外部委託の数が増えて
いる中，このような知識の必要性が高まりつつあると指摘している。 
 
2.4.2 パートナー選択 
2 つ目はパートナー選択である。過去の研究の多くが，パートナー選択について，企業
はパートナーとの相互依存性を重視していることを示している（Litwak and Hyton, 1962; 
Paulson, 1976; Schmidt and Kochan, 1977）。企業は，存続・成長するために必要であるが，
保有していない資源を獲得しなければならない。したがって，協調関係のもと，企業間で
互いに欠けている資源を補い合う必要がある（Richardson, 1972）。 
また，過去の研究の多くが，従来からのパートナーを継続すべきか，新しいパートナー
を選択すべきかといった継続か，新規かの問題について議論している19（Luo, 2002; 
Goerzen, 2007）。例えば，Luo（2002）は，200社を超える合弁企業を対象に，パートナ
ーとの協力関係と合弁企業のパフォーマンスの関係を分析した結果，従来からのパートナ
ーとの合弁企業は，そうでない合弁企業よりも，パフォーマンスが良好であることを示し
ている。パートナー間で取り決めた条件は，契約書に記載する。しかし，すべての条件を
契約書に記載することは難しい。また，環境の変化や不測の事態など，契約書で想定しな
い状況が生じる可能性もある。Luo（2002）は，このような時に，従来からのパートナー
であれば，これまでの経験をもとに適切な対応を行うことができると指摘している。一方，
Goerzen（2007）は，日本企業 600 社，18,000 件のアライアンスを対象にパートナーと
の取引継続性とアライアンスのパフォーマンスの関係を分析した結果，同じパートナーと
繰返しアライアンスを行う傾向の強い企業ほど，そうでない企業と比べてパフォーマンス
                                                   
19 アライアンスにおいて従来からのパートナーを継続すべきか，新しいパートナーを選択
すべきかといった問題の詳細な議論については安田（2010）を参照されたい。 
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が劣ることを示している。企業はアライアンスなどを通してネットワークを拡充すること
によって，パートナーが保有する多くの資源にアクセスすることが可能となる。新しいパ
ートナーを選択することが企業の競争力を高め，それが好業績につながる。繰返し同じパ
ートナーとアライアンスを続けることは，このような機会を失している。しかし，取引コ
ストの観点で見ると，新しいパートナーを選択することは負担が大きい。業績の悪い企業
には，そのような余裕はない。Goerzen（2007）は，すでに馴染みのある，従来からのパ
ートナーを選択することによって，取引コストを抑えようとするのは当然であると結論づ
けている。 
さらに，過去の研究の多くが，パートナー選択におけるマルチソーシングの重要性を指
摘している（伊丹, 1988; Clark and Fujimoto, 1991; 浅沼, 1997; 藤本, 1997; 延岡, 1999; 
韓, 2002; 近能, 2002; 具, 2008）。過去の研究の多くは，日本の自動車メーカーは，各品目
について少数のサプライヤーと継続的取引を行うことによって，サプライヤー間の激しい
競争と技術進歩の効果的な促進を両立させていると指摘している。また，過去の研究の多
くは，バイヤー・サプライヤー間における情報共有の必要性の比較的低い貸与図方式が中
心の米国の自動車メーカーの多くは，同一品番・図面レベルでのマルチソーシング（多数
供給源政策）を採用している一方，サプライヤーとの密な開発連携を必要とする承認図方
式が中心の日本の自動車メーカーの多くは，同一品番・図面番号レベルではシングルソー
シング，部品カテゴリーレベルではマルチソーシング（複社発注施策）を採用していると
指摘している。 
ここで注意しなければならないのは，マルチソーシングには，同一品番・図面番号レベ
ルと部品カテゴリーレベルがある点である。例えば，トヨタ自動車のヘッドランプのサプ
ライヤーは複数存在しており，多くの場合，これらのサプライヤーが同一品番・図面レベ
ルでの開発コンペに参加している（藤本, 1997）。このため，同一品番・図面番号レベルで
は，シングルソーシングが多い。しかし，部品カテゴリーレベルでは，できるだけ多くの
部品供給源を作り出すために，日本の自動車メーカーは，複数のサプライヤーに対してマ
ルチソーシングしていることが多い。これらのサプライヤーの選定基準については，目先
の入札価格だけではなく，品質・コスト・納期のバランス，さらにそれらの改善能力，開
発能力，それを長期的に支える経営者の資質や財務体質まで多面的である。例えば，トヨ
タ自動車の場合，現行メーカーレイアウトと呼ばれる従来の納入実績のパターンをある程
度尊重し，取引関係の継続性を確保しつつも，各サプライヤーに対する現状の総合評価を
反映させた形で発注パターンを変化させている（藤本, 1997）。こうして日本の自動車メー
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カーは，サプライヤー同士をうまく競争させることによって，彼らの継続的な能力向上を
図っている。 
 
2.4.3 ガバナンス選択 
3 つ目はガバナンス選択である。パートナーとの取引構造は，資本に基づく関係と契約
に基づく関係に分類できる（Yoshino and Ranger, 1995; Gulati, 1995）。資本に基づく関係
とは，資本を通して企業同士が部分的に連結することを意味する。例えば，資本に基づく
関係には，少数出資や株式交換といった資本移転，対等 JV（ジョイント・ベンチャー）や
非対等 JV といった資本創出，買収・合併といった資本解消などの形態がある。資本に基
づく関係においては，双方のコミットメントのレベルは高く，容易にその関係を解消する
ことはできない。したがって，重要度の高いプロジェクトを行う場合など，パートナー同
士がお互いに強いコミットメントを必要とする場合，企業は資本に基づく関係を選択する。
また，パートナーの機会主義的行動を抑制するために多大なコストがかかる場合なども，
企業は資本に基づく関係を選択する（Pisano et al., 1988）。ただし，資本に基づく関係は，
パートナーと交渉し，組織化するまでに多大な時間を必要とし，かつ退出コストが高いと
いう問題がある。 
一方，契約に基づく関係とは，契約を通して企業同士が部分的に連結することを意味す
る。契約に基づく関係には，通常取引，フランチャイズ，ライセンス，相互ライセンスと
いった伝統的契約と共同研究，共同開発，生産委託，共同生産といった非伝統的契約に基
づく関係に分類できる。伝統的契約に基づく関係とは，一時的もしくは短期的な取引を意
味する。必要なスキルや能力を有しているパートナーであれば，不特定多数の市場参加者
の中から，誰を取引相手として選択してもよい。非伝統的契約に基づく関係は，長期的か
つ継続的な取引を意味する。この場合，パートナーとの信頼関係が構築できれば，お互い
協力し合いながら業務を進めることが可能となる。契約に基づく関係は，資本に基づく関
係と比べて，すぐに交渉し，限定した範囲のみを選択してパートナーと連結することがで
きるという点で有効である。また，契約に基づく関係は，双方のコミットメントのレベル
は相対的に低く，状況の変化に応じて，その関係を柔軟に変えていくことが可能となる。
特に，変化の激しい経営環境のもとでは，このような柔軟性が重視される傾向にある（Chen，
2003）。ただし，契約に基づく関係は，資本に基づく関係と比べて，パートナーの機会主
義的行動に弱い。例えば，パートナーに対して，重要なアライアンスの投資をするよう説
得するのは難しい（Joskow, 1987）。更に難しいのは，新技術開発の際，パートナー間で
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その所有権に関する意見の相違が生じる点である。たとえ合意しても，企業を越えてその
技術に関する暗黙知を移転するのは難しい（Hennart, 1988; Badaracco, 1991）。したがっ
て，契約に基づく関係においては，いかに契約を締結していくか，つまり，契約期間や契
約文書の程度，契約内容をいかに交渉していくかなどが問題となる（Ripin and Sayles, 
1999）。 
他方，自動車産業における開発業務の外部委託に関する研究は，資本や契約に基づく関
係を補完する要因として，長期・継続取引関係と少数者間の有効競争という 2 つの視点を
示している（藤本, 1997）。1 つ目は，長期・継続取引関係である。過去の研究の多くが，
長期安定的な取引関係は国際的な競争力に貢献していることを明らかにしている
（Nishiguchi, 1994; 延岡, 1996; 藤本, 1997; 酒向, 1998; Dyer and Nobeoka, 2000; 真鍋, 
2002 ほか）。継続的取引がもたらす機能としては，協調的関係の形成と取引企業間の知識
共有が挙げられる（Dyer and Nobeoka, 2000）。繰返しゲームにおける取引相手の報復が
もつ抑止力，あるいは一つの取引相手を裏切ることで他の取引相手の信用を失うことがも
つ抑止力が協調関係を安定的なものとし，また情報共有により競争上有利なシステムの導
入が可能になる。また，取引相手の長期的な能力を評価することで，モラル・ハザードを
回避できるようになることも継続的取引がもたらす機能である。長期・継続取引関係の例
としては，協力会の存在が挙げられる。協力会とは，特定企業に納入するサプライヤーを
構成員とする任意団体のことである。有名なところでは，トヨタ自動車の協豊会や栄豊会
が挙げられる。自動車メーカーと協力会はコミュニケーションを密にすることによって，
共栄と持続的な発展を目指している関係にある。このような継続的取引が企業間の協調や
情報共有を促進し，それがシステム全体の改善や国際競争力の向上をもたらしている（藤
本, 1997）。 
2 つ目は，少数者間の有効競争である。日本の自動車メーカーは各品目について比較的
少数のサプライヤーと取引している。部品当たりのサプライヤー数が少ないと，きめ細か
い管理・育成が可能となる。しかし，その反面，サプライヤーが交渉力を発揮して部品の
値を吊り上げる可能性もある。これに対する一つの対策は，自動車メーカー自身がその部
品を内製化してしまうという潜在的な競争プレッシャーの存在である。そして，もう一つ
が少数者間の有効競争である。少数者間の有効競争とは，サプライヤーを長期的・多面的
な評価に基づき選択するバイヤーに対して，複数のサプライヤーが単なる短期的な価格競
争を超えて，より継続的な能力構築競争を繰り広げることである。このような状況では，
仮に 2～3 社の部品サプライヤー間の寡占競争であっても，結託による部品価格つり上げ
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などの弊害は生じにくく，むしろ能力構築をめぐる切磋琢磨を通じて，部品のコストや品
質が改善される。このことを，戦後日本の自動車産業が身をもって実証してきた（藤本, 
1997）。 
また，過去の研究の多くが，資本や契約に基づく関係を補完する 3つ目の要因として信
頼20を挙げている（酒向, 1998; Dyer, 2000; Gulati, 1995）。例えば，酒向（1998）は，企
業間の信頼は，パートナーの将来行動における不確実性を低減し，パートナーの機会主義
的行動への不安緩和や，パートナーの当該関係へのコミットメントを高めることにつなが
ると論じている。また，Dyer（2000）は，バイヤー・サプライヤー間の信頼は，取引コス
トの低減やバイヤー・サプライヤー間の知識・情報シェア活性化につながることを示して
いる。さらに，Gulati（1995）は，組織間信頼は，パートナーの専有性の問題（流用の懸
念）の低減につながることを示している。 
 パートナー間の信頼関係を構築するためには，いくつかの方法がある。例えば，Gulati
（1995）は，過去のパートナーシップ経験を生かしたパートナー間のネットワークを通し
て，価値ある情報を提供しあうことによって，信頼関係が構築されることを示している。
また，Dyer（2000）は，バイヤーによるサプライヤー選択やサプライヤー支援の公正さが
信頼関係構築のベースになっていることを示している。このように，パートナー間で信頼
関係を構築することによって，バイヤーはサプライヤーに対して特別なコントロールをす
ることなく，開発業務の外部委託を効果的に進めることが可能となる。 
 
2.4.4 組織間調整 
4つ目は組織間調整である。Galbraith（1973）は，調整業務を情報処理と捉えて，これ
をスムーズに進めるためには，情報処理の軽減と情報処理能力の向上が必要であり，事前
の調整手段として標準化，事後の調整手段としてヒエラルキー（階層制）が有効であるこ
とを示している。事前の取り決め通りに物事が進めば，自然と統合されたアウトプットが
生み出されるはずである。しかし，実際には標準化によって事前に規定された通りにすべ
て物事が進むわけではない。顧客の要求が突然変わったり，作業者がミスをしたり，など
の不確実性が存在する。したがって，事前に決められた通りでないことが発生した時に，
その問題を事後的に解決・調整する手段が必要となる。その典型が，例外事象が生じるた
びに判断を下す監督者を設置することである。こうして作業者の上に管理階層が形成され，
ヒエラルキー（階層制）が形成される。 
                                                   
20 Sako（1992）は信頼を，ある取引主体が他方の取引主体に対して持つ（予測可能で相
互に受容できる方法で行動・対応は行われるという）期待であると定義している。 
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一方，Anderson et al.（2007）は，開発業務の外部委託の調整業務はより複雑性を増し
ている点を強調した上で，Galbraith（1973）が示している調整メカニズムを補完するメカ
ニズムとして，バウンダリー・スパナー，学習効果，インセンティブ設計，モジュラー化，
情報システムの 5つを挙げている。 
1 つ目は，バウンダリー・スパナーである。バウンダリー・スパナーとは，組織間の情
報のリエゾン的な役割を担う人やプロセスである（Adams, 1976）。バウンダリー・スパナ
ーは外部組織との利害調整と内部組織の利害調整の交点に位置している。外部組織の事情
からある調整をしようとすると内部組織の利害調整が必要となり，そこからの要請が跳ね
返ってくる。その結果，また外部組織との調整が必要になり，再びサイクルが繰り返され
る。このやり取りの中心にいるのが，バウンダリー・スパナーである。過去の研究の多く
が，開発業務の外部委託における組織間のコミュニケーションや調整業務を改善する方法
として，バウンダリー・スパナーの活用を挙げている（Ancona and Caldwell, 1992; 武石, 
2003）。開発業務の外部委託において，優れた成果を実現するためには，バイヤーとサプ
ライヤーがあたかも一つの企業のように連携する必要がある。そのためには，内部組織と
外部組織にまたがる調整，問題解決のサイクルをできるだけ迅速に，かつ効果的に回す機
能が重要となる。 
もう 1つの視点は，バイヤー・サプライヤー間のインターフェイスをつなぐプロセスの
適用である。例えば，コンカレントエンジニアリングがその一例である。コンカレントエ
ンジニアリングとは，製品設計と生産準備などを同時に進行させる並行開発方式であり，
Clark and Fujimoto（1991）が指摘していたオーバーラップ型開発と同意語である。Loch 
and Terwiesch（1998）は，コンカレントエンジニアリングが組織間コミュニケーション
を促進すると指摘している。したがって，コンカレントエンジニアリングを通じて，バイ
ヤーは開発の早期段階でサプライヤーを巻き込み，彼らとのコミュニケーションを活性化
させることによって，開発の効率化が期待できる（Handfield et al., 1999）。 
2 つ目は，学習効果である。バイヤーは，サプライヤーとの緊密なコミュニケーション
を通じて，製品開発チーム全体の生産性を上げることが可能である。特に，学習効果はバ
イヤー・サプライヤー間の調整業務の効率化に大きな影響を与える（Sobrero and Roberts, 
2001; Boone and Ganeshan, 2001）。例えば，製品開発プロセスはバイヤー・サプライヤ
ー間で異なることが多い。しかも，製品開発プロセスは，企業にとって競争優位に直結す
る重要な資産であるため，企業はそのプロセスを外部に公開しようとはしない。しかし，
バイヤー・サプライヤー間のコミュニケーションは，異なる製品開発プロセスによって生
 26 
じる認識のギャップを理解し，それを縮めるのに効果的である。異なる製品開発プロセス
によって生じる認識のギャップが埋まると，それに関するパートナー間の調整業務が不要
となる。つまり，開発業務の外部委託において，コミュニケーションを活性化させること
によって，バイヤー・サプライヤー間の認識のギャップが縮まり，結果として調整業務の
効率化が実現できる。 
3 つ目は，インセンティブ設計である。バイヤーはインセンティブを効果的に設計する
ことによって，組織間の調整業務を減らすことができる。開発業務の外部委託において，
組織間の調整業務を減らすことができるインセンティブ設計はいくつかある（Handfield et 
al., 1999）。例えば，組織間の目標の整合性や日本企業によく見られる協力的関係などが挙
げられる（Gilbert and Csva, 2003）。バイヤーとサプライヤーが同じ目標を持つことは，
利害が一致しないことによって生じる調整業務を大幅に減らすことにつながる。また，バ
イヤー・サプライヤー間の協力的関係は，文化の違いによる誤解や調整業務のミスを減ら
す効果があり，結果として調整業務の効率化が期待できる。 
4 つ目は，モジュラー化である。過度なモジュラー化は，それ自身が問題をつくり出す
が21（Ethiraj and Levinthal, 2004），適切なモジュラー化は組織に多くのメリットをもたら
す。青島・武石（2001）は，モジュラー化のメリットとして，各モジュールの独立性が確
保されることによって，システムに対する変化をモジュールレベルに局部化できること，
モジュラー化されているとモジュールレベルでの再利用が可能になること，システムを空
間的・時間的に拡大することが可能になることに加えて，構成要素間の調整や擦り合わせ
にかかるコストが大幅に削減できることを指摘している。開発業務の外部委託において，
バイヤーは適度なモジュラー化を採用することによって，様々な調整業務を省略すること
ができる（Parker and Anderson, 2002）。 
5つ目は，情報システムである。Webの出現によって，情報システムをベースにしたコ
ミュニケーションが急増している（Hameri and Nihtila, 1997）。情報システムによるコミ
                                                   
21 青島・武石（2001）は，過度のモジュラー化の欠点について 2点挙げている。1つ目は，
インターフェイスを集約化することによって，構成要素間の中で無視してもよいと考える
部分を特定化してしまう点にある。これは，無関心な部分をつくり出すことにつながる。
したがって，その部分に重要な機能が含まれている場合，モジュラー化は問題を引き起こ
す。2つ目は，モジュラー化が集約化・ルール化されたインターフェイスを持つことに起
因する問題である。モジュラー化におけるインターフェイスは汎用的であり，個々の構成
要素に対して必ずしも最適化されているとは限らない。そのため，モジュラー化されたシ
ステムにおける各構成要素は，原理的に冗長性を持つことになる。更に，モジュラーの最
大パフォーマンスがインターフェイスの固定化によって制約される。このため，モジュー
ル単位でのイノベーションがどれだけ進んでも，これ以上実現できないというシステム・
パフォーマンスの限界を持つことになる。 
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ュニケーションは，システムや部品レベルでの問題解決（Joglekar and Whitney, 1999），
開発意図に関するコミュニケーション（Aoshima et al., 2004），組織を越えた部品表の交
換（Bardhan et al., 2005）などによって，開発業務の外部委託における組織間調整の効率
化に寄与している。また，情報システムによるコミュニケーションは，組織間調整の効率
化と共に，技術的な問題解決にも活用されている。例えば，Argyres（1999）は，複数の
企業が関わる航空機設計において，情報システムが航空機特有の要求を満たすために必要
となる組織間調整の効率化を可能にしていることを示している。組織間の協力を支援する
情報システムの活用は，組織間調整の効率化と共に，より高い品質の製品を生み出すこと
にもつながっている。 
 
2.5 先行研究の限界 
本章では，広範な開発業務の外部委託における効果的なマネジメント手法を明らかにす
る上で参考になる日本の自動車開発，製品特性と製品開発マネジメント，大型製品システ
ム開発，開発業務の外部委託マネジメントに関する先行研究をレビューした。その結果，
先行研究の限界が 3点見えてきた。 
1 つ目は，開発業務の外部委託において，まとまった仕事をサプライヤーに任せるのが
よいという議論と，サプライヤーに任せ過ぎるとそれらに関する知識を失い，コントロー
ルしにくくなるという議論が対立している点である。藤本（1997）は，バイヤーが関連す
る仕事群を一つのサプライヤーに一括して委託し，かつ早くからサプライヤーを開発に巻
き込むことが，サプライヤーが長期的にまとめ能力を蓄積することにつながると指摘して
いる。一方，武石（2003）は，サプライヤーが長期的にまとめ能力を蓄積していくと，バ
イヤーの部品専門知識や製品統合能力が失われていくという別の問題が生じることを指摘
している。この問題に対し，武石（2003）は，バイヤーはまとまった仕事をサプライヤー
に任せつつも，設計統合化を幅広く担当することによって，統合知識を獲得，維持し，そ
れを活かして開発の主導権を握ることが重要であると指摘している。しかし，過去の研究
は，自動車産業を中心に，設計統合化の主体であるバイヤーが，開発対象製品システムの
一部の部品や機器の開発業務をサプライヤーに外部委託している状況に焦点を当てており，
その設計統合化の多くを外部委託している状況にはあまり触れていない。このため，設計
統合化の多くを外部委託するような，広範な開発業務の外部委託における効果的なマネジ
メント手法に関する知見が依然として不足したままである。 
2 つ目は，ユーザーによる大型製品システム開発マネジメントに関する知見が不足して
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いる点である。大型製品システム開発を成功させるためには，ユーザーであってもメーカ
ーであっても，バイヤー側である種の知識を維持しておくことが重要である。しかし，両
者ではその開発目的や開発での役割が異なるため22，知識管理のあり方についても異なる
ことが推察される。Flowers（2007）は，大型製品システム開発において，ユーザーはメ
ーカーと比べて開発頻度が少ないため，開発に必要な知識を維持することが難しいと指摘
している。また，彼は，大型製品システム開発において，ユーザーは開発に必要な知識を
外部のメーカーやコンサルタントに頼ることが多いため，自ら担当している業務以上の知
識を持つことができていない傾向にあると指摘している。しかし，過去の研究は，大型製
品システム開発においては，事業環境から生じるニーズを伝達するユーザーの存在が重要
であると指摘しているにもかかわらず，メーカー視点の研究に偏っている。このため，大
型製品システム開発におけるユーザーによる知識管理に関する知見は依存として不足した
ままである。 
3 つ目は，鉄道車両開発マネジメントの実態が明らかになっていない点である。大型製
品システム開発に関する先行研究を見る限り，大量輸送能力や安全性という点で世界トッ
プクラスと評価されている日本の鉄道のキーコンポーネントである鉄道車両の開発実態を
記述している研究は少ない。特に，技術的・工学的ではなく，社会科学的な視点で日本の
鉄道車両開発マネジメントの実態を詳細に記述している研究はない。鉄道事業者にとって，
鉄道車両は本業に必要な大型製品システムであるため，その開発は重要な業務である。し
かし，鉄道車両は多くの部品や機器で構成されているため，開発業務すべてを自社で担当
するのは困難である。このため，鉄道事業者は広範な開発業務をサプライヤーである鉄道
車両メーカーに外部委託せざるを得ない状況にある。鉄道車両開発においては，寡占市場
という比較的裏切りが生じにくい状況の中で，鉄道事業者は鉄道車両メーカーとの開発に
関する情報ギャップによって生じる彼らの機会主義的行動を効果的にマネジメントしなが
ら，上手に開発を進めてはいるが，すべてのプロジェクトでうまくいっているわけではな
い23。効果的にマネジメントできないと，カスタム度の高い鉄道車両を開発できないだけ
でなく，車両手直し等による納入遅延，鉄道車両メーカーからの追加費用の発生，次回車
両発注時における開発費用の増加などの問題が鉄道事業者側に生じる。これは技術的・工
学的な問題ではなく，組織的な問題が原因である。にもかかわらず，過去の研究は，社会
科学的な視点で鉄道車両開発マネジメントの実態を明らかにしていないため，これらの組
                                                   
22 ユーザーは，製品を使うことで便益を得るプレーヤーであり，メーカーは，製品を生産
し，販売することで便益を得るプレーヤーである（小川, 2013）。 
23 鉄道事業者や鉄道車両メーカーの開発担当者へのインタビューによる。 
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織的な問題の分析が進んでいない。 
そこで本研究では，自社にて使用する目的で大型製品システムを開発するバイヤーが，
設計統合化を含む広範な開発業務の外部委託をどのようにマネジメントしているのか，そ
のためにどのような知識を持ち，それをどのように維持しているのかを明らかにすること
を目的に，鉄道車両開発の事例研究を行う。 
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第 3章 調査デザイン 
本章では，広範な開発業務の外部委託における効果的なマネジメント手法を明らかにす
るために，どのような分析枠組みを設けるのか，どのようなデータを使ってどのようなデ
ザインで分析を進めるか，そして，どのようにデータを集めるのかを示す。具体的には，
分析の枠組み，分析デザイン，調査対象，調査方法，分析の進め方について説明する。 
 
3.1 分析の枠組み 
本研究では，図 3.1.1に示す分析の枠組みを設ける。 
 
図 3.1.1 分析の枠組み 
 
（筆者が作成） 
 
広範な開発業務の外部委託マネジメントの主たる目標の一つに，広範な開発業務をサプ
ライヤーに任せつつも，高いカスタム度を実現させること，つまり，バイヤーの意図に沿
った製品システムや部品・機器を開発させることがある。本研究では，この目標を達成す
るためのマネジメントの要素として，第 2章の先行研究レビューでとり上げた境界の設定，
パートナー選択，ガバナンス選択，組織間調整の 4点を挙げている。この目標を達成した
かどうかの成果はプロジェクトの評価を用いている。これはプロジェクト終了後に，鉄道
事業者の開発責任者がプロジェクトの成果を納期，公式試験，出来栄え（外観・内装・機
能），納入後対応という視点で総合的に評価した結果である。評価は特に良い，良い，やや
問題あり，非常に問題ありの 4段階で行われている。本研究では，この分析の枠組みを用
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いて，広範な開発業務の外部委託マネジメントの特徴を明らかにすることを目的とした鉄
道車両開発マネジメントと自動車開発マネジメントの比較分析と，広範な開発業務の効果
的な外部委託マネジメントを明らかにすることを目的とした鉄道車両開発プロジェクト間
の比較分析を行っている。 
 
3.2 分析デザイン 
分析の基本単位は，鉄道車両開発プロジェクトである。鉄道車両開発プロジェクトは，
大きく 3つに分類できる。鉄道車両を新規に開発する新型車両開発プロジェクト，過去に
開発した車両をほぼそのまま製造するだけの量産車両製造プロジェクト，老朽化した車両
の改修を行う車両改造プロジェクトである。しかし，量産車両製造プロジェクトには開発
業務がほとんど無いため，このようなプロジェクトは本研究の対象としていない。また，
車両改造プロジェクトは，プロジェクトによって開発業務の範囲や内容が異なるため，こ
のようなプロジェクトも本研究の対象としていない。 
一方，分析の基本単位は個別プロジェクトであるが，開発業務の外部委託マネジメント
のベースにある知識管理のあり方について議論する際には企業レベル，つまり，鉄道事業
者間でどのように違うのかという点についても焦点を当てる。プロジェクト単位でのデー
タの分析結果から企業単位の話に転換するには注意が必要である。やや思い切った飛躍を
してしまうこともあるが，できるだけ鉄道事業者ごとの比較ができるようなデータを同時
に収集することによって，鉄道事業者間の比較分析を行う。 
分析レベルは，セットレベルで設定している。分析レベルの設定とは，どのレベルに焦
点を当てて分析を行うのかである。企業間のマネジメントの違いを分析する場合，3 つの
分析レベルが考えられる（Van de Ven and Ferry，1980）。ダイアドレベル，セットレベル，
ネットワークレベルの 3つである（図 3.2.1）。 
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図 3.2.1 企業間システムの分析レベル 
ダイアドレベル
セットレベル ネットワークレベル
 
出所 武石（2003, p.41）より一部抜粋 
 
鉄道車両開発マネジメントと自動車開発マネジメントの比較分析は，4 つの鉄道車両開
発プロジェクトに共通する鉄道事業者のマネジメント行動と先行研究の蓄積が豊富な自動
車産業における開発業務の外部委託マネジメントを比較するという意味でセットレベルの
分析である。また，鉄道車両開発プロジェクト間の比較分析も，鉄道事業者からの評価が
高かった複数のプロジェクトと低かったプロジェクトにおける開発業務の外部委託マネジ
メントを比較するという意味でセットレベルの分析である。 
 
3.3 調査対象 
本研究では，大型製品システム開発を調査対象としている。大型製品システムには，価
格が高い，生産量が少ない等に加えて，最終製品や部品・機器のカスタム度が高いという
特徴がある。また，大型製品システムは，多くのカスタマイズされた部品や機器で構成さ
れているため，バイヤーが開発業務の多くをサプライヤーに外部委託せざるを得ない状況
にある。さらに，大型製品システム開発において，サプライヤーはバイヤーよりも開発頻
度が多く，開発にも慣れているため，バイヤーはサプライヤーに開発業務をある程度まと
めて外部委託する傾向にある。特に，本研究の調査対象である鉄道車両開発においては，
鉄道事業者の多くが構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を鉄道車両メーカーに外部
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委託している24。 
設計統合化には，構造面と機能面がある（武石, 2003）。構造面の設計統合化とは，開発
対象製品システム内における部品間の配置上の調整であり，機能面の設計統合化とは，開
発対象製品システム内における部品間の機能・性能上の調整である25。大型製品システム
開発においては，多様な部品や機器が構造面，機能面で相互に関連し合っている。このた
め，大型製品システム開発に向けて，関連する部品間の構造的，機能的な調整を積み重ね
て全体最適化を追い求めるという作業が重要となる。鉄道車両開発においても，限られた
車両空間の中で，機能面を追求しつつ，かつ重量バランスよく部品や機器を配置する作業
は重要である26。 
しかし，鉄道車両開発における機能面の設計統合化は，鉄道車両メーカーに外部委託す
る範囲や外部委託した業務への関わり方が鉄道事業者によって異なる一方で，構造面の設
計統合化については，鉄道事業者の多くがそれらを含む開発業務を鉄道車両メーカーに外
部委託している。鉄道車両開発においては，鉄道車両メーカーが最終組立を担当している
ことが多い。その理由としては，鉄道事業者は鉄道車両メーカーと比べて開発頻度が少な
いため，最終組立に必要な大型設備や組立作業者といった開発資源を抱えたいとあまり思
わない点が挙げられる。このため，鉄道事業者は最終組立と関連の深い構造面の設計統合
化を含む広範な開発業務を鉄道車両メーカーに外部委託している。 
開発業務の外部委託マネジメントに関する先行研究は，自動車産業を中心に，仕様決定
と設計統合化の主体であるバイヤーが，開発対象製品システムの一部の部品や機器の開発
業務をサプライヤーに外部委託している状況に焦点を当てている。このような状況の中で，
バイヤーは，開発対象製品システム内における部品間の調整に関する全体最適を把握して
いるという情報の優位性を活かして，論理的に専門性の高いサプライヤーを説得したり，
時には発注者としての交渉力を発揮することによって，開発の主導権を握っている。これ
に対し，本研究は，その設計統合化の主体の多くがサプライヤー側にある状況に焦点を当
てている。この状況において，バイヤーは開発対象製品システム内における部品間の調整
                                                   
24 同じように，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託している事例として
は，エアラインから航空機メーカーへの航空機開発の外部委託，船主から造船メーカーへ
の造船設計の外部委託，プラントオーナーからプラントメーカーへのプラントエンジニア
リング業務の外部委託などが挙げられる。 
25 構造面の設計統合化の代表的なアウトプットとしては，開発対象製品システム内の部品
の配置を示した図面（例えば，配置図など）が挙げられる。また，機能面の設計統合化の
代表的なアウトプットとしては，開発対象製品システム内の部品間の関係性を示した図面
（例えば，ツナギ図やフロー図など）が挙げられる。 
26 重量バランスよく部品や機器を配置しないと脱線の原因となる。 
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に関する全体最適を把握しているという情報の優位性を失ってしまうため，サプライヤー
に対して開発の主導権を握りにくくなることが予想される。もちろん，この状況において
も，バイヤーは仕様決定の主体であるため，交渉力を発揮することによって，開発の主導
権を握ることはできる。しかし，全体最適への配慮の少ないバイヤーの言動は，設計統合
化の主体であるサプライヤーを混乱させることにつながりかねない。その結果，意図通り
に製品システム開発が進まない等，その問題はバイヤー側に返ってくる可能性が高い。し
たがって，設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託しているバイヤーにとっては，い
かに開発の主導権を握って，サプライヤーを混乱させずに，自分達のニーズを製品システ
ムに反映させるかは重要な課題である。この課題をどのように克服しているかを明らかに
するために，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託している鉄道車両開発
を調査対象としている。 
本研究では，鉄道車両開発の中でも，JRグループと大手民営鉄道による開発を調査対象
としている。JRグループと大手民営鉄道を選択するにあたっては，鉄道車両の開発頻度を
考慮している。日本鉄道車輌工業会が発刊した『車両要目表』によると，2008年から 2013
年の間に開発された新型車両は 73 車種あるが，そのうち約 78%が JR グループと大手民
営鉄道が開発した車両である（表 3.3.1）。 
 
表 3.3.1 2008年から 2013年に開発された新型車両 
通勤
車両
特急
車両
新幹線 気動車
路面
電車
新交通
電気
機関車
JRグループ 12 7 8 5 0 0 3 35 （48%）
大手民営鉄道 17 5 0 0 0 0 0 22 （30%）
中小民営鉄道 2 0 0 3 3 2 0 10 （14%）
公営 3 0 0 0 2 1 0 6 （8%）
合計 34 12 8 8 5 3 3 73 （100%）
（割合） （47%） （16%） （11%） （11%） （7%） （4%） （4%） （100%） －
鉄道事業者 小計 （割合）
鉄道車両の種別
 
出所 日本鉄道車輌工業会（2008-2014）をもとに筆者が作成 
 
開発頻度の低いバイヤーは，開発マネジメントのノウハウを蓄積しにくい環境にあるた
め，開発の度にマネジメント行動が変わってしまう懸念がある。一方，開発頻度の高いバ
イヤーは，開発マネジメントのノウハウを蓄積しやすい環境にあるため，ある程度定まっ
たマネジメント手法で開発を進めていることが予想される。したがって，開発頻度の高い
JRグループと大手民営鉄道を調査対象とすることによって，鉄道車両開発における代表的
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な外部委託マネジメントの実態を明らかにすることが期待できる。 
対象プロジェクトの選定にあたっては，はじめに，鉄道車両メーカーB 社が 2008 年か
ら 2013 年に完遂した 15 の新型車両開発プロジェクトの中から，JR グループと大手民営
鉄道による，機関車などの特殊車両は除いた 12 のプロジェクトに絞り込んでいる（表
3.3.2）。 
 
表 3.3.2 2008年から 2013年に鉄道車両メーカーB社が担当した新型車両開発 
プロジェクト
No.
鉄道事業者 納期 種別 両数
鉄道事業者による
プロジェクト評価
① 大手民営鉄道 2008年上期 通勤車両 48 良い
② JRグループ 2008年下期 新幹線 4 良い
③ JRグループ 2008年下期 新幹線 42 良い
④ JRグループ 2009年上期 新幹線 5 特に良い
⑤ JRグループ 2010年上期 新幹線 4 特に良い
⑥ 大手民営鉄道 2010年上下期 通勤車両 50 特に良い
⑦ JRグループ 2010年下期 通勤車両 28 良い
⑧ 大手民営鉄道 2011年下期 通勤車両 4 やや問題あり
⑨ JRグループ 2011年下期 特急車両 12 やや問題あり
⑩ JRグループ 2011年下期 通勤車両 12 良い
⑪ JRグループ 2013年下期 特急車両 4 やや問題あり
⑫ JRグループ 2013年下期 新幹線 36 特に良い  
出所 鉄道車両メーカーB社の社内資料をもとに筆者が作成 
 
本研究の目的は，広範な開発業務の外部委託における効果的なマネジメント手法を明ら
かにすることである。したがって，開発業務の外部委託先である鉄道車両メーカーの良し
悪しがバイヤーである鉄道事業者のマネジメント行動に与える影響をできるだけ排除する
ことが望ましい。このため，1 つの鉄道車両メーカーが担当したプロジェクトに対象を限
定している27。鉄道車両メーカーB 社を選択した理由は，2008 年から 2013 年に日本の鉄
道車両メーカーの中で，最も多くの新型車両開発プロジェクトを担当し，かつ通勤車両，
特急車両，新幹線と幅広い車種の車両を複数回ずつ開発しているため，鉄道車両メーカー
の代表として相応しいと判断したからである28。 
                                                   
27 ただし，本研究の対象プロジェクトの中には，鉄道車両メーカーB社単独で担当してい
ないプロジェクトも含まれている。 
28 2008年から 2013年の間に開発された新型車両は 73車種あるが，鉄道車両メーカーB
社は，そのうち 23車種を担当している。 
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次に，この 12 のプロジェクトを組織の成り立ち，製品の技術新規性，バイヤーによる
プロジェクト評価という 3つの視点で層別している（表 3.3.3）。 
 
表 3.3.3 プロジェクトの層別 
低評価
JRグループ 大手民営鉄道
特
急
車
両
通
勤
車
両
プロジェクトNo.
⑦⑩
プロジェクトNo.
①⑥
プロジェクトNo.
⑧⑨⑪
新
幹
線
プロジェクトNo.
②③④⑤⑫
高評価
 
出所 鉄道車両メーカーB社の社内資料をもとに筆者が作成 
 
1つ目の視点は，組織の成り立ちの違いである。JRグループと大手民営鉄道では，鉄道
車両開発の歴史や経験が異なっている。このため，両者では，鉄道車両開発における開発
戦略，開発体制，開発プロセス，外部委託マネジメントも異なっている可能性が高い。し
たがって，この両者は分けて調査する必要がある。 
2 つ目の視点は，製品の技術新規性の違いである。通勤車両や特急車両は新幹線と比べ
るとベース車両からの変更点が少ないため，技術新規性は低いと捉えることができる。一
方，新幹線は通勤車両や特急車両と比べるとベース車両からの変更点が多いため，技術新
規性は高いと捉えることができる。製品の新規技術性が高まると，その開発における不確
実性が高まり，マネジメントも困難になる（藤本・安本, 2000）。したがって，この 2つも
分けて調査する必要がある。 
3 つ目の視点は，鉄道事業者からのプロジェクト評価の違いである。広範な開発業務の
外部委託における効果的なマネジメント手法を明らかにするためには，鉄道事業者からの
評価が高かったプロジェクトと低かったプロジェクト29におけるマネジメントを比較し，
その違いを特定することが有効である。したがって，鉄道事業者からの評価が高かったプ
ロジェクトだけではなく，低かったプロジェクトにおける開発業務の外部委託マネジメン
                                                   
29 本研究では，鉄道事業者によるプロジェクト評価のうち，特に良いと良いを高い評価，
やや問題ありと非常に問題ありを低い評価と位置づけている。 
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トの実態も調査する必要がある。 
以上の 3つの視点を参考に，12のプロジェクトを 4つに分類し，本研究の対象プロジェ
クトとして，それぞれの象限から 1 事例ずつ選択している。1 つ目は JR グループによる
通勤車両開発の事例として鉄道事業者W 社のW1系開発プロジェクト，2つ目は JRグル
ープによる新幹線開発の事例として，鉄道事業者 X 社の X2 系開発プロジェクト，3 つ目
は大手民営鉄道による通勤車両開発の事例として鉄道事業者 Z 社の Z4 系開発プロジェク
ト，4 つ目は鉄道事業者によるプロジェクト評価が低かった事例として，鉄道事業者 Y社
の Y3系開発プロジェクトである。 
 
3.4 調査方法 
本研究では，複数事例研究を採用している。Yin（1994）は，事例研究は複雑でダイナ
ミックなプロセスを解明するのに適していると指摘している。また，彼は，単一事例研究
と比べると，複数事例研究から得られた証拠はより説得力があり，研究自体はより強固で
あると指摘している。広範な開発業務における効果的な外部委託マネジメントを明らかに
するためには，成果の高い事例と低い事例のマネジメントを比較する必要があり，それは
複数の事例研究を行うことによって可能となる。また，広範な開発業務の外部委託マネジ
メントとその成果との間のスタティックな関係のみならず，広範な開発業務の外部委託マ
ネジメントがその成果に与える影響とそのメカニズムを明らかにするためには，開発マネ
ジメントの実態を把握する必要があり，それは企業内部の開発現場に立ち入った詳細な事
例研究を行うことによって可能となる。 
本研究における分析は，2010年 4月から 2017年 3月までに実施した鉄道車両開発関係
者へのインタビューと会議資料，プロジェクト計画，技術文書などの企業内部資料にもと
づいて行っている。 
インタビュー調査は，鉄道事業者や鉄道車両メーカーの開発責任者を中心30に計 36回31，
                                                   
30 本研究では，鉄道事業者の開発責任者を中心にインタビュー調査を実施しているが，そ
のほとんどが入社直後に車掌業務を経験した後，車両設計部門へと配属されている。また，
鉄道事業者の多くが，定期的に車両設計部門とメンテナンス部門との間でローテーション
異動を行っている。このためだと思われるが，本研究のインタビュー対象者であった鉄道
事業者の開発責任者は，車両オペレーションやメンテナンス業務についても，ある程度理
解していた。したがって，本調査における設計者バイアスはあまり考慮しなくてよいと考
えている。 
31 この 36回には，事例研究でとりあげた鉄道車両開発プロジェクトとは直接関係ない，
日本の鉄道車両開発マネジメントを幅広く理解するために実施したインタビューも含まれ
ている。 
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延べ 43 人に対して行っている。調査期間中，筆者は鉄道車両メーカーB 社の鉄道車両部
門とは別の本社部門に属しており，鉄道車両メーカーB社の鉄道車両開発関係者とは知人，
その他のインタビュー対象者とは知人ではなかったという関係である。このため，本研究
では，調査データの客観性を保持するために様々な工夫をしている。例えば，筆者は研究
者として中立な立場であることを説明した上で，その研究目的に賛同してくれた方のみを
対象にインタビュー調査を実施している。また，インタビュー調査の際には，特にプロジ
ェクトの評価については慎重に問うようにし，できる限り企業内部資料などを参照しても
らうようにその都度依頼している。さらに，エリートバイアス32を避けるために，場合に
よっては，鉄道事業者や鉄道車両メーカーの開発担当者に対してインタビューを行ったり
33，発見事実については企業内部資料で再確認したりしている。 
インタビュー方法は，質問項目をあらかじめ決めていくが，場合によっては面会者の答
えに合わせて，自由に聞き取りを行うという半構造化インタビュー（May, 2001）の形式
で行っている。インタビューでは，企業内部資料を分析しても不明だった点について重点
的に質問している34。例えば，鉄道事業者W 社の開発関係者には「W1 系をどのような体
制で開発したのか」や「W1 系のコンセプトをどのように作成したのか」を，鉄道車両メ
ーカーB 社の開発関係者には「W1 系開発における設計分担，設計会議はどのように行わ
れたのか」を中心に聞き取りを繰り返し行っている。インタビュー内容は，面会者の許諾
を得て ICレコーダーに録音している。インタビュー後は録音データに基づいて文書化を行
い，面会者に内容を確認している。 
 
3.5 分析の進め方 
分析の進め方としては，まず次の第 4章で，インタビュー調査や企業内部資料から得ら
れたデータをもとに，鉄道事業者W 社のW1系開発プロジェクト，鉄道事業者 X社の X2
系開発プロジェクト，鉄道事業者 Y 社の Y3 系開発プロジェクト，鉄道事業者 Z 社の Z4
系開発プロジェクトにおけるマネジメント行動の実態を記述する。 
続く第 5 章では，4 つの鉄道車両開発プロジェクトにおける開発業務の外部委託マネジ
                                                   
32 エリートバイアスとは，通常公式に組織を代表する人たち，つまり役職が上位の人たち
からだけ情報を集めることによって生じる認識の歪みである。 
33 インタビュー調査面会者については，「添付資料 2 インタビュー調査面会者リスト」
を参照されたい。 
34 インタビュー・ガイドラインについては，「添付資料 3 日本の鉄道車両開発の実態に
関するインタビュー・ガイドライン」と「添付資料 4 開発業務の外部委託マネジメント
に関するインタビュー・ガイドライン」を参照されたい。 
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メントの共通点や相違点を抽出し，それらを比較・分析することによって，広範な開発業
務の外部委託マネジメントについて考察する。具体的には，はじめに，広範な開発業務の
外部委託マネジメントの特徴を明らかにするために，4 つの開発プロジェクトに共通する
鉄道事業者のマネジメント行動と先行研究の蓄積が豊富な自動車産業における開発業務の
外部委託マネジメントを比較することによって，その違いを特定し，理由を考察する。次
に，広範な開発業務の効果的な外部委託マネジメントを明らかにするために，鉄道事業者
からの評価が高かったプロジェクトと低かったプロジェクトにおける開発業務の外部委託
マネジメントを比較し，その違いを特定する。最後に，広範な開発業務の外部委託を効果
的にマネジメントするために必要な知識を明らかにするために，鉄道事業者や鉄道車両メ
ーカーの開発関係者へのインタビューによって得られたマネジメントのベースにある知識
管理に関する情報を整理し，考察を行う。 
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第 4章 日本の鉄道車両開発の事例研究 
4.1 鉄道事業者W社のW1系開発プロジェクト 
4.1.1 プロジェクトの概要 
W1 系は 2011 年春以降に順次開業する P 駅（仮称）周辺の開発を見据え，各路線から
の P駅直通の拡大ならびに輸送力増強を図ることを目的に，設計方針検討から営業運転ま
で約 4年もの歳月をかけて開発され，2010年 12月に投入された近郊車両である。開発両
数は 226両，製造コストは総額 250億円である。 
 
4.1.2 開発戦略 
鉄道事業者35にとって，新型車両の開発は巨大な投資である。鉄道事業者W 社も，その
投資の是非や投資額については社内で何度も議論を重ねた上で決定している。しかも，鉄
道事業者W 社の開発担当者は，「新型車両の開発予算は年々厳しくなっている」と述べて
いる。 
このような状況の中，鉄道事業者W 社は，大量輸送を実現するための車両の性能や使い
勝手の良さ，安全性を確保するためのメンテナンスし易さや製造容易性，環境面を考慮し
た省エネルギー性など，できるだけ多くのニーズを取り込みながら新型車両の開発を進め
ていかなければならないという問題意識を抱えていた。全く同じ型の車両を開発し続けれ
ば，製造容易性が向上するため，結果として開発コストの低減が見込めるが，それでは車
両の性能や使い勝手の良さ，メンテナンスし易さ，省エネルギー性は一向に変わらない。
一方，頻繁に車両の改良を重ねれば，車両の性能や使い勝手の良さ，メンテナンスし易さ，
省エネルギー性は向上するが，それでは初期トラブルのリスクを常に抱えることになるし，
開発コストの低減もなかなか見込めない。鉄道事業者W 社は，新型車両を開発する際，多
くのステークホルダーからのニーズの取り込みと開発コスト低減のトレードオフを解決す
るのに長年苦労してきた。 
そこで鉄道事業者 W 社は，2000 年以降，製品戦略として，できるだけ車種を絞り込ん
だコストダウン型ベース車両の開発を掲げている。すべて同じ車種であれば，線区をこえ
た車両の置き換えや組合せが容易になるため，車両配置の最適化や輸送サービスの向上に
つなげやすい。また，運転士や車掌のいる運輸部門やメンテナンス部門にとっても，すべ
て同じ車種の方がオペレーションしやすいし，メンテナンスもしやすい。鉄道事業者W 社
は，2000年には交直流特急電車のベース車両としてW3系（仮称），2005年には直流通勤
                                                   
35 鉄道事業者とは，JRグループや阪急阪神ホールディングスといった鉄道を使用して旅
客輸送または貨物輸送の運営，または軌道の維持管理を行う個人または法人・企業である。 
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電車のベース車両としてW6系（仮称），2006年には交直流近郊電車のベース車両として
W2 系（仮称），そして，2010 年には直流近郊電車のベース車両として W1 系を開発して
いる。 
鉄道事業者W 社は，W1系をコストダウン型ベース車両の開発で培ってきた技術の集大
成の車両とすることを目標としている。また，鉄道事業者W 社は，過去の事故の教訓から，
限られた予算，決められたスケジュールの中で，できるだけ多くの安全対策を盛り込むこ
とも目標に追加している。この目標を達成するために，過去のコストダウン型ベース車両
の開発経緯を把握している鉄道車両メーカーや交付材メーカーらと開発を進めるというの
がW1系開発の基本方針である。 
 
4.1.3 開発体制 
W1 系の開発は，プロジェクトオーナーである鉄道事業者W 社のほか，デザイン会社 J
社（匿名），鉄道車両メーカーA社と B 社，交付材メーカー25社が関与して行われている
（図 4.1.3.1）。 
 
図 4.1.3.1 W1系開発プロジェクト体制 
 
（筆者が作成） 
 
W1系開発において，プロジェクトの中心にいたのは鉄道事業者W 社の「車両部 車両
設計室（以下，車両設計部門と呼ぶ）」である。当時の車両設計部門は，室長 1 名と新幹
線担当として課長 1 名，担当課長 4 名，専門課長 1 名，担当者 19 名，在来線担当として
課長 1 名，担当課長 3 名，専門課長 2 名，担当者 13 名の総勢 45 名で構成されている。
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W1 系の開発責任者は車両設計部門の在来線担当の課長であり，課長を中心とした車両設
計部門が主に方針や仕様の決定，プロジェクト全体の管理，メーカー間の調整などを担当
している。W1 系の開発責任者は車両の仕様に関する決定権を有しており，鉄道車両のコ
ンセプト，品質，性能，開発スケジュールに対する責任を負っている。しかし，開発予算
に関する決定権は財務部門が有しており，その責任は切り離されている。 
鉄道事業者W 社は，駅舎や鉄道車両のデザイン業務について，デザイン会社 J社と年間
契約を結んでいる。デザイン会社36とは，車両の外観や内観のデザインを担当する企業で
ある。W1 系開発においても，デザイン会社 J 社が，主に製品基本計画段階において，車
両のデザインパース37の作成を担当している。 
鉄道事業者W 社は，プロジェクト毎に車両の設計・製造を担当する鉄道車両メーカーを
選定している。W1系開発において，鉄道事業者W 社は，実績面に加えて，価格面と技術
面の両面を評価して，鉄道車両メーカーA社と B社を選定し，車両開発業務を共同設計方
式38で発注している。W1系開発においては，鉄道車両メーカーA社が主に側構体・客室・
客室設備の基本設計・詳細設計を，鉄道車両メーカーB 社が主に側構体・床下機器配置・
運転室の基本設計・詳細設計を担当している。 
鉄道事業者W 社は，ほとんどの車両開発プロジェクトにおいて，交付材制度を採用して
いる。交付材制度とは，鉄道事業者がある種の部品や機器を直接手配し，鉄道車両メーカ
ーに支給する制度である。W1系開発において，鉄道事業者W 社は，主電動機や車両制御
装置といった主回路・制御関係，ブレーキ装置や戸閉め機械といった空気・ブレーキ・戸
閉回路・補助回路関係，自動列車停止装置や映像及び音声記録装置といった保安装置関係，
デジタル伝送装置や情報表示装置といった伝送装置関係，空調装置や放送装置といった放
送装置・サービス機器・配信情報装置関係など，計 38の部品や機器を交付材と位置づけ，
これらの設計・製造を 25社の交付材メーカーに発注している。 
                                                   
36 デザイン会社には，一般的な工業デザイン会社，鉄道専門のデザイン会社，鉄道車両メ
ーカー内のデザイン部門など，様々な形態がある。 
37 デザインパースとは，空間のイメージがわかるように，一定の図法により車両の外観や
内観を立体的に描いた透視図である。 
38 鉄道事業者から鉄道車両メーカーへの車両開発業務の発注方式は，一社設計方式と共同
設計方式の 2種類に大別できる。一社設計とは，1つの車両を鉄道車両メーカー1社で設
計する方式であり，共同設計とは，1つの車両を複数の鉄道車両メーカーで分担して設計
する方式である。どちらの発注方式を採用するかは鉄道事業者によって異なるが，JRグル
ープはほとんどの車両開発業務で共同設計を採用している。共同設計の特徴的な点は，例
えば，鉄道車両メーカーA社は，設計に関しては事前協議によって決められた設計所掌の
部分を担当するが，外注・購買や組立・製造については，自社が設計した部分だけでなく，
鉄道車両メーカーB 社が設計した部分も含む車両全体を担当しなければならない点である。 
 43 
ただし，鉄道事業者W 社は，台車についてはすべてではなく，その一部を交付材にして
いる。鉄道事業者W 社は，車両本体とは別契約で，台車の設計・製造業務を鉄道車両メー
カーA 社と B 社に共同設計方式で発注している。一方，鉄道事業者 W 社は，台車の製造
業務の一部を台車メーカーS 社（匿名）に発注しており，その台車を交付材として鉄道車
両メーカーA社と B社に支給している。 
鉄道事業者W 社は，プロジェクト毎に交付材メーカーを選定している。また，交付材メ
ーカーについては，リスクマネジメントの観点から，鉄道事業者W 社は，各部品や機器ご
とに複数社選定することが多い。W1系開発においても，鉄道事業者W 社は，主電動機や
車両制御装置やパンタグラフなど，主要な部品や機器については 2 社以上選定している。
なお，鉄道事業者W 社と交付材メーカーとの間には，自動車産業などで見られるような協
力会のような制度はなく，資本関係もほとんどない。しかし，多くの交付材メーカーは継
続的な部品供給などに関わっているため，鉄道事業者W 社と長期的な取引関係を構築して
いる。 
 
4.1.4 開発プロセス 
一般に，製品開発プロセスは，コンセプト作成，製品基本計画，製品エンジエアリング，
工程エンジニアリングの 4つに分かれる39（藤本, 1997）。しかし，鉄道車両開発における
工程エンジニアリングは，鉄道車両メーカー側でほとんど完結するため，外部委託マネジ
メントとの関係は弱い。したがって，ここでは，W1 系開発プロジェクトにおけるコンセ
プト作成段階，製品基本計画段階，製品エンジエアリング段階の開発マネジメントの実態
を記述する40（図 4.1.4.1）。 
 
                                                   
39 なお，製品開発とは狭義には，市場で販売される新商品の製品設計情報を創造するため
の企業活動のことであり，広義には，これに加えて，その商品を生産するための工程設計
情報および現物の生産工程を新たに準備することを含む（藤本, 2001）。本研究における製
品開発は，製品設計情報を創造するという狭義の製品開発を指すものとする。 
40 W1系の工程エンジニアリングの詳細については，北林（2016）を参照されたい。 
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図 4.1.4.1 W1系開発プロジェクトの流れ 
開発段階 主担当 2007年 2008年 2009年 2010年 備考
コンセプト作成 鉄道事業者W社 鉄道事業者W社が作成
鉄道事業者W社
鉄道車両メーカー
A社・B社
交付材メーカー
鉄道事業者W社
鉄道車両メーカー
A社・B社
交付材メーカー
工程エンジニアリング
・製造（第一編成）
鉄道車両メーカー
A社・B社
交付材メーカー
鉄道車両メーカーA社・B社や交付
材メーカーが担当（ただし、車両の
最終組立は鉄道車両メーカーA社・
B社が担当）
製品基本計画
鉄道車両メーカーA社・B社や交付
材メーカーからの技術提案を参考に
しながら、鉄道事業者W社が作成
製品エンジニアリング
鉄道車両メーカーや交付材メーカー
が担当（ただし、鉄道事業者W社が
デザインレビューで設計内容を確
認）
技術提案
07/01 08/05
09/04
10/02
09/09 10/05
設計方針の検討
車両の素案・デザインの検討
確認・調整・進捗管理
詳細設計
生産準備
試験へ
詳細検討・車両重量管理など
 
（筆者が作成） 
 
4.1.4.1 コンセプト作成 
W1系開発は，鉄道事業者W 社内の主に運輸部門と車両設計部門からの 2つのニーズに
よって発足したプロジェクトである。運輸部門は，2011 年春以降に順次開業する P 駅周
辺の開発プロジェクトを見据え，各路線からの P駅直通の拡大ならびに輸送力増強を図る
ことを検討している。具体的には，運輸部門は，運行ダイヤを整流化するために，当時あ
る区間で運用していた最高時速 120キロの古い車両を，すべて最高時速 130キロの新型近
郊車両に置き換えることを検討している。 
同じ時期に車両設計部門は，新型の近郊車両の開発を検討している。車両設計部門は，
2005年12月に車種を2種類に絞り込んだ新型の通勤車両W6系を開発している。しかし，
近郊車両については，4 車種で構成されるベース車両 W7 系（仮称）を開発してから既に
15年近く経過していた。このため，車両設計部門は，車種を更に絞り込んだコストダウン
型の近郊車両を開発したいと常々考えていた。そして，2007年某日，車両設計部門が運輸
部門作成の輸送計画を受領したところから，W1系開発はスタートしている。W1系の設計
方針は，早くから W6 系をベース車両とする方向で決まっている。この方針に，W6 系検
修面における推奨点・問題点の改善，前面衝突対策，高床運転台化，バリアフリー対策，
安全対策といった主な変更点を加えた形で，車両設計部門はW1系の設計方針を完成させ
ている。 
 
4.1.4.2 製品基本計画 
車両設計部門が設計方針をまとめた後，2008年 7月 18日にはW1系のベース車両とな
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る W6 系を担当した鉄道車両メーカーA 社と，W1 系の前の近郊車両のベース車両であっ
たW7 系を担当した鉄道車両メーカーB 社が，車両設計部門に対して技術提案会という場
で 1回目の技術提案を行っている。技術提案会とは，鉄道車両メーカーや交付材メーカー
から車両設計部門への技術提案や鉄道車両メーカーによるベース車両の勉強，各メーカー
の営業活動に対する車両設計部門の対応を行う場である。第 1回技術提案会で車両設計部
門は鉄道車両メーカーA社と B社に対し，W1系の設計方針について説明している。 
この後，技術提案会は月 1～2回程度，提案や説明が必要な際に都度開催され，2009年
4月 20日の第 17回まで続いている。この間，鉄道車両メーカーA社と B社以外の鉄道車
両メーカーも技術提案を行っている。第 1回から 2008年 8月 6日の第 3回までの論点は，
W6 系検修面における推奨点・問題点の改善，前面衝突対策，高床運転台化，バリアフリ
ー対策，安全対策といったW6系からの変更点に関する技術説明であり，2008年 10月 10
日の第 4 回から第 17 回までの論点は上述の 5 つの変更点の詳細な技術説明と鉄道車両メ
ーカーからの仕様に対する質問対応であった。 
一方，技術提案会と並行して，車両設計部門は鉄道車両メーカーからの技術提案を参考
にしながら，車両の素案やデザインの検討を進めている。素案とは，車両の基本仕様や概
略コストを含む計画案である。車両設計部門は運輸部門，電気部門，施設部門，財務部門，
お客様サービス部門，メンテナンス部門といった鉄道事業者W 社内の関連部門を集めて，
W1 系開発の社内全体会議を開催している。社内全体会議の場で，車両設計部門は関連部
門に対し，素案の確認，例えば，運輸部門には車両の操作性や輸送計画，メンテナンス部
門にはメンテナンス性，施設部部門には車両重量や車両限界，電気部門には電力関係など
を確認するよう依頼している。その際，運輸部門からは，「貫通路にワイパーが欲しい」と
か「乗務員室のクーラーの吹き出し口を変えて欲しい」といった要望が出ている。車両設
計部門は，これらの要望を個別に調整しながら，場合によっては，技術提案会を通じて鉄
道車両メーカーに対して，「これらの要望は技術的に問題ないか」「これらの要望を反映さ
せた場合，車両価格はどうなるのか」などについて検討依頼している。 
車両のデザインについては，車両設計部門はデザイン会社 J 社のデザイナーと協力しな
がら進めている。はじめに，車両設計部門はデザイナーに対し，「W6系の近郊バージョン
としたい」「W7 系と併結してもデザインに統一感をもたせたい」「見た目でも安全そう，
頑丈そうに見えるようにしたい」「前面窓を少し上方に移動したい」「しかし，子供でも前
面展望できるといった従来からのコンセプトは残したい」といったW1系のデザインイメ
ージを伝えるところから車両のデザインはスタートしている。そのイメージをベースに，
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まずはデザイン会社 J社内部でデザインを検討している。今回デザイナーを一番悩ませた
のは「前面窓を少し上方に移動したい」と「子供でも前面展望できるといった従来からの
コンセプトは残したい」という相反する要求をどのように両立させるかであった。検討の
結果，デザイナーは子供の目線ギリギリまで前面の中央窓のみを下方へ移動させることに
よって，このトレードオフを解消している。ただし，他の左右の前面窓を上方へ移動した
ことによって外観上の違和感という新たな問題が生じてしまっている。この問題について
もデザイナーは，前面の黒色の塗り分けや三角形の前尾灯を採用することによって解決し
ている。そして，デザイナーはデザインパースを 3案程度作成し，車両設計部門に提示し
ている。そのパースについて，車両設計部門とデザイナー間で何回か意見交換・修正を繰
り返した後，W1 系のデザインパース案は完成している。その後，2009 年 2 月 16 日には
鉄道事業者W 社の社内会議においてW1系のデザインパースが正式に承認されている。 
製品基本計画段階において，車両設計部門は鉄道車両メーカーからの技術提案を参考に
しながら，与えられた予算に収まるよう，何度も何度も車両の素案やデザインの検討を重
ねている。そして，2009 年 3 月某日に鉄道車両メーカーA 社と B 社から提出された見積
内容が鉄道事業者W 社内で承認されたことを受けて，2009年 4月某日，鉄道事業者W 社
は，鉄道車両メーカーA社と B社に共同設計方式による車両開発業務の発注内示を出して
いる。発注両数については 50%ずつをベースにしつつも，あとは鉄道車両メーカーの見積
価格や技術評価等を鉄道事業者W 社が総合的に判断して決定している。W1系開発におい
ては，最終的に鉄道車両メーカーA 社 142 両，B 社 84 両，計 226 両という発注両数とな
っている。 
 
4.1.4.3 製品エンジニアリング 
発注内示以降の技術提案会は，設計会議へと名称を変えている。設計会議は，鉄道事業
者にとっては車両の基本設計・詳細設計内容を確認する，いわばデザインレビューの場で
あり，鉄道車両メーカーにとっては基本設計内容を詳細化したものを提示して，鉄道事業
者から承認を貰う場である。車両設計部門は，第 1回設計会議を 2009年 4月 30日に開催
し，設計・製作スケジュール，設計分担の整理，車両の種類・バリエーション，技術開発
関係，懸案事項の確認，交付材等の情報について鉄道車両メーカーA社や B社と議論して
いる。 
W1 系開発の設計分担は，鉄道車両メーカーA 社と B 社の間で，過去の実績や各鉄道車
両メーカーの強みなどを考慮しながら事前に調整を行い，最終的に鉄道事業者W 社に承認
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をとるという流れで決まっている。最終的には，客室と客室設備は鉄道車両メーカーA社，
床下機器配置と運転室は鉄道車両メーカーB 社，側構体は特許の関係もあり，鉄道車両メ
ーカーA社と B社がそれぞれ別の設計を行うことで分担は決まっている。 
2009年 7月 27日，車両設計部門は，鉄道車両メーカーA社と B社と交付材メーカー25
社を集めて，全体会議という名のW1系開発のキックオフミーティングを開催している。
全体会議の中で，車両設計部門は，設計会議の進め方，設計分担等，全体スケジュール，
車両の概要，関係法令等の周知徹底に関する取扱いについて全メーカーに改めて説明して
いる。また，全体会議の中で，車両設計部門は，「W1系は，W7系の後継車として安全性・
サービスの向上を図るとともに，回生ブレーキの活用を拡大する等，環境性能に優れた車
両とする」や「安全や環境など社会的な要求レベルに遅れが許されないものとして，特に，
衝突安全性向上，バリアフリー整備ガイドラインへの対応に関しては率先垂範して対応す
る」といった設計方針を全メーカーに直接伝えている。 
全体会議後は，鉄道車両メーカーA社と B社と各交付材メーカーによって車両や各部品
や機器の詳細設計が進められている。交付材メーカーは担当分の部品や機器の詳細設計を
行い，鉄道車両メーカーはもう一方の鉄道車両メーカーや交付材メーカーからの設計情報
を参考にしつつ，構体強度解析・振動解析・空調解析・照度解析といった各種シミュレー
ション技術を効果的に活用しながら，自社担当分の詳細設計を行っている。 
鉄道車両メーカーA社と B社と各交付材メーカーによって検討された内容は，車両設計
部門との設計会議の場で審議されている。設計会議は 1～2 週間に一度の頻度で，車体・
艤装，台車・パンタグラフ，VVVF・ブレーキ，空調，保安装置，デジタル伝送の 6 つの
グループに分かれて開催されている。特に，車両全体を対象とした車体・艤装グループの
設計会議は 2010年 2月 23日の第 23回まで続いている。その車体艤装の設計会議の様子
については，鉄道車両メーカーB社の開発責任者が以下のように述べている。 
 
お客さんは，昨年の 6 月に人事異動でガラッと変わられましたけど，本当に運が良
かったと言いますか，それも良い方向に変わってもらえたと思います。前のお客さん
はとっつき難い人達だったのですが，ある程度話をしたら，理解してくれるお客さん
でしたね。（鉄道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
設計会議において，車両設計部門は，鉄道車両メーカーA社や B社からの要望や悩みに
積極的に耳を傾けており，問題があれば，すぐさま対応している。例えば，車両設計部門
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は，懸案事項であった交付材に関する課題をできるだけ早く解決するために，車体・艤装
の設計会議に関連する交付材メーカーを必要に応じて設計会議に参加させている。2009
年 9 月 18 日の第 10 回設計会議には水揚汚物メーカーG 社（匿名）が，2009 年 10 月 2
日の第 11 回設計会議には一般電気品メーカーH 社（匿名）がそれぞれ車体・艤装の設計
会議に参加し，車両設計部門や鉄道車両メーカーA社や B社と設計上の課題解決について
議論している。また，2009 年 9 月 2 日，車両設計部門は交付材の設計が遅れ気味であっ
たデジタル伝送メーカーI 社（匿名）と鉄道車両メーカーA 社と B 社の間でデジタル伝送
ツナギ設計会議と称する臨時会議を開催し，設計上の課題を解決している。さらに，車両
設計部門は，車体・艤装，台車・パンタグラフ，VVVF・ブレーキ，空調，保安装置，デ
ジタル伝送に分かれている各設計会議における情報，特に機器間ツナギと呼ばれる機器間
のインターフェイスに関する情報を，鉄道車両メーカーA社と B社と各交付材メーカーと
調整・共有化するために，ツナギ全体会議と称するデザインレビューを計 3回開催してい
る。ツナギ全体会議では，すべてのメーカーが入れ替わり立ち替わり集合し，ほぼ一日か
けて機器間ツナギに関する変更点や課題について議論されている。そのツナギ全体会議の
様子については，鉄道車両メーカーB社の開発責任者が以下のように述べている。 
 
鉄道事業者 W 社は，元室長がツナギ図にこだわっていたという経緯もあって，他の
どの事業者よりも，ツナギ図を細部までこだわるという社風になっていると思います。
鉄道事業者 W 社のツナギ全体会議は，有識者全員で全図をレビューするデザインレビ
ューになっています。会議では，図面の書き方や見た目の綺麗さも指摘されます。そ
のおかげで，鉄道事業者 W 社のツナギ図は非常に完成度の高いツナギ図になっていま
す。我々としても，交付材メーカーに提案や相談が出来る機会が多く，仕事はやりや
すいですし，鉄道車両メーカー側がフォローしなくても，出図期限までには確実にツ
ナギ図が揃います。（鉄道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
補助回路や制御回路のツナギ図は鉄道車両メーカーが作図しています。その他は交
付材メーカーが作図しています。しかし，鉄道車両メーカーや交付材メーカーが作図
したツナギ図に対し，鉄道事業者 W 社は必ず赤ペンを入れてくれます。（鉄道車両メ
ーカーB 社の開発責任者） 
 
車両設計部門は，ツナギ図は鉄道事業者のものであるという認識を強く持っている。W1
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系開発においても，車両設計部門が，ツナギ図の内容を入念にチェックしている。 
最終的に，鉄道車両メーカーA社と B社が共に編成図，形式図，見付図，断面図，機器
配置図，ツナギ図などを通して，車両の基本設計・詳細設計内容を一通り車両設計部門に
確認してもらった段階で設計会議は終了している。その後もW1系の開発・製造・試運転
は順調に進み，2010年 12月に無事営業運転を開始している。プロジェクト終了後，鉄道
事業者W 社の開発責任者は，プロジェクトの評価について以下のように述べている。 
 
室内を含め，清掃が不十分である。汚れている箇所も多い。しかも，指摘箇所の手
直しが出来ていない。（鉄道事業者 W 社の開発責任者） 
 
以上のように，鉄道事業者W 社の開発責任者は，納入時の車両の状態や指摘箇所の手直
しがなかなか進んでいない点について不満を漏らしている。しかし，プロジェクトとして
は順調に進み，納入された車両の出来栄えにも大きな問題は無かったため，鉄道事業者W
社の開発責任者は総合評価を「良い」としている。 
 
4.1.5 開発業務の外部委託マネジメント 
鉄道事業者W 社は，鉄道車両の主要な部品や機器は交付材メーカーへ，それ以外の部分
はまとめて鉄道車両メーカーへ開発業務を承認図方式で外部委託していた。これらサプラ
イヤーの選定にあたっては，鉄道事業者W 社は，実績面の評価に加えて，価格面と技術面
を重視していた。特に，鉄道事業者W 社は，鉄道車両メーカーについては共同設計方式に
よる複社発注を採用していた。発注後は，車両仕様に関する決定権を有する鉄道事業者W
社の車両設計部門が，社内外の組織間調整の中心にいた。具体的には，鉄道事業者W 社の
車両設計部門は，設計会議を通して，鉄道車両メーカーや交付材メーカーの設計内容や設
計スケジュールを確認し，問題があれば，すぐさま対処していた。また，設計統合化の問
題については，鉄道車両メーカーが 3 次元 CAD 等でチェックしている一方，鉄道事業者
W 社もツナギ全体会議を開催し，組織横断的なレビューを何度も行うことで，その内容を
入念にチェックしていた。以上が，W1系開発プロジェクトにおいて，鉄道事業者W 社が
実行していた開発業務の外部委託マネジメントの概要である。 
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4.2 鉄道事業者 X社の X2系開発プロジェクト 
4.2.1 プロジェクトの概要 
X2 系は新幹線の高速化による最高時速 360 キロの営業運転を目指すことを目的に，構
想から営業運転まで約 11年もの歳月をかけて開発され，2011年 3月に投入された新型新
幹線である。開発両数は量産先行車として 1 編成 10 両，1 編成あたりの製造コストは約
45億円である。 
 
4.2.2 開発戦略 
鉄道事業者 X 社は 2000 年策定の中期経営構想の中で，さらに利便性を高めるために，
営業最高時速275キロであった新幹線を 360キロで運転させる構想があることを掲げてい
る。この構想を受けて，2002 年に鉄道事業者 X 社は「新幹線高速化推進プロジェクト」
を立上げ，新型新幹線の開発を開始している。 
はじめに，鉄道事業者 X社は，鉄道車両メーカーや各機器メーカーと協力しながら，新
型新幹線の基本仕様と要素開発に関する基礎的な調査を行っている。2003 年 5 月には，
鉄道車両メーカーB社が，鉄道事業者 X社に対して，先頭形状，客室内静粛性向上，車外
騒音対策，着雪対策，新型台車，車体傾斜，空力ブレーキなどに関する検討結果を報告し
ている。 
これらの調査と並行して，鉄道事業者 X 社は，2003 年 3 月から 6 月にかけて，営業最
高時速 275キロを実現していた当時の標準型新幹線 X0系を使って，時速 360キロの高速
走行試験を実施している。ここで鉄道事業者 X社は，新幹線が時速 360キロで走行した時
の基礎データ収集を行っている。特に，鉄道事業者 X社は，車外騒音を問題視していたた
め，新しい騒音対策を試しながら，様々なデータを収集している。 
これらの調査や試験で収集したデータや鉄道車両メーカーや交付材メーカーからの技術
提案をもとに，2004年に鉄道事業者 X社は，新幹線高速試験車両 X1系の基本仕様をまと
め，車両の開発に着手している。X1 系の開発は，鉄道事業者 X 社の研究開発部門を中心
に，鉄道車両メーカーB社や C社をはじめとする多くの機器メーカーによる協力のもと進
められている。2005 年 6 月からは，鉄道事業者 X 社は，地上設備も含めた各種試験を順
次行っている。 
X1 系で 60 万キロにおよぶ試験走行を重ねた結果，鉄道事業者 X 社は，「環境対策や費
用対効果を考慮すると，営業最高時速 360キロではなく，320キロが妥当である」と当初
の目標の見直しを行っている。この見直しされた目標に対応した新しい新幹線を開発する
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ために，鉄道事業者 X社は 2006年に X2系開発プロジェクトを立ち上げている。 
X2 系開発において，鉄道事業者 X 社は，営業最高時速 320 キロに上げても，標準型新
幹線 X0 系の乗り心地を保つ車両を開発することを目標としている。この目標を達成する
ためには，開発段階で営業運転上の問題点をすべて洗い出し，それらを解決しなければな
らない。これらを実現するために，鉄道事業者 X 社は，X2 系はとにかく技術的に難しい
車両であるので，技術水準が高く，新幹線開発経験の豊富な鉄道車両メーカーや交付材メ
ーカーらと一緒になって技術的な問題を解決していくという基本方針を打ち出している。 
 
4.2.3 開発体制 
X2 系の開発は，プロジェクトオーナーである鉄道事業者 X 社のほか，デザイン会社 K
社（匿名），鉄道車両メーカーB社と C社（匿名），交付材メーカー18社が関与して行われ
ている（図 4.2.3.1）。 
 
図 4.2.3.1 X2系開発プロジェクト体制 
 
（筆者が作成） 
 
X2 系開発において，プロジェクトの中心にいたのは鉄道事業者 X 社の「鉄道事業本部 
運輸車両部（以下，車両設計部門と呼ぶ）」である。当時の車両設計部門は約 40名で構成
されている。X2系の開発責任者は車両設計部門の課長であり，課長を中心とした車両設計
部門が主に方針や仕様の決定，プロジェクト全体の管理，メーカー間の調整などを担当し
ている。X2系の開発責任者は車両の仕様に関する決定権を有しており，鉄道車両のコンセ
プト，品質，性能，開発スケジュールに対する責任を負っている。しかし，開発予算に関
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する決定権は財務部門が有しており，その責任は切り離されている。 
鉄道事業者 X社は，プロジェクト毎に車両のデザインを担当するデザイン会社を選定し
ている。X2 系開発においては，鉄道事業者 X 社は，デザイン会社 K 社を選定している。
デザイン会社 K社は，主に製品エンジニアリング段階において，車両のデザインコンセプ
トやデザインパースの作成を担当している。 
鉄道事業者 X社は，プロジェクト毎に車両の設計・製造を担当する鉄道車両メーカーを
選定している。X2系開発においては，鉄道事業者 X社は，新幹線高速試験車両 X1系の開
発を担当した鉄道車両メーカーB社と C社を選定し，車両開発業務を共同設計方式で発注
している。X2系開発においては，鉄道車両メーカーB社が主に先頭構体・運転室の基本設
計・詳細設計を，鉄道車両メーカーC 社が主に側構体・客室・床下機器配置の基本設計・
詳細設計を担当している。 
鉄道事業者 X 社も，鉄道事業者 W 社と同様，ほとんどの車両開発プロジェクトにおい
て，交付材制度を採用している。X2 系開発においても，鉄道事業者 X 社は，主回路・制
御関係，ブレーキ関係，保安装置関係，伝送装置関係，放送装置・サービス機器・配信情
報装置関係など，計 85の部品や機器を交付材と位置づけ，これらの設計・製造を 18社の
交付材メーカーに発注している。 
ただし，鉄道事業者 X社は，台車については，全数を交付材にしていない。鉄道事業者
X 社は，車両本体とは別契約で，台車の設計・製造業務を台車メーカーS 社，鉄道車両メ
ーカーB社と C社に共同設計方式で発注している。そして，台車メーカーS社が製造した
台車については，交付材として鉄道車両メーカーB社と C社に支給している。 
鉄道事業者 X社は，プロジェクト毎に交付材メーカーを選定している。また，交付材メ
ーカーについては，リスクマネジメントの観点から，鉄道事業者 X社は，各部品や機器ご
とに複数社選定することが多い。X2 系開発においても，鉄道事業者 X 社は，主電動機や
車両制御装置など，主要な部品や機器については 2社以上選定している。なお，鉄道事業
者 X社と交付材メーカーとの間には，自動車産業などで見られるような協力会のような制
度はなく，資本関係もない。しかし，多くの交付材メーカーは継続的な部品供給などに関
わっているため，鉄道事業者 X社と長期的な取引関係を構築している。 
 
4.2.4 開発プロセス 
X2系開発プロジェクトにおけるコンセプト作成段階，製品基本計画段階，製品エンジエ
アリング段階の開発マネジメントの実態を以下に記述する（図 4.2.4.1）。 
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図 4.2.4.1 X2系開発プロジェクトの流れ 
開発段階 主担当 2006年 2007年 2008年 2009年 備考
コンセプト作成 鉄道事業者X社 鉄道事業者X社が作成
鉄道事業者X社
鉄道車両メーカー
B社・C社
交付材メーカー
鉄道事業者X社
鉄道車両メーカー
B社・C社
交付材メーカー
工程エンジニアリング
・製造（第一編成）
鉄道車両メーカー
B社・C社
交付材メーカー
鉄道車両メーカーB社・C社や交付
材メーカーが担当（ただし、車両の
最終組立は鉄道車両メーカーB社・
C社が担当）
製品基本計画
鉄道車両メーカーB社・C社や交付
材メーカーからの技術提案を参考に
しながら、鉄道事業者X社が作成
製品エンジニアリング
鉄道車両メーカーや交付材メーカー
が担当（ただし、鉄道事業者X社が
デザインレビューで設計内容を確
認）
生産準備
・製造
技術提案
06/05 07/12
07/10
09/01
08/04 09/05
設計方針の検討
車両の素案検討
車両デザイン検討・設計確認・調整・進捗管理
詳細設計
試験へ
詳細検討・車両重量管理など
 
（筆者が作成） 
 
4.2.4.1 コンセプト作成 
X2系の設計方針は，新幹線高速試験車両 X1系による各種試験結果をもとに車両設計部
門によって策定されている。設計方針としては，X1 系の基本仕様をベースとしながらも，
営業最高時速 360キロを 320キロに引き下げる内容で修正されている。 
営業最高時速を引き下げた理由として，鉄道事業者 X社の開発責任者は環境性能とコス
トのバランスを挙げている。鉄道事業者 X社は，営業最高時速 275キロを実現していた標
準型新幹線 X0 系を長年使用しており，その車両性能を高く評価している。したがって，
X2系を開発するにあたっては，X0系のどこかを修正するというよりも，X0系の車両をベ
ースにいかに最高時速を上げるかが車両設計部門の中で課題となっている。しかし，最高
時速を 45 キロ上げると，乗り心地が悪くなり，騒音や振動も大きくなる。これらの点を
X0系の最高時速 275キロと同等以上にするというのが X2系開発の最低条件であり，車両
設計部門が越えなければならない壁であった。 
車両の最高速度を上げつつ，乗客の快適性や車外の沿線騒音や振動といった環境性能を
守るためには，車両の性能を上げると共に，地上設備に防音壁を立てる，構造物を強化す
るなど，様々な方策が考えられる。例えば，環境性能を満足するために，X1系の先頭形状
は 15 メートルという過去の新幹線の中で最長となっている。性能をさらに向上させるた
めには，先頭形状をさらに延ばすという選択肢も考えられるが，先頭部を 15 メートルに
した結果，X0系と比べて 6列 30名分の座席が減ってしまっている。この点について，鉄
道事業者 X 社の開発責任者は，「お客様に快適に目的地まで移動していただく。そのお客
様の快適さの一つとして，到達時分の短縮があります。それを実現するために最高速度を
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上げるのですが，それとは別に会社の立場，経営面から見ますと，お金をかけて高速化を
図って，その結果，お客様が増えてくれることが重要となります。費用対効果が一番バラ
ンスされるのが最高時速 320キロだったということです」と述べている。 
 
4.2.4.2 製品基本計画 
車両設計部門が設計方針をまとめた後，鉄道車両メーカーや交付材メーカーは，車両設
計部門に対して，技術提案会という場で技術提案を行っている。例えば，2007 年 8 月 24
日と 9月 5日には，X1系の開発を担当した鉄道車両メーカーB社が，車両設計部門に対し
て，X2系の仕様確認や技術提案を行っている。 
一方，技術提案会と並行して，車両設計部門は鉄道車両メーカーや交付材メーカーから
の技術提案を参考にしながら，与えられた予算に収まるよう，何度も車両の素案の検討を
重ねている。そして，2007 年 9 月に鉄道車両メーカーB 社と C 社から提出された見積と
提案内容が鉄道事業者 X社内で承認されたことを受けて，2007年 10月某日，鉄道事業者
X社は鉄道車両メーカーB社と C社に共同設計方式による車両開発業務の発注内示を出し
ている。X2系の開発両数は，量産先行車として 1編成 10両であり，このうち 5両を鉄道
車両メーカーB社，残りの 5 両を鉄道車両メーカーC社へ発注している。そして，この内
示とほぼ同時期に，鉄道事業者 X社は，主回路・制御関係，ブレーキ関係，保安装置関係，
伝送装置関係，放送装置・サービス機器・配信情報装置関係などの部品や機器を交付材と
位置づけ，これらの設計・製造を各交付材メーカーに直接発注している。 
 
4.2.4.3 製品エンジニアリング 
発注内示以降の技術提案会は，設計会議へと名称を変えている。車両設計部門は，X2
系開発のキックオフミーティングである第 1回車体艤装設計会議を 2007年 10月 16日に
開催し，設計スケジュール，設計分担案，先頭構体構造，先頭構体荷重試験，先頭形状，
モックアップについて鉄道車両メーカーB社や C社と議論している。 
X2系開発の設計分担は，鉄道車両メーカーB社と C社の間で，X1系の開発実績，各鉄
道車両メーカーの強み，均等な設計ボリュームの配分などを考慮しながら事前に調整を行
い，最終的に鉄道事業者 X社に承認をとるという流れで決まっている。最終的には，先頭
構体設計，先頭形状・運転室設計は鉄道車両メーカーB 社，側構体設計，客室設計，床下
機器配置設計は鉄道車両メーカーC社，出入台・個室設計は鉄道車両メーカーB社と C社
がそれぞれ担当する車両の部分を設計することで分担は決まっている。 
キックオフミーティング後は，鉄道車両メーカーB社と C社と各交付材メーカーが車両
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全体や各部品や機器の詳細設計を進めている。交付材メーカーは担当分の部品や機器の詳
細設計を行い，鉄道車両メーカーはもう一方の鉄道車両メーカーや交付材メーカーからの
設計情報を参考にしつつ，構造解析・振動解析・空調解析・照度解析といった各種シミュ
レーション技術や 3 次元 CAD を効果的に活用しながら，自社担当分の車両の基本設計や
詳細設計を進めている。 
鉄道車両メーカーB社と C社と各交付材メーカーによって検討された内容は，鉄道事業
者 X社との設計会議の場で確認・承認されている。設計会議は 1～2週間に一度の頻度で，
車体艤装，主回路・制御関係，ブレーキ関係，保安装置関係，伝送装置関係，放送装置・
サービス機器・配信情報装置関係といった各部品や機器ごとに分かれて開催されている。
例えば，車両全体を対象とした車体艤装の設計会議は，車両設計部門と鉄道車両メーカー
B 社と C 社の 3 者の間で 2009 年 1 月 8 日の第 38 回まで続いている。その車体艤装の設
計会議の様子については，鉄道車両メーカーB社の開発責任者が以下のように述べている。 
 
この課長がすごく助かったのは，コンセプトがしっかりしていたこと。鉄道事業者
X 社として，この車両のコンセプトはこうだというのを明確に持っていました。鉄道
事業者 X 社が仕様決定すべきものは安全上であり，乗客の使い勝手であり，メンテナ
ンス性であると。これは鉄道事業者 X 社が決めると。製作性だったり，コストだった
り，材料や機器の入手性は鉄道車両メーカーの判断で仕様決定すべきものだというこ
とを明確に分けられていたので，非常に判断がスピーディだった。（鉄道車両メーカ
ーB 社の開発責任者） 
 
自分達が決めなければならないことが決まっていなければ，それは自分の責任だと
いうことですぐにそれをフォローして決めていただけたし，鉄道車両メーカーが決め
ていなければならないことを決めてなかったら，早く決めろとフォローしてきました。
その辺りを明確に切り分けして，審議を進行していきました。余計なチャチャを入れ
たり，審議の遅れというのは無かったです。そこがやりやすかったです。設計を確定
していくスピードは，私の経験の中でも，ものすごく速かったと思っています。（鉄
道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
鉄道車両開発において，車両設計部門は，鉄道事業者が決定すべき事項と鉄道車両メー
カーが決定すべき事項を明確に区別している。X2系開発の車体艤装の設計会議においても，
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車両設計部門は，鉄道車両の安全面，使い勝手，メンテナンスといった鉄道事業者が決定
すべき事項についてはタイムリーに判断を下している。 
車体艤装の設計会議では，X2系に関する数多くの開発上の課題が議論されているが，論
点の一つとして先頭形状の検討が挙げられる。新幹線高速試験車両 X1 系では，形状①と
形状②という 2種類の先頭車両を開発している。60万キロにもおよぶ試験走行を重ねた結
果や環境対策，費用対効果の面を考慮して，最終的に X2系では形状②が採用されている。
しかし，X2系は試験車両ではなく，営業運転車両であるため，運転室や客室を少し広くす
るなど，先頭形状の更なる改良が求められている。設計会議の中で，鉄道事業者 X社は鉄
道車両メーカーB 社に対して，「営業運転車両としての条件を考慮しても，X1 系並みの先
頭形状の性能が出ることをシミュレーションで示して欲しい」や「2008 年 4 月に先頭車
両小型模型の風洞試験を実施するので，2007年 12月上旬には先頭形状を決定したい」と
述べている。これに対し，鉄道車両メーカーB 社は，何度もシミュレーションを行ってい
るが，なかなか思うような結果を出せていない。特に，鉄道車両メーカーB 社は，トンネ
ルを通過する時に発生する衝撃圧が X1 系並みにならないという問題をなかなかクリアで
きずにいた。しかし，設計会議における議論や鉄道事業者 X社の研究開発部門からのアド
バイスを参考に検討を重ねた結果，鉄道車両メーカーB 社は指定された納期内にこの課題
を解決している。 
車体艤装の設計会議において，車両設計部門は，詳細設計と並行して車両のデザインに
ついても議論している。2007 年 11 月 14 日，車両設計部門は，デザイン会社 K 社のデザ
イナーと 1回目の車両デザイン会議を開催している。その会議で，車両設計部門はデザイ
ナーに対して，「エクステリアデザインは，環境性能を考慮した最適な形状にすること」や
「インテリアデザインは，ゆとり，やさしさ，あなたの，をキーワードにデザインするこ
と」といった X2 系のデザインイメージを伝えている。そのイメージをベースに，デザイ
ナーがデザイン案を数案作成し，1 週間後には車両設計部門へ提示している。その後，鉄
道車両メーカーC 社からの強い要望もあり，2007 年 11 月 30 日の第 6 回車体艤装設計会
議からは，デザイン会社 K社も毎回出席し，車両のデザインと詳細設計との整合性につい
て，鉄道車両メーカーB社や C社と議論を重ねている。そして，車体艤装の設計会議で議
論された車両のデザイン案は，2008年 12月には鉄道事業者 X社の社内会議で審議・承認
され，2009年 2月 3日にはマスコミにも公表されている。 
詳細設計の最終段階には，車両設計部門は，機器間のインターフェイスに関する情報を
鉄道車両メーカーB社や C社と調整・共有化するために，配線チェック会と称するデザイ
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ンレビューを開催している。配線チェック会では，車両設計部門が主回路系のツナギ図を，
鉄道車両メーカーB社と C社がそれぞれ担当する補助回路系のツナギ図を持ち寄り，その
インターフェイスを一つ一つチェックしている。その配線チェック会の様子については，
鉄道車両メーカーB社の開発責任者が以下のように述べている。 
 
基本的にツナギは鉄道事業者 X 社が担当です。ですから，主回路系は鉄道事業者 X
社，補助回路は鉄道車両メーカーB 社と C 社で分担しながらやりました。配線チェッ
ク会というのを 3 社で集まって，最後の方でやるので，そこでツナギに関しては明ら
かになっていきます。それも速かったですよ，速かったと言うとおかしいですが，割
としっかりと鉄道事業者 X 社がまとめていただいたかなと。（鉄道車両メーカーB 社
の開発責任者） 
 
配線チェック会に交付材メーカーは来ないです。あくまで鉄道事業者 X 社が担当し
ます。鉄道事業者 X 社にも配線図が好きな人がいるんですよ。ツナギ図が好きな人が
いて，家に配線図を持って帰ってチェックするぐらい好きなんですよね。自分の考え
たツナギと合っているかどうかっていうのを本当に細かくチェックしている。だから，
ある意味，鉄道事業者 X 社の一番の仕事っていうのはそこではないかなと思います。
ツナギが間違っていたら，電車は動かないので。自分の思想だったり，鉄道事業者 X
社の思想をすべてツナギ図に入れてくる。（鉄道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
基本は鉄道事業者 X 社です。それに付随する補助回路を我々がそれぞれ受け持って
いたので，そことのインターフェイスを見なければいけないですから。結局，取りま
とめたりするのは，例えば，特別高圧回路であれば鉄道車両メーカーC 社です。それ
ぞれ得意分野があるので，主回路そのものは鉄道事業者 X 社ですけど，それを最終的
に図面にまとめていくのは，それぞれの鉄道車両メーカーです。（鉄道車両メーカーB
社の開発責任者） 
 
そうですね。ベテランですね。年は若いですけど。逆に若い人の方が良いんですよ
ね。頭が切れる人。こんなぶ厚いツナギ図を全部覚えていますからね。ベテランの課
長さんクラスのツナギ担当の方がいて，細かいところまで覚えている担当がいて。ツ
ナギは鉄道事業者 X 社の肝でしょうね。（鉄道車両メーカーB 社の開発責任者） 
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車両設計部門は，ツナギ図は鉄道事業者のものであるという認識を強く持っているため，
ツナギ図の専門家を育成・配置している。X2 系開発においても，彼らが，鉄道事業者 X
社の思想をツナギ図に反映させるために，その内容については入念にチェックしている。 
最終的に，鉄道車両メーカーB社と C社が共に編成図，形式図，見付図，断面図，機器
配置図，ツナギ図などを通して，車両の基本設計・詳細設計内容を一通り車両設計部門に
確認してもらった段階で設計会議は終了している。その後も X2 系の開発は順調に進み，
2011 年 3 月に無事営業運転を開始している。プロジェクト終了後，鉄道事業者 X 社の開
発責任者は，プロジェクトの評価について以下のように述べている。 
 
量産先行車でありながら，大きな工程の問題もなく，また納入・試運転も順調，現
在も走行試験が行われているが，大きなトラブルは起こっていない。X0 系での品質向
上の取り組み姿勢が随所に生かされている。量産車ではスーパーグリーン車の本工事
等変更点も多いが，貴社への期待は非常に高いので，期待に応えるべく，品質向上に
取り組んでいただきたい。（鉄道事業者 X 社の開発責任者） 
 
以上のように，プロジェクトとしてはプロジェクトとしては順調に進み，納入された車
両の出来栄えにも満足だったため，鉄道事業者 X社の開発責任者は総合評価を「特に良い」
としている。 
 
4.2.5 開発業務の外部委託マネジメント 
鉄道事業者 X社は，鉄道車両の主要な部品や機器は交付材メーカーへ，それ以外の部分
はまとめて鉄道車両メーカーへ開発業務を承認図方式で外部委託していた。これらサプラ
イヤーの選定にあたっては，鉄道事業者 X社は，試験車両の開発を担当した鉄道車両メー
カー2 社による共同設計方式を採用していた。発注後は，車両仕様に関する決定権を有す
る鉄道事業者 X社の車両設計部門が，社内外の組織間調整の中心にいた。具体的には，鉄
道事業者 X社の車両設計部門は，設計会議を通して，鉄道車両メーカーや交付材メーカー
の設計内容や設計スケジュールを確認し，問題があれば，すぐさま対処していた。また，
設計統合化の問題については，鉄道車両メーカーが 3 次元 CAD 等でチェックしている一
方，鉄道事業者 X社も，詳細設計の最終段階で配線チェック会を開催し，組織横断的なレ
ビューを行うことで，その内容を入念にチェックしていた。以上が，X2系開発プロジェク
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トにおいて，鉄道事業者 X社が実行していた開発業務の外部委託マネジメントの概要であ
る。 
 
4.3 鉄道事業者 Y社の Y3系開発プロジェクト 
4.3.1 プロジェクトの概要 
Y3 系は 20 年以上使用され続けてきた既存の気動車 Y0 系の置換えを目的に，設計方針
検討から営業運転まで約 3 年もの歳月をかけて開発され，2014 年 6 月に投入された特急
車両である。開発両数は量産先行車として計 4両，車両の製造コストは約 10億円である。 
 
4.3.2 開発戦略 
JR グループは 1987 年 4 月の発足から約 30 年が経過しているが，この間，鉄道事業者
Y社は経営的に苦しい状況が続いてきた。鉄道事業者 Y社には都市圏輸送が存在せず，整
備新幹線計画もない。この地域は，社会状況として高齢化と人口減少が全国に先駆けて進
行しているため，その見通しも厳しい。 
このように将来の安全安定輸送のための投資にも苦慮する状況は国の交通政策としても
看過ごすことができないとして，2011年度から「鉄道・運輸機構の特例業務勘定における
利益剰余金等を活用した経営安定化のための支援措置」が行われている。経営環境が厳し
い鉄道事業者 Y社に対し，無利子貸付により経営安定基金 1,400億円の積み増しが行われ
た。また，これと同時に，老朽施設の更新のために助成金の交付と無利子貸付も行われ，
鉄道事業者 Y 社に計 400 億円が措置された。鉄道事業者 Y 社はこれらの支援を受けて，
2020 年度を目標に自立経営の確立を目指す「Regeneration2020」を策定している。そし
て，鉄道事業者 Y 社は，第一段階として 2012～2016 年度，第二段階として 2017～2020
年度の中期経営計画を立案している。その中で Y3 系開発は，同社鉄道事業の柱である都
市間輸送を維持するために，計 400億円の設備投資の支援枠により行われている。 
このように Y3 系開発は，多額の支援によって実現したプロジェクトであるため，鉄道
事業者 Y社としては，限られた予算，決められたスケジュールの中で，できる限り輸送サ
ービスとメンテナンス性を向上させた車両の開発を目指していた。また，Y3系開発におい
て，鉄道事業者 Y社は，乗客に選択してもらえる車両を開発するために，斬新なデザイン
にもこだわっている。しかし，鉄道事業者 Y 社は，気動車の開発経験は豊富にあったが，
電気式の新型車両開発は約 20 年ぶりであったため，電気式の新型車両開発経験が豊富な
鉄道車両メーカーに開発業務の大部分を任せるという基本方針を打ち出している。 
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4.3.3 開発体制 
Y3系の開発は，主にプロジェクトオーナーである鉄道事業者 Y社と鉄道車両メーカーB
社によって行われている（図 4.3.3.1）。 
 
図 4.3.3.1 Y3系開発プロジェクト体制 
 
（筆者が作成） 
 
Y3 系開発において，プロジェクトの中心にいたのは鉄道事業者 Y 社の「運輸部 運転
車両課（以下，車両設計部門と呼ぶ）」である。当時の車両設計部門は課長 1 名，副長 1
名，主席 1 名，担当 1 名の計 4 名で構成されている。Y3 系の開発責任者は車両設計部門
の課長であり，課長を中心とした車両設計部門が主に方針や仕様の決定，プロジェクト全
体の管理，鉄道事業者内や鉄道車両メーカーとの調整などを担当している。Y3系の開発責
任者は車両の仕様に関する決定権を有しており，鉄道車両のコンセプト，品質，性能，開
発スケジュールに対する責任を負っている。しかし，開発予算に関する決定権は資材部門
が有しており，その責任は切り離されている。 
Y3系開発において，鉄道車両メーカーB社は，構体・客室・床下機器配置・運転室の基
本設計・詳細設計・生産準備といった車両設計業務に加えて，車両の外観や内観のデザイ
ンパース作成といった車両デザイン業務も担当している。一方，車両のデザインコンセプ
トの策定については，鉄道事業者 Y社の工務系社員によるデザインプロジェクトチームも
担当している。鉄道事業者 Y 社では，民営化 25 周年並びに新たな中期経営計画のスター
トにあたり，乗客により親しんでもらえる会社を目指し，車両をはじめ，駅舎，備品，カ
ード等の統一したデザインコンセプトを策定することになり，プロジェクトチームを結成
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している。 
鉄道事業者 Y社は，プロジェクト毎に車両の設計・製造を担当する鉄道車両メーカーを
選定している。Y3系開発においては，鉄道事業者 Y社は既存の気動車 Y0系で採用してい
た振子方式ではなく，車体傾斜方式の台車を採用したいと強く希望していた。鉄道事業者
Y 社は，車体傾斜方式は振子方式の台車と比べて，一般台車と変わらないほどシンプルな
構造である点を高く評価していた。構造が複雑で動きも激しい振子方式の台車は経年の疲
労も早く，既存の車両においても，既に 1～2 回の台車交換を行っていたからである。そ
こで鉄道事業者 Y社は，複数の鉄道車両メーカーから技術提案をしてもらい，それを価格
面と技術面で総合的に評価している。その結果，鉄道事業者 Y社は，車体傾斜方式の自社
技術を有し，かつ価格も安かった鉄道車両メーカーB 社を選定している。鉄道車両メーカ
ーB 社は，主回路・制御関係，ブレーキ関係，保安装置関係，伝送装置関係，放送装置・
サービス機器・配信情報装置関係の機器の手配や台車の設計・製造を含む機電一括方式で
Y3系開発業務を受注している。したがって，Y3系開発において，鉄道車両メーカーBは，
各機器メーカーと機器購入に関する取引を直接行っている。ただし，多くの機器メーカー
は継続的な部品供給などに関わっているため，鉄道事業者 Y社と長期的な取引関係を構築
している。 
 
4.3.4 開発プロセス 
Y3系開発プロジェクトにおけるコンセプト作成段階，製品基本計画段階，製品エンジエ
アリング段階の開発マネジメントの実態を以下に記述する（図 4.3.4.1）。 
 
図 4.3.4.1 Y3系開発プロジェクトの流れ 
開発段階 主担当 2011年 2012年 2013年 2014年 備考
コンセプト作成 鉄道事業者Y社 鉄道事業者Y社が作成
鉄道事業者Y社
鉄道車両メーカー
B社
鉄道事業者Y社
鉄道車両メーカー
B社
工程エンジニアリング
・製造（第一編成）
鉄道車両メーカー
B社
鉄道車両メーカーB社が担当
製品基本計画
鉄道車両メーカーB社や他のメー
カーからの技術提案を参考にしなが
ら、鉄道事業者Y社が作成
製品エンジニアリング
鉄道車両メーカーB社が担当（ただ
し、鉄道事業者Y社がデザインレ
ビューで設計内容を確認）
生産準備
・製造
技術提案
11/04 11/12
12/07
13/08
12/12 13/02
設計方針の検討
車両の素案検討
確認・調整・進捗管理
車両デザイン検討・詳細設計
試験へ
詳細検討・車両重量管理など
 
（筆者が作成） 
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4.3.4.1 コンセプト作成 
Y3系開発は，電化区間を走る特急気動車 Y0系の置換えが目的である。気動車とは，エ
ンジンを搭載した車両のことで，人員・荷物もしくは貨物を積載する空間を有し，運転に
必要な動力源として内燃機関や蒸気機関などの熱機関を搭載して自走する車両である。Y0
系は使用年数が長い上，気動車は一般に電車より圧倒的に機器の部品点数が多く，メンテ
ナンスの手間と経費がかかっていた。また，原油価格が高騰すると気動車の燃料費が増加
し，鉄道事業者 Y社の経営を圧迫していた。そこで車両設計部門は，事業の効率化を進め
るために，Y3系については気動車ではなく，電車にすることを決定している。 
次に，車両設計部門は，事業の効率化と現代レベルに引き上げたサービスとすることを
軸に，「お客さまに選択していただける魅力ある車両」「最新技術の導入による経費節減」
「信頼性・耐久性・保守性の向上」「省エネ・環境配慮形の車両」という Y3系の設計コン
セプトを策定している。 
乗客用のサービス設備については，車両設計部門は，Y3系が新幹線と接続する特急車両
への充当を前提としていることから，在来線車両への適用可否も検討の上，他社の新幹線
を含めた新型特急車両において実績があるものを搭載するという設計方針を打ち出してい
る。また，車両のシステム面については，車体傾斜方式など，既存車両から改善を目的と
して大きく変更したものもあるが，基本的には車両の性能確保を前提とした上で，長期の
耐久実績，新車導入にともなう社員教育の簡素化，予備品の種類数の抑制を考慮して，既
存車両において特に問題の無い機器はそのままにするという指針を打ち出している。なお，
車両設計部門は，既存車両と共通化する機器の一部については，Y3系への搭載に伴い使用
限度を見直し，既存車両の検査体系にフィードバックすることによって，経費節減効果を
出せないかという検討を行っている。また，Y3系用に設計する機器については，最小限の
変更で既存車両に代替品として使用可能とするなど，新車投入効果を既存車両にも波及さ
せることができるよう，車両設計部門は検討を重ねている。 
 
4.3.4.2 製品基本計画 
車両設計部門が設計方針をまとめた後，各鉄道車両メーカーは車両設計部門に対して，
技術提案会という場で技術提案を行っている。例えば，鉄道車両メーカーB 社は，車両設
計部門から，Y3系に車体傾斜方式を採用できるか否かの基礎検討として既存路線における
車体傾斜時の影響度をシミュレーションするよう依頼されたことを受けて，2011年 12月
5日にその結果を報告している。また，2011年 12月 27日には，鉄道車両メーカーB社は，
 63 
車両設計部門に対し，Y3 系向け台車の技術提案を行っている。さらに，2012 年 3 月 16
日と 4月 20日には，車両設計部門は，鉄道車両メーカーB社から Y3系技術提案に関する
ヒアリングを行っている。 
一方，技術提案会と並行して，車両設計部門は複数の鉄道車両メーカーからの技術提案
を参考にしながら，与えられた予算に収まるよう，何度も車両の素案の検討を重ねている。
最終的に，鉄道事業者 Y社の車両設計部門と資材部門は，各鉄道車両メーカーから提出さ
れた見積と技術提案を価格と技術の両面において総合的な評価を行い，鉄道車両メーカー
B社に絞り込んでいる。そして，2012年 7月某日，鉄道車両メーカーB社から提出された
見積と技術提案が鉄道事業者 Y社内で承認されたことを受けて，鉄道事業者 Y社は鉄道車
両メーカーB 社に主回路・制御関係，ブレーキ関係，保安装置関係，伝送装置関係，放送
装置・サービス機器・配信情報装置関係の機器の手配や台車の設計・製造を含む機電一括
方式による Y3系開発業務の発注内示を出している。発注両数は計 4両である。 
 
4.3.4.3 製品エンジニアリング 
発注内示後，車両設計部門は，鉄道車両メーカーB 社との設計会議を開催している。車
両設計部門は，Y3系開発のキックオフミーティングである第 1回設計会議を 2012年 7月
27日に開催し，設計工程表，定員，バリアフリー，車体断面，車体傾斜，トイレ，個室の
設備品，パネル付ホロ，新規連結器，非常ハシゴ，窓ガラス，床下空調，運転室機器につ
いて鉄道車両メーカーB社と議論している。 
キックオフミーティング後は，鉄道車両メーカーB 社が構体強度解析・振動解析・空調
解析・照度解析といった各種シミュレーション技術や，構体・床下機器配置設計での 3次
元 CADを効果的に活用しながら車両の基本設計や詳細設計を進めている。 
鉄道車両メーカーB社によって検討された内容は，鉄道事業者 Y社との設計会議の場で
確認・承認されている。設計会議は 2～3 週間に一度の頻度で開催され，鉄道事業者 Y 社
と鉄道車両メーカーB社の 2者で，基本設計や詳細設計の懸案事項について議論されてい
る。設計会議は 2013年 8月 22日の第 21回まで続いている。 
設計会議では，Y3系に関する数多くの開発上の課題が議論されているが，長きにわたっ
て議論された課題の一つに車体傾斜方式の検討がある。車両設計部門は，Y3系の台車に車
体傾斜方式と振子方式のどちらを採用するかについて正式に決定するまでに何度も検討を
重ねている。車両設計部門は，開発当初から新幹線等で実績があり，台車構造の簡素化や
メンテナンス性の向上も見込める車体傾斜方式を Y3 系の台車に採用する方針を決めてい
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た。しかし，Y0系などで長年培ってきた振子方式ではなく，車体傾斜方式に変えるにあた
り，鉄道事業者 Y社内で「本当に変えても大丈夫か」という意見が後を絶たなかったため，
シミュレーション解析などを用いた専門家による検証が必要という結論に至っている。し
かし，それらの検証に計画以上の時間がかかってしまったため，車体傾斜方式にするか，
振子方式にするかを決定する時期が遅れてしまっている。最終的に，振子方式ではなく，
車体傾斜方式を採用することが決まったのは，当初おおよその基本設計を完了する予定で
あった 2012年 12月下旬である。 
車体傾斜方式については，他にも問題が生じている。鉄道車両メーカーB 社が車体傾斜
方式で基本設計を進めようとしたところ，当初より計画していた重電メーカーP社（匿名）
のモーターが車体傾斜制御装置と干渉し，スペース的に入らないことが判明している。そ
の様子については，鉄道車両メーカーB社の開発責任者が以下のように述べている。 
 
いざそれで基本設計を進めようとしたら，重電メーカーP 社のモーターが大きすぎ
て入らない。それが 12 月にわかった。急遽，重電メーカーQ 社製に変えないといけ
なくなった。モーターが入らないから，モーターを重電メーカーP 社製から重電メー
カーQ 社製に変えないといけなくなった。言ってみたら，電車の基幹部分を半年ぐら
いかけて，いろいろ検討してきたのにモーターが大きすぎて入らないから変えないと
いけなくなりました。そこで，重電メーカーQ 社製に変えたかったのですが，その主
回路のインバータ部分は重電メーカーP 社製，台車に積むモーターだけを重電メーカ
ーQ 社製という案を，鉄道車両メーカーB 社としては，最小限のリスク，変更，手戻
りを考慮して提案しました。しかし，それではメンテナンスがバラバラになってしま
うから，カバーしきれないという理由で，鉄道事業者 Y 社はそれを拒否しました。我々
も頑張ったのですがダメで，インバータも重電メーカーQ 社製にしました。（中略）
これが初期の大きい手戻りです。（鉄道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
本当は 12 月までにというと，イメージで言えば，断面図はほぼ完成している。大
きい部品は一度鉄道事業者 Y 社に提示するような，例えば，荷棚であるとか，機器も
ある程度大きなものは承認を貰っていくとか，詳細設計に向けたステージにいかない
といけない。しかし，ようやく 12 月ごろに断面図が確定して，機器を入れたら入ら
ないという状況だったので，かなり危機的だったと思います。（鉄道車両メーカーB 社
の開発責任者） 
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この問題に対し，鉄道車両メーカーB 社は，手戻りを最小限にするために，車体傾斜制
御装置と干渉するモーターだけを重電メーカーQ社（匿名）製に変更し，その他の主回路
部分は当初計画していた重電メーカーP社製のままにすることを鉄道事業者 Y社に対して
提案している。しかし，鉄道事業者 Y社は，鉄道車両メーカーB社に対し，メンテナンス
業者がバラバラになるので，主回路すべて重電メーカーQ社製に統一するよう要請してい
る。この要請により，鉄道車両メーカーB 社は，機器配置の大幅な変更を余儀なくされて
いる。 
また，2013 年 1 月には鉄道事業者 Y 社のデザインプロジェクトチームより，これまで
の議論とは異なるパターンのエクステリアデザイン案が提示され，鉄道車両メーカーB 社
は更に混乱に陥っている。その様子については，鉄道車両メーカーB 社の開発責任者が以
下のように述べている。 
 
今度はデザイナーが出てきます。2012 年 10 月からです。鉄道事業者 Y 社が抱えて
いるデザイナーからラフスケッチが出てきました。それを受けて，当社でもう少し細
かいデザインをするという形式だったのですが，デザインが全然違うパターンが出て
きました。その対応が 2013 年 1 月から始まりました。先頭形状が変わると，運転台
の機器配置にも関わりますし，構体の形状にも関わります。特に，今回 2 両編成，3
両編成ですので，致命的です。今回設計が遅れたのは，圧倒的に運転室の機器配置が
遅れたからです。（鉄道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
デザイナーとは 10 月ぐらいから少しずつやり取りはしていたのですが，「やはり，
こういう顔にして欲しい」「コストを考えると，局面を二次元にした方がよいのでは
ないか」という話が出てきたのが，年を明けてからでした。全く会話が出来ていなか
ったわけではないのですが，先頭形状を決めるデッドラインは 10 月ですとか，11 月
ですとか，そういう細かなマネジメントは出来ていませんでした。（鉄道車両メーカ
ーB 社の開発責任者） 
 
詳細設計段階の後半には，機器間のインターフェイスに関する情報を鉄道車両メーカー
B 社と調整・共有化するために，車両設計部門は配線チェック会と称するデザインレビュ
ーを数回開催している。その配線チェック会の様子については，鉄道車両メーカーB 社の
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開発責任者が以下のように述べている。 
 
鉄道事業者 Y 社との配線チェック会はかなり多く，車体艤装の設計会議以上に実施
していました。ツナギ図は，各機器メーカーと鉄道車両メーカーB 社が分担して作図
しました。機電一括方式ということもあり，他の JR グループと比べると，鉄道事業
者Y社はツナギ図のチェックを鉄道車両メーカー任せにしている範囲が多かったと思
います。（鉄道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
車両設計部門は，ツナギ図は鉄道事業者のものであるという認識を持っており，その内
容についてはしっかりとチェックしている。しかし，Y3系開発においては，機電一括方式
ということもあり，他の JR グループと比べると，鉄道事業者 Y 社はツナギ図のチェック
を鉄道車両メーカー任せにしている範囲が多かった。 
最終的に，鉄道車両メーカーB 社が編成図，形式図，見付図，断面図，機器配置図，ツ
ナギ図などを通して，車両の基本設計・詳細設計内容を一通り車両設計部門に確認しても
らった段階で設計会議は終了している。Y3系開発は全般的に手戻りが多く，あまり順調に
進まなかったようだが，最終的には当初のスケジュール通り 2014 年 6 月に無事営業運転
を開始している。しかし，プロジェクト終了後，鉄道車両メーカーB 社の開発責任者は，
プロジェクトの評価について以下のように述べている。 
 
量産先行車であることから，設計段階での客先との仕様打合せが不十分で構体製作
および艤装完成段階での設計変更や客先追加要望などが多発し，工程が混乱した。こ
の結果，多くの未完工事件数を残したまま，完成度の低い状態での出荷となった。（鉄
道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
また，鉄道事業者 Y社の開発責任者は，プロジェクトの評価について以下のように述べ
ている。 
 
機電一括案件であり，貴社製車体傾斜装置を当社の在来線電車へ初めて採用する等，
技術的にも負荷の高い案件であったが，指定納期に納入できたことに対しては評価し
ている。ただし，設計検証が不十分な機能や残工事が相当数残っているため，これら
の課題を全て完遂して欲しい。（鉄道事業者 Y 社の開発責任者） 
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以上のように，鉄道事業者 Y社の開発責任者は，プロジェクトの納期が守られた点につ
いては一定の評価をしているものの，設計検証が不十分な機能や残工事が相当数残ってい
る点については不満を漏らしており，総合評価を「やや問題あり」としている。 
 
4.3.5 開発業務の外部委託マネジメント 
鉄道事業者 Y 社は，鉄道車両メーカー1 社に対し，鉄道車両の主要な部品や機器を含む
機電一括の開発業務を承認図方式で外部委託していた。このサプライヤーの選定にあたっ
ては，鉄道事業者 Y社は，価格面と技術面を重視していた。発注後は，車両仕様に関する
決定権を有する鉄道事業者 Y社の車両設計部門が，社内外の組織間調整の中心にいた。具
体的には，鉄道事業者 Y社の車両設計部門は，設計会議を通して，鉄道車両メーカーの設
計内容や設計スケジュールを確認していた。ただし，鉄道事業者 Y 社の車両設計部門は，
問題があれば，すぐさま対処しようと試みてはいるが，いくつかの重要な問題については
タイムリーに解決できなかった。また，設計統合化の問題については，鉄道車両メーカー
が 3 次元 CAD 等でチェックしている一方，鉄道事業者 Y 社も配線チェック会を開催し，
組織横断的なレビューを何度も行うことで，その内容を入念にチェックしていた。しかし，
鉄道事業者 Y社の車両設計部門によるツナギ図のチェックについては，鉄道車両メーカー
任せにしている範囲が他のプロジェクトと比べてやや多かった。以上が，Y3系開発プロジ
ェクトにおいて，鉄道事業者 Y社が実行していた開発業務の外部委託マネジメントの概要
である。 
 
4.4 鉄道事業者 Z社の Z4系開発プロジェクト 
4.4.1 プロジェクトの概要 
Z4系は 1971年から量産され，その後もリニューアルや制御装置更新工事などを実施し
ながら，約 40年間使用され続けてきた既存の通勤車両 Z1系の置換えを目的に，設計方針
検討から営業運転まで約 3年もの歳月をかけて開発され，2010年 11月に投入された通勤
車両である。開発両数は先行発注 50両，その後の発注が 70両と 40両で計 160両，車両
の製造コストは総額約 200億円である。 
 
4.4.2 開発戦略 
鉄道事業者 Z 社は 1920 年に創業し，1927 年に日本で最初の地下鉄を開業しているが，
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1941年に戦時下の政府による交通事業の統制によって，その経営は営団へと引き継がれて
いる。戦後は国鉄と東京都が出資する特殊法人という位置づけであったが，1986年に政府
によって鉄道事業者 Z社民営化の基本方針が打ち出され，2004年に民営化されている。 
2016年 3 月現在，鉄道事業者 Z社は 9路線，約 2,700 両の車両を保有している。1920
年の創業以来，鉄道事業者 Z社は路線を順調に拡張し，その都度，その路線に合わせた車
両を開発してきた。その理由としては，路線ごとに車両の大きさや相互乗り入れ先が異な
る点が挙げられる。例えば，路線①と路線②は他社との相互乗り入れをしていないが，路
線①は戦前の日本最初の地下鉄であり，路線②は戦後に改良を加えた地下鉄であるため，
車両の大きさが微妙に異なっている。その後，路線③で車両の大型化を実現したが，路線
④以降に現在一般的な 20 メートル車と更に大型化したため，路線③だけが中途半端な大
きさになっている。路線④以降はほぼ同じ大きさだが，路線⑦と路線⑧は乗り入れ先の関
係で微妙に小さい。また，路線③以降はすべて相互乗り入れをしているが，乗り入れ先の
組合せはすべて異なっている。鉄道事業者 Z社としては，微妙に小さい車両を標準車両と
する開発戦略をとることもできるが，鉄道事業者 Z社の車両は乗車率の極めて高い都心部
を走行するため，車両の定員をたとえ 1名でも減らしたくない。したがって，鉄道事業者
Z社は，路線ごとに最適な車両を開発しようと試みている。 
鉄道事業者 Z 社が車両を開発するタイミングとしては，2 つのパターンがある。1 つ目
は，輸送上の問題解決である。例えば，ある路線で遅延が多く発生している場合，運転部
門が車両部門と協議しながら，運行ダイヤの変更やそのために必要な車両の開発計画とい
った輸送改善計画を立案するパターンである。2 つ目は，老朽化による車両の入れ替えで
ある。鉄道事業者 Z社は必要に応じて車両を開発し続けてきた結果，近い将来，複数路線
の車両を一気に入れ替えなければならない状況にあることを把握している。複数路線の車
両を一気に入れ替えるのは，投資の面でも開発のマンパワーの面でも難しい。そこで鉄道
事業者 Z 社は 2006 年に，今後は 5 年ごとに路線ごとに車両を入れ替えていくという車両
開発方針を打ち出している。5年ごとに 9路線を順次入れ替えていくと，45年に一度はす
べての車両を入れ替えることになる。これは車両の製品ライフサイクルとほぼ合致する。
現在では，鉄道事業者 Z社は車両の更新計画を策定し，これに基づいて車両を計画的に開
発している。Z4系開発もこの更新計画の一部である。 
鉄道事業者 Z社は，路線ごとに車両の仕様が多少異なっても構わないので，できるだけ
Z4系の開発コストを抑える方針を打ち出している。このため，Z4系開発については，2006
年に投入された新型通勤車両 Z0 系の基本仕様をベースにすることを早々と決めている。
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この車両をベースにしつつ，限られた予算，決められたスケジュールの中で，できるだけ
斬新なデザインにするというのが Z4系開発の基本方針である。 
 
4.4.3 開発体制 
Z4系の開発は，プロジェクトオーナーである鉄道事業者 Z社のほか，鉄道車両メーカー
B社，支給品メーカー17社が関与して行われている（図 4.4.3.1）。 
 
図 4.4.3.1 Z4系開発プロジェクト体制 
 
 
Z4系開発において，プロジェクトの中心にいたのは鉄道事業者 Z社の車両部設計課（以
下，車両設計部門と呼ぶ）である。当時の車両設計部門は課長 1名，課長補佐 3名，担当
が約 15名で構成されている。Z4系の開発責任者は車両設計部門の課長補佐であり，課長
補佐を中心とした車両設計部門が主に方針や仕様の決定，プロジェクト全体の管理，鉄道
事業者内やメーカー間の調整などを担当している。Z4系の開発責任者は車両の仕様に関す
る決定権を有しており，鉄道車両のコンセプト，品質，性能，開発スケジュールに対する
責任を負っている。しかし，開発予算に関する決定権は資材部門が有しており，その責任
は切り離されている。 
Z4系開発において，鉄道車両メーカーB社は，構体・客室・床下機器配置・運転室の基
本設計・詳細設計・生産準備といった車両設計業務に加えて，車両の外観や内観のデザイ
ンパース作成といった車両デザイン業務も担当している。鉄道事業者 Z社は，鉄道車両開
発プロジェクト毎に競争入札によって鉄道車両メーカー1 社を選定している。民営化以前
の鉄道事業者 Z社は，開発リスクの分散やメーカーの能力底上げを理由に共同設計方式に
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よる複社発注を採用することが多かった。しかし，民営化後，鉄道事業者 Z社は低価格調
達をより重視するようになったため，調達の基本方針を競争入札による一社発注へと変え
ている。Z4系開発においても，鉄道事業者 Z社は，競争入札を通して鉄道車両メーカーB
社を選定している。 
支給品メーカーとは，交付材メーカー同様，鉄道事業者が手配し，鉄道車両メーカーに
支給する部品や機器に関するメーカーのことである。Z4系開発においては，鉄道事業者 Z
社は制御装置，放送装置，戸閉装置，主電動機，冷房装置，集電装置，無線装置，ATC装
置，ATS装置，ブレーキ装置，蓄電池，補助電気装置，電源装置，車両制御情報管理装置，
台車装置，連結器，車両情報表示装置など，計 18 の部品や機器を支給品と位置づけ，こ
れらの設計・製造を 17社の支給品メーカーに発注している。 
鉄道事業者 Z社は，支給品メーカーも鉄道車両メーカー同様，プロジェクト毎に競争入
札によって選定している。ただし，一部の部品や機器については，鉄道事業者 Z社はある
特定のメーカーに発注している。例えば，鉄道事業者 Z社は，新型台車の開発やそのため
の要素開発など，台車の安全性向上を目的とした開発を一緒に進めるために，台車メーカ
ーS 社と長期にわたって継続的に開発契約を結んでいる。このため，鉄道事業者 Z 社は，
台車については，同社の技術ノウハウを知り尽くした台車メーカーS 社に必ず発注してい
る。なお，鉄道事業者 Z社と支給品メーカーとの間には，自動車産業などで見られる協力
会のような枠組みはなく，資本関係もない。しかし，多くの支給品メーカーは継続的な部
品供給などに関わっているため，鉄道事業者 Z社と長期的な取引関係を構築している。 
 
4.4.4 開発プロセス 
Z4系開発プロジェクトにおけるコンセプト作成段階，製品基本計画段階，製品エンジエ
アリング段階の開発マネジメントの実態を以下に記述する（図 4.4.4.1）。 
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図 4.4.4.1 Z4系開発プロジェクトの流れ 
開発段階 主担当 2007年 2008年 2009年 2010年 備考
コンセプト作成 鉄道事業者Z社 鉄道事業者Z社が作成
鉄道事業者Z社
鉄道車両メーカー
B社
支給品メーカー
鉄道事業者Z社
鉄道車両メーカー
B社
支給品メーカー
工程エンジニアリング
・製造（第一編成）
鉄道車両メーカー
B社
鉄道車両メーカーB社や支給品メー
カーが担当（ただし、車両の最終組
立は鉄道車両メーカーB社が担当）
製品基本計画
鉄道車両メーカーB社や他のメー
カーからの技術提案を参考にしなが
ら、鉄道事業者Z社が作成
製品エンジニアリング
鉄道車両メーカーB社や支給品メー
カーが担当（ただし、鉄道事業者Z
社がデザインレビューで設計内容を
確認）
生産準備
・製造
技術提案
08/01 08/06
09/03
10/02
09/08 10/07
設計方針の検討
車両の素案検討
確認・調整・進捗管理
車両デザイン検討・詳細設計
試験へ
詳細検討・車両重量管理など
 
（筆者が作成） 
 
4.4.4.1 コンセプト作成 
Z4 系開発は，車両更新計画に基づいて 2008 年に発足したプロジェクトである。Z4 系
が走行する路線は 1969 年に路線の一部が開通し，1979 年には全線開通している。現在，
Z4 系が走行する路線は，鉄道事業者 V 社や X 社の路線との相互直通運転を実施し，1 日
あたり約 115万人の乗客が利用している。 
Z4 系が走行する路線の主力車両 Z1 系は，1971 年から量産され，その後もリニューア
ルや制御装置更新工事などを実施しながら，約 40 年間使用され続けてきた。しかし，導
入から長期間が経過し，技術の陳腐化や機器の劣化が目立ち始めたため，このうち 160両
を Z4系に更新することになった。 
はじめに，車両設計部門は急曲線，駅間距離の短さ，乗車率の高さといったこの路線特
有の過酷な環境下における運用を考慮し，「次世代の通勤車両として，あらゆる分野で最先
端かつ実績ある鉄道車両技術をバランスよく融合し，製造すること」という設計コンセプ
トを策定している。また，車両設計部門は，このコンセプトに加えて，各機器の省エネル
ギー化をはじめ，走行騒音の低減，リサイクル性や安全性の向上を目標として掲げている。
具体的には，車両設計部門は，2006年に投入された新型通勤車両 Z0系の基本仕様をベー
スにしつつも，路線ごとに色を出すために斬新なエクステリア・インテリアデザインを提
案すること，鉄道事業者 V社や X社への相互乗り入れの対応をすること，という設計方針
をまとめている。 
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4.4.4.2 製品基本計画 
車両設計部門は設計方針をまとめた後，鉄道車両メーカーや各支給品メーカーと技術提
案会を開催している。例えば，車両設計部門は，2009 年 1 月 21 日に鉄道車両メーカーB
社と 1 回目の技術提案会を開催しており，その後も 2009 年 2 月 25 日まで計 3 回開催し
ている。1 回目の技術提案会では，Z4 系の発注方式，発注時期，仕様の確認，2 回目は，
Z4系の編成図・形式図・インテリアデザイン・構体構造の提案，機器配置の仕様確認とコ
ストダウン提案，仕様の確認，3 回目は，構体構造の解析結果報告，主要緒元・編成図・
形式図・車体断面・客室見付・機器配置の確認を車両設計部門は鉄道車両メーカーB 社と
行っている。 
一方，技術提案会と並行して，車両設計部門は鉄道車両メーカーや支給品メーカーから
の技術提案や，車両部門内の不具合対応担当やメンテナンス担当の意見を参考にしながら，
車両の素案を検討している。Z4 系開発においては，車両設計部門は，ベース車両である
Z0系の素案を修正する形で素案の検討を進めている。検討が進んだ段階で，車両設計部門
は運転部門，営業部門，工務部門，電気部門といった鉄道事業者 Z社内の関連部門に対し
て個別に検討結果を説明し，それぞれの部門から合意を得るよう努めている。特に，運転
部門からの要望は毎回多いため，新型車両開発の時だけではなく，半年に一度，車両設計
部門は車両改修要望という名目で新型車両に対する要望事項を収集し，それを車両の素案
に反映するようにしている。そして，車両の素案をまとめた後，鉄道事業者 Z社は，複数
の鉄道車両メーカーによる競争入札を行い，2009年 3月某日に先行発注 50両分の車両開
発業務を鉄道車両メーカーB 社に発注している。この発注とほぼ同時期に，鉄道事業者 Z
社は制御装置，放送装置，戸閉装置，主電動機，冷房装置，集電装置，無線装置，ATC装
置，ATS装置，ブレーキ装置，蓄電池，補助電気装置，電源装置，車両制御情報管理装置，
台車装置，連結器，車両情報表示装置などの部品や機器を支給品と位置づけ，これらの設
計・製造を各支給品メーカーに発注している。 
 
4.4.4.3 製品エンジニアリング 
鉄道車両メーカーB 社や交付材メーカーへの発注以降の技術提案会は，設計会議へと名
称を変えている。車両設計部門は，第 1回設計会議を 2009年 3月 18日に開催しており，
運転室機器の確認，構体構造の衝突解析，エクステリアデザインのイメージについて鉄道
車両メーカーB社と議論している。 
2009 年 4 月 20 日には，車両設計部門は Z4 系のキックオフミーティングを開催してい
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る。キックオフミーティングでは，車両設計部門が開発体制や開発スケジュールを改めて
確認すると共に，編成図・形式図，エクステリア・インテリアデザイン，側断面・妻断面，
構体関係，客室機器配置，床下機器配置，屋上機器配置，機器搭載品確認表といった基本
設計や詳細設計について鉄道車両メーカーB社と議論している。 
キックオフミーティング後は，鉄道車両メーカーB 社や各支給品メーカーが車両全体や
各部品や機器の詳細設計を進めている。支給品メーカーは担当分の部品や機器の詳細設計
を行い，鉄道車両メーカーは支給品メーカーからの設計情報を参考にしつつ，構体強度解
析・振動解析・空調解析・照度解析といった各種シミュレーション技術や 3 次元 CAD を
効果的に活用しながら，車両の詳細設計を進めている。 
鉄道車両メーカーB 社や各支給品メーカーによって検討された内容は，車両設計部門と
の設計会議の場で審議される。設計会議は 2～3 週間に一度の頻度で，車体艤装，制御装
置，放送装置，戸閉装置，主電動機，冷房装置，集電装置，無線装置，ATC 装置，ATS装
置，ブレーキ装置，蓄電池，補助電気装置，電源装置，車両制御情報管理装置，台車装置，
連結器，車両情報表示装置といった各部品や機器ごとに分かれて開催されている。特に，
車両全体を対象とした車体艤装の設計会議は，車両設計部門と鉄道車両メーカーB 社の間
で 2010年 2月 18日の第 22回まで続いている。その設計会議の様子については，鉄道車
両メーカーB社の開発責任者が以下のように述べている。 
 
鉄道事業者Z社が 100点満点でスケジュールを守れたかっていうとそうではないが，
全体的には自分達が決めるという意識はあり，無責任に放り投げはしなかった。（鉄
道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
今回は限られた時間の中では，かなり協力していただいたと思います。鉄道事業者
Z 社で初めて採用していただいた構造や材料もある。もちろん，全部飲んでもらえた
わけでもないし，条件付きだったり，いろいろありますけど，比較的積極的に，まず
話は聞いてくれますし，自分達で判断して問題無ければ，自分達が初採用するもので
も採用してもらえました。（鉄道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
車体艤装の設計会議において，鉄道車両メーカーB 社は，新しい構造や材料の提案を何
度も行っているが，そのほとんどを採用するなど，車両設計部門はタイムリーに仕様を決
定している。 
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車体艤装の設計会議において，車両設計部門は，詳細設計と並行して車両のデザインに
ついても議論している。車両のデザイン検討は，発注後の 2009年 3月 24日に，鉄道車両
メーカーB社が予め準備していたデザイン案を見せながら，鉄道事業者 Z社の要望を聞く
ところから正式に始まっている。その場で，車両設計部門は，「Z0 系を超えるエクステリ
アデザインでないと採用するのは難しい」や「客室が広く見えるようなインテリアデザイ
ンにして欲しい」など，鉄道車両メーカーB 社に対して要求を出している。一方，鉄道車
両メーカーB社は，「7月中旬に構体材料の発注を行う必要があるため，6月初旬までにエ
クステリアデザインを決定して欲しい」や「インテリアデザインは 9月末までに決定して
欲しい」など，デザイン決定スケジュールに関する要求を車両設計部門に対して出してい
る。 
その後，鉄道車両メーカーB 社が設計会議の場でデザイン案を提示し，それに対して車
両設計部門がコメントするというやり取りが何度も続いている。そして，エクステリアデ
ザインについては，2009年 6月 2日に鉄道車両メーカーB社から提出されたデザイン案が
鉄道事業者 Z 社の社長や担当役員によって承認され，デザインの方針が決定されている。
その後も鉄道車両メーカーB 社と車両設計部門との間で協議を続けながら，デザイン案の
微修正が続き，最終的には 2009 年 10月 21 日にエクステリアデザイン，11 月 10 日にイ
ンテリアデザインが決定されている。 
Z4系開発では，懸念事項であった支給品に関する課題をできるだけ早く解決するために，
鉄道車両メーカーB社は鉄道事業者 Z社に対し，支給品メーカーを含めた合同設計会議を
開催するよう何度か要求している。例えば，2009年 5月 22日には，鉄道事業者 Z社，鉄
道車両メーカーB 社，台車メーカーS 社の 3 社で合同設計会議を開催し，台車に関する設
計上の課題について議論している。また，2009年 7月 13日には，鉄道事業者 Z社，鉄道
車両メーカーB社，重電メーカーR 社（匿名）の 3 社で合同設計会議を開催し，空調装置
に関する設計上の課題について議論している。さらに，2009年 7月 13日と 10月 22日に
は，鉄道事業者 Z 社，鉄道車両メーカーB社，重電メーカーT社（匿名）の 3社で合同設
計会議を開催し，主回路装置に関する設計上の課題について議論している。 
一方，部品や機器ごとに分かれている各設計会議における情報，特に機器間ツナギと呼
ばれる機器間のインターフェイスに関する情報を，鉄道事業者 Z 社と鉄道車両メーカーB
社と各支給品メーカー間で調整・共有化するために，車両設計部門はツナギ・インターフ
ェイス会議と称するデザインレビューを計 5回，車体艤装の設計会議の中で開催している。
ツナギ・インターフェイス会議では，車両設計部門と鉄道車両メーカーB 社のシステム設
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計担当者が機器間ツナギに関する変更点や課題について集中的に議論している。そのツナ
ギ・インターフェイス会議の様子については，鉄道車両メーカーB 社の開発責任者が以下
のように述べている。 
 
基本的には，ツナギは彼ら（鉄道事業者 Z 社）のものだという認識はありました。
その分担という意味では，彼らがしっかりしていました。ただ，マンパワーの問題か
どうかはわかりませんが，かなり遅れがちだったのは確かです。決まっている分担に
関しては遅れてきたけど，やるべき分担としては向こうでしっかり見てもらっていた。
（鉄道車両メーカーB 社の開発責任者） 
 
Z4系開発において，車両設計部門はマンパワーの問題もあり，ツナギ図のチェックが遅
れがちであった。しかし，車両設計部門は，ツナギ図は鉄道事業者のものであるという認
識を強く持っており，その内容については入念にチェックしている。 
最終的に，鉄道車両メーカーB 社が編成図，形式図，見付図，断面図，機器配置図，ツ
ナギ図などを通して，車両の基本設計・詳細設計内容を一通り車両設計部門に確認しても
らった段階で設計会議は終了している。その後も Z4 系の開発は順調に進み，2010 年 11
月に無事営業運転を開始している。プロジェクト終了後，鉄道事業者Z社の開発責任者は，
プロジェクトの評価について以下のように述べている。 
 
納入後の指摘件数は多いものの，都度対応できており，評価している。（鉄道事業者
Z 社の開発責任者） 
 
以上のように，プロジェクトとしては順調に進み，納入された車両の出来栄えにも満足
だったため，鉄道事業者 Z社の開発責任者は総合評価を「特に良い」としている。 
 
4.4.5 開発業務の外部委託マネジメント 
鉄道事業者 Z社は，鉄道車両の主要な部品や機器は支給品メーカーに，それ以外の部分
はまとめて鉄道車両メーカーに開発業務を承認図方式で外部委託していた。これらサプラ
イヤーの選定にあたっては，鉄道事業者 Z社は，競争入札による一社発注を採用していた。
発注後は，車両仕様に関する決定権を有する鉄道事業者 Z社の車両設計部門が，社内外の
組織間調整の中心にいた。具体的には，鉄道事業者 Z社の車両設計部門は，設計会議を通
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して，鉄道車両メーカーや支給品メーカーの設計内容や設計スケジュールを確認し，問題
があれば，すぐさま対処していた。また，設計統合化の問題については，鉄道車両メーカ
ーが 3 次元 CAD 等でチェックしている一方，鉄道事業者 Z 社もツナギ・インターフェイ
ス会議を開催し，組織横断的なレビューを何度も行うことで，その内容を入念にチェック
していた。以上が，Z4 系開発プロジェクトにおいて，鉄道事業者 Z 社が実行していた開
発業務の外部委託マネジメントの概要である。 
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第 5章 考察 
前章では，広範な開発業務の外部委託マネジメントが実施されている鉄道車両開発の実
態を明らかにするために，4 つの鉄道車両開発プロジェクトの実態を記述した。次に，4
つの鉄道車両開発プロジェクトにおける開発業務の外部委託マネジメントの共通点や相違
点を抽出するために，前章で記述した鉄道車両開発の実態を本研究の分析視点である境界
の設定，パートナー選択，ガバナンス選択，組織間調整で整理を行った（表 5.0.1）。 
 
表 5.0.1 4つの鉄道車両開発プロジェクトの実態 
W1系 X2系 Y3系 Z4系
１．プロジェクト概要
　１）車種 近郊車両 新幹線 特急車両 通勤車両
　２）両数 28両 5両 4両 50両
　３）鉄道事業者 JRグループW社 JRグループX社 JRグループY社 大手民営鉄道Z社
　４）鉄道車両メーカー A社、B社 B社、C社 B社 B社
２．外部委託マネジメント
Ａ．境界の設定
　ａ）まとまった仕事を委託
構造面の設計統合化を外部
委託
同左 同左 同左
　　（承認図方式） 承認図方式を採用 同左 同左 同左
　　（ゲストエンジニア制度）
ゲストエンジニア制度は不採
用
同左 同左 同左
　　（車両デザイン） デザイン会社に委託 デザイン会社に委託 鉄道車両メーカーに委託 鉄道車両メーカーに委託
　　（交付材制度）
標準的な支給品範囲（ただ
し、台車は一部支給品）
標準的な支給品範囲（ただ
し、台車は一部支給品）
支給品はほとんど無かった
（機電一括契約）
標準的な支給品範囲（台車は
すべて支給品）
Ｂ．パートナー選択
　　　＆ガバナンス選択
　ａ）マルチソーシング
共同設計方式による複社発
注
共同設計方式による複社発
注
一社発注
競争入札による一社発注（た
だし、台車は特命で発注）
　ｂ）長期継続取引関係
協力会こそ存在しないが、サ
プライヤーと長期安定的な取
引関係を構築していた
同左 同左 同左
　ｃ）少数者間の有効競争
少数のサプライヤーと取引し
ていた
同左 同左 同左
Ｃ．組織間調整
　ａ）バウンダリースパナー
　　（権限）
車両仕様に関する決定権を
有していた
同左 同左 同左
　　（ツナギ図のチェック） すべて入念にチェック すべて入念にチェック
チェックをメーカー任せにして
いる範囲が多かった
すべて入念にチェック
　　（役割） タイムリーに仕様を決定 タイムリーに仕様を決定
重要な仕様をタイムリーに決
定できていなかった
タイムリーに仕様を決定
　ｂ）コンカレント
　　　エンジニアリング
積極的な開発のオーバーラッ
プは見られなかった
同左 同左 同左
　ｃ）フロントローディング
　　（デザインレビュー）
組織横断的なレビューは見ら
れた
同左 同左 同左
Ｚ．プロジェクトの総合評価
　ａ）鉄道事業者の評価 良い 特に良い やや問題あり 特に良い  
（筆者が作成） 
 
本章では，4 つの鉄道車両開発プロジェクトにおける開発業務の外部委託マネジメント
の共通点や相違点を抽出し，それらを比較・分析することによって，広範な開発業務の外
部委託マネジメントについて考察する。 
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5.1 広範な開発業務の外部委託マネジメントの特徴 
本節では，広範な開発業務の外部委託マネジメントは部分的な開発業務の外部委託マネ
ジメントと比べて何が難しいのかを明らかにするために，鉄道車両開発の実態と研究蓄積
豊富な自動車産業における開発業務の外部委託マネジメントを比較することによって，そ
の違いを特定し，理由を考察する。 
はじめに，表 5.0.1 から 4 つの鉄道車両開発プロジェクトにおける開発業務の外部委託
マネジメントの共通点を抽出する。その結果，これら 4つの鉄道車両開発プロジェクトに
は，構造面の設計統合化の外部委託，承認図方式の採用，ゲストエンジニア制度の不採用，
サプライヤーとの長期安定的な取引関係の構築，少数サプライヤーとの取引，車両仕様の
決定権保有，積極的な開発オーバーラップはしていない，組織横断的なレビューの実施な
どの共通点があり，取引頻度が低い，資産特殊性41が高い，不確実性が高い，サプライヤ
ーの裁量範囲が広いという 4つの点が鉄道車両開発の一般的な特徴であることがわかった
（表 5.1.1）。 
 
表 5.1.1 自動車開発マネジメントと鉄道車両開発の実態の比較 
自動車開発マネジメントの特徴 鉄道車両開発の実態 主な差異理由
Ａ．境界の設定
　ａ）まとまった仕事を委託 　　・構造面の設計統合化を外部委託
　・開発頻度が低い
　　（取引頻度が低い）
　・専門サプライヤーの存在
　　（資産特殊性が高い）
　　（承認図方式） 　　・承認図方式を採用 －
　　（ゲストエンジニア制度） 　　・ゲストエンジニア制度は不採用
　・ニーズの多義性が低い
　　（不確実性が低い）
　・構造面の設計統合化を外部委託
　　（サプライヤーの裁量範囲が広い）
Ｂ．パートナー選択＆ガバナンス選択
　b）長期継続取引関係
　　・協力会こそ存在しないが、サプライヤーと
　　　長期的安定的な取引関係を構築していた
－
　c）少数者間の有効競争 　　・少数のサプライヤーと取引していた －
Ｃ．組織間調整
　ａ）バウンダリースパナー
　　（権限） 　　・車両仕様に関する決定権を有していた
　・ニーズの多義性が低い
　　（不確実性が低い）
　・構造面の設計統合化を外部委託
　　（サプライヤーの裁量範囲が広い）
　b）コンカレントエンジニアリング
　　・積極的な開発のオーバーラップは
　　　見られなかった
　・構造面の設計統合化を外部委託
　　（サプライヤーの裁量範囲が広い）
　c）フロントローディング
　　（デザインレビュー） 　　・組織横断的なレビューは見られた －  
（筆者が作成） 
                                                   
41 資産特殊性とは，特定の取引先との関係の中でのみ機能する特殊化された資産への投資
の程度である。通常，取引対象の資産特殊性や取引環境の不確実性，取引頻度が高いほど，
取引コストは大きくなる（Williamson，1985）。 
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以下，広範な開発業務の外部委託マネジメントは部分的な開発業務の外部委託マネジメ
ントと比べて何が難しいのかを明らかにするために，4 つの鉄道車両開発プロジェクトに
おける開発業務の外部委託マネジメントの共通点と研究蓄積豊富な自動車産業における開
発業務の外部委託マネジメントを比較・分析する。 
 
5.1.1 境界の設定 
境界の設定という視点で自動車開発と鉄道車両開発を比較した結果，共通点が 1つ見ら
れた。それは承認図方式の採用である。例えば，W1 系開発プロジェクトにおいて，鉄道
事業者 W 社の車両設計部門は，主に設計会議の場で，鉄道車両メーカーA 社と B 社から
提示された車両の基本設計・詳細設計の内容を確認・承認していた。これは Clark and 
Fujimoto（1991）が指摘していた内容と同じである。承認図方式の場合，サプライヤーが
自ら設計図を作成するので，新モデルが立ち上がる更に早期の企画段階からバイヤーと接
触し，次期モデルについて緊密な情報交換を行い，互いに情報を共有しながら納入する部
品の設計業務を行うことが多い。この承認図方式を通して，鉄道事業者も開発の早期段階
から鉄道車両メーカーや交付材メーカーの関与を促し，設計統合化に関する問題を早期に
解決しようと試みている。 
一方，境界の設定という視点で自動車開発と鉄道車両開発を比較した結果，2 つの違い
が見られた。1 つ目の違いとしては，鉄道事業者が構造面の設計統合化を含む広範な開発
業務を鉄道車両メーカーに外部委託している点が挙げられる。例えば，W1 系開発プロジ
ェクトにおいて，鉄道事業者W 社は，ツナギ図の作成やチェックなどの機能面の設計統合
化については，鉄道車両メーカーA社や B社との 3者間で業務を分担していたが，構造面
の設計統合化については，その業務を鉄道車両メーカーA 社と B 社に外部委託していた。
自動車開発においては，バイヤーである自動車メーカーが機能面と構造面の両面の設計統
合化の主体であった（Clark and Fujimoto, 1991）。しかし，鉄道車両開発においては，サ
プライヤーである鉄道車両メーカーが構造面の設計統合化の主体である点が自動車開発と
は異なっている。 
鉄道車両のような大型製品システムは多くの部品や機器で構成されているため，バイヤ
ーである鉄道事業者自らが広範な開発業務を担当することは難しい。また，鉄道車両の開
発頻度は多くても年 1回程度とそれほど高くないため，鉄道事業者内部で広範な開発業務
を行うと，人的資源などの開発資源を有効活用しにくいという問題が生じる。さらに，外
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部には製品の最終組立を含む鉄道車両開発業務を請け負う専門のサプライヤーが複数存在
している状況にある。これらの点を考慮して，鉄道事業者は，構造面の設計統合化を含む
広範な開発業務を鉄道車両メーカーに外部委託していると考えられる。 
この点は取引コスト理論42で説明することができる。開発業務の外部委託は，業務が複
雑なため，不確実性が高まり，結果として取引コストの増大につながる。また，開発業務
の外部委託においては，サプライヤーはバイヤーが決定する仕様に合わせて開発業務を遂
行する必要があるため，資産特殊性の程度が高まる。取引コスト理論の観点から考えると，
開発業務は企業内部で実施すべき業務である。ただし，開発業務の内部化には，様々な問
題点が伴うことが多い（Dyer, 2000）。第 1に，開発業務の内部化はコスト低減や品質向上
に向けて強いインセンティブが働かないことが多い。第 2に，開発業務が内部化されると，
外部の専門スキルの高い設計業者を利用しにくくなる。第 3に，不確実性に直面した時に
自前だと柔軟に環境適応することが難しくなる。第 4に，開発業務を内部化すると，人件
費が高くつくことが多い。これらのデメリットが大きい場合は，開発業務といえども外部
委託の対象となる。鉄道車両開発においては，外部の専門サプライヤーが存在しているた
め，彼らを活用しないことは資源の有効活用という観点で問題がある。また，鉄道車両開
発は開発頻度がそれほど多くないため，開発専門部隊を維持するのは難しい。さらに，鉄
道車両開発は自動車開発と比べて，ニーズがつかみやすく，業務の不確実性が低いため，
取引コストは小さくなる。したがって，鉄道事業者は，取引コストの増大と内部化した時
のデメリットを比較した上で，よりメリットの多い外部委託を選択していると考えられる。  
2 つ目の違いとしては，鉄道事業者がゲストエンジニア制度を採用していない点が挙げ
られる。例えば，W1 系開発プロジェクトにおいて，鉄道車両メーカーや交付材メーカー
から鉄道事業者W 社に技術者が派遣され，駐在しているという事実は無かった。この点は，
藤本・延岡（2006）が指摘していた点とは異なっている。 
この違いは，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託している点が影響し
                                                   
42 取引コスト理論は，取引の主体の総費用を市場（外部取引）と組織（内部取引）の間で
比較し，総費用の少ない方を選択するという取引形態についての理論である（Williamson，
1985）。取引コストとは，取引相手を探索し，正当な契約を締結するための種々の活動に
かかわるコスト（事前の取引コスト）だけではなく，取引が契約通りに履行されているの
監視や再交渉のコスト（事後的な取引コスト）も含む概念である。この理論は前提として，
人間は限定された情報能力の範囲でしか合理的に行動できない限定合理性と，自分の利益
のために相手を騙してでも行動する機会主義という 2つの人間の行動を仮定している。こ
のような世界では，市場取引における無駄，すなわち取引コストが発生する。例えば，予
期せぬ事態に備えて準備すること，相手に騙されないように詳細な契約書を作成すること，
相手の履行状況を注意深く監視すること，などが取引コストを発生させる原因となる。 
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ている。自動車開発において，自動車メーカーは，機能面や構造面の設計統合化を早期に
高めるために，サプライヤーと緊密なコミュニケーションをとることができるゲストエン
ジニア制度を採用している。しかし，鉄道車両開発の場合，構造面の設計統合化の主体は
鉄道事業者ではなく，鉄道車両メーカーである。鉄道車両メーカーにとって，構造面の設
計統合化は内部の問題であるため，それを解決するために技術者をわざわざ鉄道事業者に
常駐させる必要性は少ない。また，鉄道事業者にとっても，構造面の設計統合化は鉄道車
両メーカーに外部委託しているため，わざわざ技術者に常駐してもらう必要性も少ない。
さらに，後段で詳しく説明するが，鉄道車両開発においては，開発のオーバーラップはほ
とんど行われていないため，自動車開発ほど，バイヤー・サプライヤー間で緊密なコミュ
ニケーションをとる必要性も少ない。したがって，鉄道車両開発においては，鉄道事業者
も鉄道車両メーカーもゲストエンジニアの派遣を基本的には必要としていないと考えられ
る。 
この点も，取引コスト理論で説明することができる。開発業務の外部委託は，業務が複
雑なため，不確実性が高まり，結果として取引コストの増大につながる一方，鉄道車両開
発は，自動車開発と比べてニーズがつかみやすく，業務の不確実性が低いため，組織間調
整はそれほど複雑にはならない。したがって，鉄道車両開発において，バイヤーはサプラ
イヤーとの緊密なコミュニケーションを可能にするゲストエンジニア制をわざわざ採用し
ていないと考えられる。  
 
5.1.2 パートナー選択・ガバナンス選択 
パートナー選択とガバナンス選択という視点で自動車開発と鉄道車両開発を比較した結
果，共通点が 2つ見られた。それはサプライヤーとの長期安定的な取引関係の構築と少数
サプライヤーとの取引である。例えば，W1 系開発プロジェクトにおいて，鉄道事業者W
社は，ある程度固定された，開発実績の豊富な少数の候補者の中から，プロジェクトごと
に鉄道車両メーカーや交付材メーカーを選定していた。これは藤本（1997）が日本の自動
車メーカーにおけるサプライヤー管理の特徴として指摘していた長期・継続取引関係や少
数者間の有効競争と同じ内容である。 
ただし，鉄道車両開発には，トヨタ自動車の協豊会や栄豊会のような協力会は存在しな
い。自動車開発において，自動車メーカーが協力会を形成している理由としては，サプラ
イヤー数が多いため，サプライヤー間の競争が激しいこと，特定のサプライヤーが特定の
自動車メーカーと集中的に取引を行うと，十分な取引量を確保できること，自動車メーカ
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ーとサプライヤー間の摺合せが重要であることなどが挙げられる。これに対し，鉄道車両
開発は，参入障壁が高いため，サプライヤー数が少なく，特定のサプライヤーを囲い込む
と，他の鉄道事業者が車両を開発することができなくなる可能性が出てくる。また，囲い
込まれるサプライヤー側からみると，特定の鉄道事業者との取引だけでは，事業規模を維
持するだけの十分な取引量を確保できないという問題がある。これらの理由により，鉄道
事業者は協力会のような特定のサプライヤー集団をつくっていないと考えられる。 
しかし，実際は鉄道車両特有の部品や機器が多いため，鉄道車両開発は新規サプライヤ
ーにとって参入障壁の高い産業となっている。このため，鉄道車両開発には協力会は存在
しないものの，鉄道事業者はある程度固定された，開発実績の豊富な少数サプライヤーの
中から，プロジェクトごとに鉄道車両メーカーや交付材メーカーを選定している。したが
って，鉄道車両開発においても，目には見えないが，実質的には協力会に近しい集団が存
在していると考えられる。 
 
5.1.3 組織間調整 
組織間調整という視点で自動車開発と鉄道車両開発を比較した結果，2 つの違いが見ら
れた。1 つ目の違いとしては，鉄道事業者の開発責任者は内部統合と外部統合を同時に，
かつ強力に推進する立場ではなかった点である。例えば，W1 系開発プロジェクトにおい
て，鉄道事業者W 社の開発責任者は，社内やサプライヤーとの調整を繰り返しながら，車
両の仕様を決定し，かつプロジェクトを管理する役割を担っていたが，重量級プロダクト
マネジャーのように，開発のみならず，生産や営業などを含む幅広い分野での部門間調整
や強力に設計統合化を推進する立場ではなかった。この点は藤本・安本（2000）が指摘し
ていた「ニーズの多義性が高く，かつ製品の複雑性が高い特徴を持つ産業における製品開
発においては，重量級プロダクトマネジャーがプロジェクトを総合的にまとめあげている」
点と整合している。つまり，ニーズがある程度特定しやすい鉄道車両開発においては，内
部統合と外部統合を強力に推し進める重量級プロダクトマネジャーは必要ないと考えられ
る。また，この点については，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託して
いる点も影響している。自動車開発においては，自動車メーカー自らが製品コンセプトを
作成し，機能面，構造面の設計統合化を担当している。このため，この 2つの活動をつな
ぎ，かつこれらの活動を強力に推し進める開発責任者がバイヤー側に必要となる。しかし，
鉄道車両開発の場合，構造面の設計統合化を担当しているのは鉄道事業者ではなく，鉄道
車両メーカーである。このため，鉄道車両開発において，鉄道事業者の開発責任者は自動
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車メーカーの開発責任者ほど広い範囲に目を配ることはできない状況にある。 
この点は，資源依存理論43で説明することができる。開発業務の外部委託は，業務の専
門性が高いため，サプライヤーが限定される。少数のサプライヤーはバイヤーに対し，交
渉力を有することになる。自動車開発と比べると，鉄道車両開発におけるサプライヤー数
は少ない。このため，鉄道車両メーカーは鉄道事業者に対し，より交渉力を有することに
なり，その裁量範囲も広くなる。したがって，鉄道事業者の開発責任者は，自動車開発の
開発責任者のように，内部統合と外部統合を同時に，かつ強力に推進する立場ではなかっ
たと考えられる。 
2 つ目の違いとしては，鉄道車両開発において，設計方針策定，基本設計，詳細設計と
いったそれぞれの開発段階がオーバーラップしている様子はうかがえなかった点である。
この点は藤本・安本（2000）が指摘していた「ニーズの多義性が低い，もしくはニーズの
不確実性が低い特徴を持つ産業における製品開発においては，問題発見・解決のオーバー
ラップが行われている」点とは整合していない。もちろん，活動の時間的オーバーラップ
が全く無かった訳ではない。例えば，W1 開発プロジェクトにおいて，鉄道車両メーカー
の設計部門は，鉄道車両の構体の詳細設計図が出図される前に，鉄道車両製造に必要な材
料の種類・形状・数量をまとめた材料表を発行することによって，構体の材料手配を先行
して進めていた。しかし，これらの活動は全体のごく一部であり，基本的には上流での設
計活動がいまだ不確実な状況下で，下流活動がフライングスタートするといった意味での
オーバーラップはほとんど行われていなかった。 
開発のオーバーラップの主要な狙いの一つは，開発リードタイムの短縮である。自動車
開発において，開発リードタイムの短縮は，厳しい競争環境を勝ち抜くための命題である。
一方，鉄道車両開発においては，開発リードタイムの短縮は必要なことではあるが，それ
よりもむしろ，より良い輸送サービスを提供するために，使い勝手がよく，かつ故障が少
ない車両を開発することに重きを置いている。このため，鉄道車両開発においては，開発
リードタイム短縮を目的に，設計手戻りリスクのある開発のオーバーラップはわざわざ行
われていないと考えられる。また，鉄道車両開発において，開発のオーバーラップがほと
                                                   
43 資源依存理論は，組織間の資源依存関係とその関係から導出されるパワー関係のコント
ロールに関する理論である（Pfeffer and Salancik，1978）。組織は，その存続と成長に必
要な資源を完全にコントロールできるような存在ではなく，資源を所有する他組織と相互
依存関係にある。しかしながら，相互依存関係に偏りがある場合，資源をより多く有して
いる組織は，資源をより少なく所有している組織に対し，パワーを有することになる。こ
うしたパワーは，より少ないパワーを有する組織にとって脅威となる。したがって，より
少ないパワーを有する組織は，より多いパワーを有する組織への資源依存度を減らすこと，
もしくはパワーを高めることが，組織の存続・成長にとって重要となる。 
 84 
んど行われない理由としては，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託して
いる点も影響している。自動車開発では，バイヤーである自動車メーカーが仕様決定も機
能面や構造面の設計統合化も担当している。このため，開発リードタイムを短縮するため
に，自動車メーカーが仕様変更による設計手戻りのリスクをとって，活動の時間的オーバ
ーラップを仕掛けることが可能になっている。しかし，鉄道車両開発の場合，仕様決定は
鉄道事業者であるが，機能面の設計統合化は鉄道事業者と鉄道車両メーカーで分担し，構
造面の設計統合化は鉄道車両メーカーが担当している。このため，鉄道車両開発において，
鉄道車両メーカーは，鉄道事業者からの仕様変更による設計手戻りを恐れて，活動の時間
的オーバーラップを仕掛けることがなかなかできない状況にある。 
この点も，資源依存理論で説明することができる。開発業務の外部委託は，業務の専門
性が高いため，サプライヤーが限定される。少数のサプライヤーはバイヤーに対し，交渉
力を有することになる。自動車開発と比べると，鉄道車両開発におけるサプライヤー数は
少ない。このため，鉄道車両メーカーは鉄道事業者に対し，より交渉力を有することにな
り，その裁量範囲も広くなる。したがって，鉄道事業者は，開発のオーバーラップを仕掛
けたくても，仕様変更による設計手戻りを恐れる鉄道車両メーカーをなかなか動かすこと
ができない状況にあると考えられる。 
一方，鉄道事業者はオーバーラップ型開発よりもむしろフロントローディング活動の方
を重視していたと捉えることもできる。例えば，鉄道事業者W 社は，製品基本計画段階に
多くの問題点を洗い出し，主に鉄道車両メーカーや交付材メーカーから提案されるそれら
の解決方法を車両の素案やデザインにできるだけ反映することによって，早期に車両の性
能や安全性をつくり込もうとしていた。また，製品エンジニアリング段階では，鉄道事業
者W 社が設計会議やツナギ全体会議と称するデザインレビューを開催し，鉄道車両メーカ
ーや交付材メーカーが各種シミュレーション技術を活用することによって，関連部門によ
る設計品質の組織的な事前評価を行っていた。この点は藤本・安本（2000）が指摘してい
た「ニーズの不確実性が低い，もしくは技術的な原因と結果の不確実性が低い特徴を持つ
産業における製品開発においては，問題解決の早期収束が行われている」点と整合してい
る。 
藤本・延岡（2006）は，開発初期段階から，すべての関連技術者が共同で問題解決に取
り組む組織ルーチンができている状況において，バイヤーはフロントローディングをうま
く推進することができると指摘している。1990 年代中盤以降，IT 技術の導入が遅れてい
た日本の自動車メーカーの方が，欧米の自動車メーカー以上にフロントローディングをう
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まく推進することができていた理由は，この組織能力の違いが大きい。この点は，鉄道車
両開発においても当てはまる。つまり，鉄道車両開発においても，開発初期段階から，す
べての関連技術者が共同で問題解決に取り組む組織ルーチンができていると考えられる。
鉄道車両開発は寡占市場であるため，ある程度顔を知った者同士が，長期にわたって協力
し合いながら開発を進めてきたという長い歴史がある。この長い歴史の中で，鉄道車両開
発においても，開発初期段階から，すべての関連技術者が共同で問題解決に取り組む組織
ルーチンができるようになってきたと考えられる。 
また，鉄道車両開発がオーバーラップ型ではなく，フロントローディング型を重視して
いる理由としては，ニーズの不確実性が低い点が挙げられる。ニーズが明確だからこそ，
開発初期段階で製品仕様を固定化しても後々大きな問題にはなりにくい。したがって，鉄
道車両開発においては，活動の時間的オーバーラップを重視するのではなく，むしろ徹底
して前倒しで問題点を検討し，基本計画に反映することを重視していると考えられる。 
さらに，鉄道車両開発がオーバーラップ型ではなく，フロントローディング型を重視し
ているもう 1つの理由としては，カスタム度が高い点が挙げられる。鉄道車両は，自動車
と比べるとカスタム度の高い製品である（表 5.1.3.1）。 
 
表 5.1.3.1 鉄道車両と自動車のカスタム度比較 
１．外観の色・デザイン ○
鉄道事業者ごとに
カスタマイズされる
△
自動車メーカーのカタログ
の中から選択される
○
エアラインごとに
カスタマイズされる
２．室内の内装・設備 ○ 同上 △ 同上 ○ 同上
３．製品の基本構造 ○ 同上 ×
基本的に
カスタマイズされない
×
基本的に
カスタマイズされない
４．主要機器の種類・配置 ○ 同上 × 同上 × 同上
鉄道車両 自動車 航空機（参考）
（○：カスタム度が高い、△：カスタム度が中程度、×：カスタム度が低い）  
（筆者が作成） 
 
自動車の場合，購入者は自動車メーカーのカタログの中から好みの色や内装・設備を選
択することができるが，車体構造やエンジンなどの駆動部をカスタマイズすることは基本
的にできない。一方，鉄道車両の場合は，外観や客室の内装・設備だけでなく，車体構造
や主要機器の種類・配置も鉄道事業者ごとにカスタマイズされることが多い。つまり，鉄
道車両は自動車と比べてカスタマイズされている範囲が広いため，結果として製品のカス
タム度が高くなっている。 
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鉄道車両のカスタム度が高い理由としては，自社専用のインフラを所有しているか否か
が大きく影響している。例えば，鉄道事業の主要なインフラとしては線路や信号装置，駅
舎などが挙げられる。これらは鉄道事業者が自社専用のインフラとして所有していること
が多い。したがって，鉄道車両開発において，鉄道事業者は鉄道車両を自社専用インフラ
に最適化するようカスタマイズする必要がある。 
一方，自動車の主要なインフラとしては道路が挙げられる。しかし，道路は基本的に誰
でも利用でき，特定のユーザーやメーカーのみが独占できるインフラではない。したがっ
て，自動車メーカーは特定のインフラに最適化させた自動車を開発する必要はない。そも
そも，鉄道車両のような大型製品システムは，オペレーションやメンテナンスも含めた製
品ライフサイクル全体を理解していないと，製品の要求仕様や目標を決めることが難しい。
そこで自社専用インフラを所有している鉄道事業者が，使い勝手の良さやメンテナンスの
しやすさを鉄道車両の基本計画にできるだけ反映するべく，開発業務に深く関与し，フロ
ントローディングを牽引しているのではないかと考えられる。 
 
5.1.4 広範な開発業務の外部委託マネジメントの難しさ 
以上，境界の設定，パートナー選択，ガバナンス選択，組織間調整という視点で，4 つ
の鉄道車両開発プロジェクトにおける開発業務の外部委託マネジメントの共通点と研究蓄
積豊富な自動車産業における開発業務の外部委託マネジメントの分析を行った。分析結果
を総括すると，広範な開発業務における外部委託マネジメントの難しさが 2点見えてきた。
1 つ目は，設計統合化に関与しにくいという点，2 つ目は開発スケジュールをコントロー
ルしにくいという点である。 
構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託すると，バイヤーには，社内に多
くの開発資源を抱える必要がない点や専門性の高い外部サプライヤーを活用できる点等の
メリットがある。その一方で，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託して
いるバイヤーは開発対象製品システム内における部品間の調整に関する全体最適を把握し
ているという情報の優位性を失ってしまうため，サプライヤーに対して開発の主導権を握
りにくくなるという問題に直面する。これは Anderson and Parker（2002）が指摘してい
る開発業務を外部委託すると，それらの業務に関する知識を失い，コントロールしにくく
なるという内容と同じである。この開発の主導権を握りにくくなるという問題は，サプラ
イヤーが設計手戻りを恐れて，活動の時間的オーバーラップを仕掛けなかったり，サプラ
イヤー内部の開発状況にまで目が行き届かなかったり，サプライヤーと緊密なコミュニケ
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ーションをとりにくいという様々な問題へとつながる可能性を秘めている。このような問
題が生じると，バイヤーが設計統合化に関与しにくく，かつ開発スケジュールをコントロ
ールしにくいという状況が生まれる。したがって，広範な開発業務の外部委託においては，
いかにサプライヤーが担当する設計統合化に関与するか，いかに開発プロジェクトを遅延
させないように進めるかがバイヤーにとって課題となる。 
これらの点は，広範な開発業務の外部委託の中でも，構造面の設計統合化を外部委託す
ることによって，仕様決定と設計統合化を担当する組織が分かれる場合に生じる難しさで
ある。このような場合，上述の 2点を克服することが外部委託成功の鍵となる。広範な開
発業務の外部委託において，高いカスタム度を実現しているバイヤーは，これらの課題を
上手に克服していると考えられる。 
 
5.2 広範な開発業務の効果的な外部委託マネジメント 
本節では，前節で示した難しさのある広範な開発業務の外部委託において，高いカスタ
ム度の実現に効果的なバイヤーのマネジメント行動とはどのようなものかを明らかにする
ために，鉄道事業者からの評価が高かったプロジェクトと低かったプロジェクトにおける
開発業務の外部委託マネジメントを比較し，その違いを特定する。 
比較方法としては，4 つという少数の事例を扱っているため，ミルの差異法を参考にし
ている44。従属変数をプロジェクトの評価，説明変数をバイヤーのマネジメント行動とし
ている。はじめに，従属変数の値が異なる非類似事例を選定するために，4 つの鉄道車両
開発プロジェクトを評価の高かったプロジェクトと低かったプロジェクトに層別している。
その結果，評価の高かったプロジェクトとして，W1系開発プロジェクト，X2系開発プロ
ジェクト，Z4 系開発プロジェクト，評価の低かったプロジェクトとして，Y3 系開発プロ
ジェクトを挙げている。 
次に，各事例の結果と関連すると思われるすべての説明変数を列挙している。具体的に
は，表 5.0.1 の中から，評価の高かったプロジェクトと低かったプロジェクトにおける開
発業務の外部委託マネジメントの相違点を列挙している。その結果，相違点として，交付
材制度，バウンダリ ・ースパナーの役割，ツナギ図のチェックの 3点を挙げている（表 5.2.1）。 
 
                                                   
44 ミルの差異法では，因果を推論するために，従属変数の値が異なる結果を持つ事例が比
較される（Mill, 2002）。 
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表 5.2.1 評価の高かったプロジェクトと低かったプロジェクトの相違点 
W社・X社・Z社の
マネジメント
Y社の
マネジメント
差異理由
１）事前の分業の仕切り
　　（交付材制度）
標準的な支給品範囲
支給品はほとんど無かっ
た
・電気式車両開発が久々であった
　（電気式の経験が多いサプライヤーに任せた）
・交付材を手配するためのマンパワー不足
２）サプライヤーとの調整
　　（バウンダリースパナーの役割）
タイムリーに仕様を決定
重要な仕様をタイムリーに
決定できていなかった
・電気式車両開発が久々であった
　（社内調整に時間がかかった）
３）システムレベルの
　　相互依存性への対処
　　（ツナギ図のチェック）
すべて入念にチェック
チェックをメーカー任せに
している範囲が多かった
・電気式車両開発が久々であった
　（機電一括契約にした）
・ツナギ図をチェックするためのマンパワー不足
 
（筆者が作成） 
 
分析の結果，これら 3つのマネジメント行動がプロジェクトの評価に影響を及ぼしてい
る可能性があることがわかった。以下，それぞれのマネジメント行動が，プロジェクトの
評価にどのように影響を及ぼしているのかについて，その因果を考察する。 
1つ目は，交付材制度である。W1系，X2系，Z4系の開発プロジェクトにおいては，主
回路・制御関係，空気・ブレーキ・戸閉回路・補助回路関係，保安装置関係，伝送装置関
係，放送装置・サービス機器・配信情報装置関係など，約 40 種類の主要な部品や機器が
支給品であった。これに対し，Y3系開発プロジェクトだけが支給品のほとんど無い機電一
括契約であった。 
鉄道事業者W 社，X社，Z社が交付材制度を採用している理由としては，鉄道車両の性
能や安全に直結する主要機器（以下，コア部品と呼ぶ）を直接手配し，自分達のニーズを
製品システムに反映させることによって，設計統合化に関与しにくいという広範な開発業
務の外部委託マネジメントの難しさを克服しようとしている点が大きい。これは企業にと
って重要なものは内部に残し，そうでないものを外部委託するという資源ベース理論の考
え方そのものである（Barney, 1991）。また，主要機器の開発コストを把握しやすくなる点，
主要機器の開発スケジュールを直接コントロールすることができる点も，彼らが交付材制
度を採用している大きな理由となっている。 
一方，鉄道事業者 Y社が交付材制度を採用しなかった理由としては，電気式の車両開発
が久々であった点や社内のマンパワーが不足していた点が挙げられる。鉄道事業者 Y社は
エンジン方式の車両開発経験は豊富であり，そこでは交付材制度を何度も採用している。
しかし，電気式の車両開発は約 20 年ぶりであったことや，主要機器を直接手配するため
のマンパワーが不足していたこともあり，Y3系開発プロジェクトにおいて，鉄道事業者 Y
社は電気式の車両開発経験が豊富な鉄道車両メーカーB 社に主要機器の手配を含んだ機電
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一括契約での発注を選択している。 
2つ目は，バウンダリー・スパナーの役割である。W1系，X2系，Z4系の開発プロジェ
クトにおいては，鉄道事業者が決めるべき時期に決めるべき仕様を決めていた。これに対
し，Y3系開発プロジェクトにおいては，鉄道事業者が車体傾斜の採用や車両デザインとい
った車両開発を進める上で重要な事項をタイムリーに決めることができなかった。その結
果，Y3系開発プロジェクトにおいては，鉄道車両メーカーB社に大きな設計手戻りが何度
も発生している。 
鉄道事業者W 社，X社，Z社がタイムリーに仕様を決定している理由としては，設計会
議の場でサプライヤーに定期的に開発状況を報告させ，決めるべき時期に決めるべき仕様
を決めることによって，開発スケジュールをコントロールしにくいという広範な開発業務
の外部委託マネジメントの難しさを克服しようとしている点が大きい。また，バイヤーが
タイムリーに仕様を決定しなければ，サプライヤーがスケジュール遅延した時の言い訳に
される可能性もある。この点も，彼らがタイムリーに仕様を決定している大きな理由とな
っている。これらの点は，Ancona and Caldwell（1992）が指摘していたバウンダリー・
スパナーの重要性と同じである。中間組織における開発業務の外部委託においては，組織
内外の境界にまたがる一連の複雑なやり取りの中心にいるバウンダリー・スパナーの役割
が重要となる。 
一方，鉄道事業者 Y社がタイムリーに仕様を決定できなかった理由としては，これも電
気式の車両開発が久々であった点が影響している。電気式の車両開発が久々であったとい
うこともあり，鉄道事業者 Y 社の社内からは「これも検討した方がいい」「いや，こちら
を検討した方がいい」といった様々な意見が数多く出ている。これらの意見を，車両設計
部門がタイムリーにまとめることができなかった点が大きい。また，電気式の車両開発が
久々であったため，車両設計部門も長年実現したかったことを，じっくりと時間をかけて
検討したかったという点も影響している。 
3つ目は，ツナギ図のチェックである。W1系，X2系，Z4系の開発プロジェクトにおい
ては，鉄道事業者がツナギ図を重視しており，自らが入念にチェックしていた。しかし，
Y3系開発プロジェクトにおいては，他のプロジェクトと比べると，鉄道事業者がツナギ図
のチェックを鉄道車両メーカー任せにしている範囲が多かった。 
鉄道事業者W 社，X社，Z社がツナギ図を入念にチェックしている理由としては，鉄道
車両に搭載する機器間のインターフェイス情報をすべて確認し，過去の不具合に対する解
決策や車両改造後の最新情報をツナギ図に反映させることによって，設計統合化に関与し
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にくいという広範な開発業務の外部委託マネジメントの難しさを克服しようとしている点
が大きい。鉄道車両開発において，鉄道事業者の開発責任者は内部統合と外部統合を同時
に，かつ強力に推進する立場にはいない。しかし，鉄道事業者は設計統合化に全く関与し
ていないわけではない。広範な開発業務の外部委託においても，Clark and Fujimoto（1991）
が指摘している通り，バイヤーは出来るだけ設計統合化に深く関与することが重要となる。 
一方，鉄道事業者 Y社がツナギ図のチェックを鉄道車両メーカーにある程度任せた理由
としては，電気式の車両開発が久々だったため，電気式の車両開発経験が豊富な鉄道車両
メーカーB 社に主要機器の手配を含んだ機電一括契約での発注を選択した点が影響してい
る。また，ツナギ図を入念にチェックするためのマンパワーが不足していたことも大きく
影響している。 
以上が分析結果である。鉄道車両開発においては，寡占市場というバイヤー・サプライ
ヤー間の裏切りが比較的生じにくい状況の中で，鉄道事業者は鉄道車両メーカーとの開発
に関する情報ギャップによって生じる彼らの機会主義的行動をマネジメントしながら，カ
スタム度の高い鉄道車両を開発しなければならない。しかし，すべての鉄道事業者がカス
タム度の高い鉄道車両を開発できているわけではない。本分析を通して，このような状況
の中で，高いカスタム度の実現に効果的なバイヤーのマネジメント行動としては，コア部
品の直接コントロール，タイムリーな仕様決定，機器間インターフェイス情報の入念なチ
ェックといった複数の要因が考えられることがわかった。 
一方，これら 3つの行動をまとめてみると，大型製品システム開発に関する先行研究の
中で Brusoni et al.（2001）が提示しているシステムインテグレーションの概念に類似して
いることがわかった。システムインテグレーションとは，コンポーネントの設計を外部に
出すという事前の分業の仕切りを行い，サプライヤーの仕事を調整し，システムレベルの
相互依存性に対処し，製品として統合することである。事前の分業の仕切りの一例として
交付材制度，サプライヤーの仕事の調整の一例としてバウンダリー・スパナーの役割，シ
ステムレベルの相互依存性への対処の一例としてツナギ図のチェックと捉えると，これら
はまさにシステムインテグレーション行動と言い換えることができる。つまり，広範な開
発業務の外部委託において，高いカスタム度の実現に対して効果的なバイヤーのマネジメ
ント行動とは，コア部品の直接コントロール，タイムリーな仕様決定，機器間インターフ
ェイス情報の入念なチェックといったシステムインテグレーション行動に深く関与するこ
とであると考えられる。 
システムインテグレーション行動の中で一番のポイントとなるのは，機器間インターフ
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ェイスの入念なチェック，つまり，機能面の設計統合化への深い関与である。鉄道車両開
発において，構造面の設計統合化の主体は鉄道車両メーカーであるが，機能面の設計統合
化については，鉄道事業者と鉄道車両メーカーで作業を分担していることが多い。しかし，
鉄道車両開発において，高いカスタム度を実現している鉄道事業者は，この機能面の設計
統合化に深く関与している傾向にある。 
構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託すると，バイヤーは開発対象製品
システム内における部品間の調整に関する全体最適を把握しているという情報の優位性を
失ってしまうため，サプライヤーに対して開発の主導権を握りにくくなるという問題に直
面する。もちろん，この状況においても，バイヤーは仕様決定の主体であるため，交渉力
を発揮することによって，開発の主導権をある程度握ることはできる。しかし，全体最適
への配慮の少ないバイヤーの言動は，構造面の設計統合化の主体であるサプライヤーを混
乱させることにつながる。その結果，意図通りに製品システム開発が進まない等，その問
題はバイヤー側に返ってくる。したがって，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務の
外部委託において，設計統合化の主体であるサプライヤーを混乱させずに，カスタム度の
高い製品システムを開発するためには，バイヤーは自分達のニーズである性能や安全面に
関係している機能面の設計統合化に深く関与することによって，全体最適に配慮した仕様
決定をタイムリーに行い，サプライヤーを動かしていく必要がある。 
ただし，機能面の設計統合化に深く関与するためには，鉄道車両に搭載する主要機器に
ついて熟知しておく必要がある。そのためには，コア部品を直接コントロールすることが
有効となる。鉄道車両開発において，高いカスタム度を実現している鉄道事業者は，主要
機器に関する情報連携の中心に自分を位置づけることによって，機能面の設計統合化に関
する情報のハブになっている。また，機能面の設計統合化に深く関与するからには，仕様
決定の主体として，タイムリーに仕様を決定し，開発スケジュールをコントロールする必
要がある。つまり，コア部品の直接コントロール，タイムリーな仕様決定，機器間インタ
ーフェイス情報の入念なチェックというマネジメント行動は相互に関連し合っており，こ
れら 3つの行動が機能すれば，設計統合化と開発スケジュールのコントロールという広範
な開発業務の外部委託における 2つの課題を克服することができ，高いカスタム度を実現
することが可能となると考えられる。 
この点は，資源依存理論で説明することができる。開発業務の外部委託は，業務の専門
性が高いため，サプライヤーが限定される。少数のサプライヤーはバイヤーに対し，交渉
力を有することになる。特に，広範な開発業務の外部委託においては，業務の専門性がよ
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り高くなるため，サプライヤーの交渉力は益々強くなることが推察される。そこで鉄道事
業者は，鉄道車両開発において，自分達のニーズに直接関係のある機能面の設計統合化に
深く関与し，外部委託している開発業務の専門性を低下させることによって，鉄道車両メ
ーカーに対する交渉力を強めていると考えられる。 
自動車開発と比べると，鉄道車両開発におけるサプライヤー数は少ない。このため，鉄
道車両メーカーは鉄道事業者に対し，より交渉力を有することになり，その裁量範囲も広
くなる。したがって，鉄道事業者の開発責任者は，自動車開発の開発責任者のように，内
部統合と外部統合を同時に，かつ強力に推進する立場ではなかったと考えられる。 
最後に，Y3 系開発プロジェクトにおいて，鉄道事業者 Y 社がシステムインテグレーシ
ョン行動に深く関与することができなかった原因を分析する。鉄道事業者 Y社がシステム
インテグレーション行動に深く関与することができなかった原因としては，開発専任部隊
が十分に機能しなかった点が挙げられる。Y3系開発プロジェクトにおいて，鉄道事業者 Y
社は電気式の車両開発が久々であったことを理由に，社内の意見をタイムリーにまとめる
ことができずにいたり，電気式の車両開発経験が豊富な鉄道車両メーカーB 社に主要機器
の手配を含んだ機電一括契約での発注を選択したりしている。また，鉄道事業者 Y社は開
発頻度が低いため，車両設計部門に人を集めることが難しい状況にあった。このため，Y3
系開発プロジェクトにおいて，鉄道事業者 Y社は，マンパワー不足を理由に機電一括契約
を選択しており，その結果，ツナギ図のチェックの多くを鉄道車両メーカーに任せざるを
得なくなっている。つまり，システムインテグレーション行動に深く関与するためには，
バイヤー側に十分な開発資源が必要となると考えられる。 
 
5.3 広範な開発業務の外部委託を効果的にマネジメントするために必要な知識 
本節では，広範な開発業務の外部委託において，なぜバイヤーは高いカスタム度の実現
に効果的なマネジメント行動をとることができるのかを明らかにするために，鉄道事業者
や鉄道車両メーカーの開発関係者へのインタビューによって得られた情報を整理し，分析
を行う。本節で特に着目するのはマネジメントのベースにある知識管理のあり方である。
資源ベース理論によると，広範な開発業務を外部委託すると，それらの業務に関する知識
を失っていくといった本質的な問題が生じると言われる（Anderson and Parker, 2002）。
また，過去の研究は，開発業務の外部委託を効果的にマネジメントするためには，設計統
合化を担当することによって身につく統合知識が重要であると指摘している（武石，2003）。
本節では，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託している鉄道事業者が，
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なぜ開発業務を効果的にマネジメントできるのかについて考察する。 
はじめに，鉄道事業者や鉄道車両メーカーの開発関係者に，コア部品を直接コントロー
ルしたり，タイムリーに仕様を決定したり，機器間のインターフェイス情報を入念にチェ
ックするために必要な知識とそれを維持するための仕組みに関するインタビュー調査結果
を整理する（表 5.3.1）。 
 
表 5.3.1 システムインテグレーション行動に必要な知識とそれを維持するための仕組み 
必要な知識 知識を維持するための仕組み
１）事前の分業の仕切り
　　（交付材制度）
・主要機器の性能に関する知識
・主要機器とその周辺機器に関する
　過去の不具合情報
・主要機器の使い勝手に関する知見
・鉄道オペレーション
・鉄道車両のメンテナンス業務
・鉄道車両の改造工事
・（交付材制度）
２）サプライヤーとの調整
　　（バウンダリースパナーの役割）
・鉄道車両全体の性能に関する知識
・鉄道車両全体に関する過去の不具合情報
・鉄道車両全体の使い勝手に関する知見
・鉄道オペレーション
・鉄道車両のメンテナンス業務
・鉄道車両の改造工事
３）システムレベルの
　　相互依存性への対処
　　（ツナギ図のチェック）
・主要機器の性能に関する知識
・機器間のインターフェイスに関連する
　過去の不具合情報
・鉄道オペレーション
・鉄道車両の改造工事
 
（筆者が作成） 
 
整理した結果，3 つの知識が，高いカスタム度の実現に効果的なバイヤーのマネジメン
ト行動を支えていることが見えてきた。1 つ目は，鉄道車両を構成する主要機器の性能に
関する知識（以下，コア部品知識と呼ぶ）である。鉄道事業者W 社，X社，Z社の開発担
当者は，主電動機，車両制御装置，ブレーキ装置といった鉄道車両の性能や安全にとって
重要な機器が，それぞれどのような性能を有しているのかについて熟知している。コア部
品を直接コントロールするためには，鉄道事業者はその仕様や要求機能をサプライヤーに
対して詳細に提示する必要がある。また，設計会議でタイムリーに仕様を決定するために
は，鉄道事業者は鉄道車両メーカーからの技術提案が主要機器で構成された鉄道車両全体
に関する仕様や要求機能に適合しているかどうかについて判断していく必要がある。さら
に，機器間のインターフェイス情報を入念にチェックするためには，鉄道事業者は主要機
器の詳細な機能を理解しておく必要がある。つまり，広範な開発業務の外部委託において，
バイヤーがシステムインテグレーション行動に深く関与するためには，コア部品知識が必
要となる。 
2 つ目は，主要機器を中心とした鉄道車両に関する過去の不具合情報である。過去の不
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具合情報とは，例えば，過去に開発した車両において，主要機器間をつなぐ配線ルートを
変更したら，ある種の問題が生じたといった類の情報である。鉄道事業者の多くは線路や
信号システムなど，自社専用のインフラを所有している。それゆえ，自社特有の鉄道車両
の不具合が生じることもある。新型車両で同じ不具合を発生させないためにも，鉄道事業
者は鉄道車両に関する過去の不具合を熟知し，かつそれらを解決してきた歴史や経緯を十
分に理解した上で，それらの知見を主要機器の設計，鉄道車両メーカー担当範囲の設計，
機器間のインターフェイス情報に反映させる必要がある。つまり，広範な開発業務の外部
委託において，バイヤーがシステムインテグレーション行動に深く関与するためには，鉄
道車両に関する過去の不具合情報が必要となる。 
3 つ目は，運転士や車掌といった運輸部門やメンテナンス部門が有している鉄道車両の
使い勝手に関する知見である。使い勝手に関する知見とは，例えば，この機器のボタンや
レバーを変更したら，運転士や車掌が操作を間違える危険性が高いとかメンテナンス部門
がメンテナンスしにくくなるといった類の知見である。鉄道事業者の本業はサービス業で
ある。それゆえ，開発した鉄道車両を通じて，エンドユーザーである乗客に対し，良い輸
送サービスを提供することが鉄道事業者の最大の使命である。使い勝手のよい車両を通じ
て，より良い輸送サービスを提供するためにも，鉄道事業者は鉄道オペレーションやメン
テナンス上の使い勝手に関する知見を主要機器の設計，鉄道車両メーカー担当範囲の設計，
機器間のインターフェイス情報に反映させる必要がある。つまり，広範な開発業務の外部
委託において，バイヤーがシステムインテグレーション行動に深く関与するためには，使
い勝手に関する知見が必要となる。 
これら 3つの知識は，武石（2003）が指摘してきた統合知識や部品知識とは少し異なっ
ている。コア部品知識は，部品知識の中でも，主要機器に特化した知識であり，かつ生産
プロセスに関する知識は含まれていない。また，コア部品知識は，機能面の知識に特化し
ており，構造面の知識はあまり含まれていない。さらに，過去の不具合情報や使い勝手に
関する知見は，統合知識や部品知識に含まれるが，あくまでごく一部の知識であり，どち
らかと言うと，統合知識や部品知識を持つ前提として必要な知見と位置づけられる。 
これらの違いも，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託している点が影
響している。鉄道事業者は，鉄道車両の製造を含む開発業務を鉄道車両メーカーに外部委
託していることが多い。このため，鉄道事業者は，生産プロセスに関する知見については
あまり必要としていない。また，鉄道車両の性能やオペレーション，メンテナンスに関す
るニーズを製品に直接反映させるために，高いカスタム度を実現している鉄道事業者は機
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能面の設計統合化に深く関与しようと試みている。このため，これらの鉄道事業者は，主
要機器や機能面に特化した知識を必要としている。 
また，これらの違いは，ユーザーとメーカーの違いも影響している。ユーザーにとって
は，製品システムを開発するための知識よりも，製品システムを使いやすく，かつ安定的
に使用することができるための知見の方が重要である。なぜなら，これらの知見は製品シ
ステムの仕様や基本計画を決定する上で不可欠な知識だからである。しかも，これらの知
見は，メーカーよりも，製品システムのオペレーションやメンテナンスを担当しているユ
ーザーの方が獲得しやすい知見である。したがって，鉄道車両開発においても，ユーザー
である鉄道事業者は，使いやすく，かつ安定的に使用することができる鉄道車両を開発す
るために，統合知識や部品知識の中でも，性能や安全に直結する主要機器の性能に関する
知識や過去の不具合情報や使い勝手に関する知見を保有していると考えられる。 
次に，コア部品知識，過去の不具合情報，使い勝手に関する知見を獲得し，維持するた
めの仕組みについて考察を行う。鉄道事業者W 社，X社，Z社は，交付材制度という仕組
みを通して，コア部品知識を獲得していた。そして，さらに，これらの鉄道事業者は，こ
のコア部品知識を活用して，交付材制度を効果的に運用していた。この点は，Brusoni et al.
（2001）が指摘していたサプライヤーとの連結による知識獲得と同じ内容である。鉄道事
業者W 社，X社，Z社は，部品や機器に関する情報を交付材メーカーと直接かつ頻繁にや
り取りすることによって，コア部品知識を獲得し，維持している。しかも，鉄道事業者W
社と X社は，ほとんどの交付材を複数の交付材メーカーに発注している。したがって，鉄
道事業者W 社，X社は，複数の交付材メーカーから技術情報を収集し，時にはそれらを比
較することによって，質が高く幅広いコア部品知識を身につけることが出来ていると考え
られる。 
一方，過去の不具合情報や使い勝手に関する知見は，鉄道オペレーションやメンテナン
ス業務を通して獲得されている。この点は，Geyer and Davies（2000）が指摘していたメ
ンテナンス業務を請け負うことや Hobday et al.（2005）が指摘していた顧客からのフィー
ドバックループによる知識獲得に近い。ただし，鉄道車両開発の場合，顧客とは鉄道事業
者内の運輸部門やメンテナンス部門を意味することに注意しなければならない。鉄道事業
者W 社，X社，Z社は，運輸部門やメンテナンス部門と定期的に情報交換を行うことによ
って，過去の不具合情報や使い勝手に関する知見を獲得し，維持している。このため，過
去の不具合情報や使い勝手に関する知見は，鉄道車両メーカーや交付材メーカーではなか
なか蓄積しにくい知識であると考えられる。 
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さらに，これらの知識をどのように獲得し，維持しているかを考える上では，鉄道事業
者が鉄道車両の改造工事を内製化している点にも注目する必要がある。この点は，Prencipe
（1997）が指摘していた研究開発を意図的に続けることによる知識獲得と同じである。鉄
道車両は営業運転開始後も細々とした改造が延々と続いていくことが多い。この改造工事
によって，鉄道車両の性能や安全性は洗練化されていく。例えば，鉄道事業者W 社におい
ては，新しい機器を開発したので，現在運行しているすべての車両にそれを設置しようと
いう話が不定期に出ている。2014年には，新しく開発した異常動揺検知装置をすべての車
両に設置しようと改造工事に着手している。ただし，鉄道事業者 W 社は全部で約 6,500
両の鉄道車両を保有している。しかも，これらの車両はすべて同じ種類ではなく，運転室
の機器配置 1つとっても車系ごとに異なっている。このため，鉄道事業者W 社は，車系ご
とに改造用の図面を作成した上で，改造工事を実施する必要がある。これら改造用の図面
作成や改造工事といった業務は，鉄道車両メーカーや交付材メーカーに外部委託されるこ
ともあるが，鉄道事業者W 社内のメンテナンス部門が実施することが多い。そして，メン
テナンス部門が改造用の図面作成や改造工事といった業務を実施する際においても，ツナ
ギ図だけは車両設計部門が最終確認を行っている。つまり，鉄道事業者W 社の車両設計部
門は新型車両開発の時だけでなく，頻繁に行っている改造工事の際においても，コア部品
知識，過去の不具合情報，使い勝手に関する知見を磨き続けていると考えられる。 
以上のように，鉄道事業者W 社，X社，Z社は，交付材制度，メンテナンス業務や改造
工事の内製化といった仕組みを通してコア部品知識，過去の不具合情報，使い勝手に関す
る知見を獲得し，維持している。そして，これらを支えていたのが，車両設計部門という
開発専任部隊の存在である。この点は，Davies et al.（2009）が指摘していた外部人材の
活用による知識獲得・維持とは異なっている。この違いは，開発頻度が影響している。
Davies et al.（2009）の研究対象であった空港のターミナル建設と比較すると，鉄道車両
開発の頻度は高い。このため，鉄道車両開発は，空港のターミナル建設と比べると，開発
のノウハウが途切れないように，そのノウハウをバイヤー内部にしっかりと蓄積しておく
意義は大きいと考えられる。 
一方，開発した鉄道車両を通じてエンドユーザーである乗客に対し，良い輸送サービス
を提供することを生業としている鉄道事業者にとって，開発専任部隊を常設し，十分に機
能させることは容易ではない。実際，鉄道事業者 W 社内においても，「社内に開発専任部
隊を置く必要があるのか」といった議論が定期的に生じていると言う。それでもなお，鉄
道事業者W 社は社内に鉄道車両の開発専任部隊を常設している。その理由としては，鉄道
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車両の性能や安全性にとって重要な機器であるコア部品を直接コントロールしたり，鉄道
車両メーカーの開発が遅れないようにタイムリーに仕様を決定したり，鉄道車両の性能を
左右する機器間のインターフェイス情報を入念にチェックするためには，開発責任者であ
る鉄道事業者側にも開発の知識やノウハウが必要だからという点が大きい。つまり，鉄道
車両開発において，鉄道事業者のニーズに合った鉄道車両を開発するためには， コア部品
知識，過去の不具合情報，使い勝手に関する知見を 1か所に集約し，蓄積していくための
箱となる組織が必要であり，そのような組織が交付材制度，メンテナンス業務や改造工事
の内製化といった仕組みの実行を支えていると考えられる45。 
さらに，ここでもう 1つポイントになるのは，開発専任部隊とメンテナンス部門の一体
運営である。例えば，鉄道事業者W 社は，開発業務が少ない時は車両設計部門からメンテ
ナンス部門へ技術者を素早く異動させたり，車両設計部門とメンテナンス部門間の人材交
流によって，車両設計部門に過去の不具合情報や使い勝手に関する知見を蓄積したりする
ような工夫をしていた。開発専任部隊とメンテナンス部門の一体運営によって，メンテナ
ンス業務の知識やノウハウを持った開発専任部隊の維持が可能となり，そのことが交付材
制度，メンテナンス業務や改造工事の内製化といった仕組みの実行につながっていると考
えられる。 
                                                   
45 鉄道事業者が，開発専任部隊を設置しているもう 1つの大きな理由としては，鉄道が認
定事業である点が挙げられる。新型車両の開発や既存車両の改造を行った際には，鉄道事
業者は必ず国土交通省へ車両確認申請書を提出する必要がある。したがって，鉄道事業者
の中に，この申請業務を行う専門家が必要という事情も大きい。 
 98 
第 6章 結論と今後の展望 
6.1 本研究の要約と結論 
本研究では，自社にて使用する目的で大型製品システムを開発するバイヤーが，設計統
合化を含む広範な開発業務の外部委託をどのようにマネジメントしているのか，そのため
にどのような知識を持ち，それをどのように維持しているのかを明らかにすることを目的
に，鉄道車両開発の事例研究を行った。分析の結果，広範な開発業務の外部委託マネジメ
ントについて，いくつかの点が明らかになった。 
はじめに，広範な開発業務の外部委託マネジメントの特徴は何かを明らかにするために，
鉄道車両開発の実態と研究蓄積豊富な自動車産業における開発業務の外部委託マネジメン
トを比較することによって，その違いを特定し，理由を考察した。分析の結果，広範な開
発業務の外部委託は，部分的な開発業務の外部委託と比べると，バイヤーが設計統合化に
関与しにくく，かつ開発スケジュールをコントロールしにくいという状況が生まれること
がわかった。これらの点は，広範な開発業務の外部委託の中でも，構造面の設計統合化を
外部委託することによって，仕様決定と設計統合化を担当する組織が分かれる場合に生じ
る難しさである。このような場合，上述の 2点を克服することが外部委託成功の鍵となる。 
次に，広範な開発業務の外部委託において，高いカスタム度の実現に効果的なバイヤー
のマネジメント行動とはどのようなものかを明らかにするために，鉄道事業者からの評価
が高かったプロジェクトと低かったプロジェクトにおける開発業務の外部委託マネジメン
トを比較し，その違いを特定した。分析の結果，広範な開発業務の外部委託において，高
いカスタム度の実現に効果的なバイヤーのマネジメント行動としては，コア部品の直接コ
ントロール，タイムリーな仕様決定，機器間インターフェイス情報の入念なチェックとい
った複数の要因が挙げられることがわかった。コア部品の直接コントロール，タイムリー
な仕様決定，機器間インターフェイス情報の入念なチェックというマネジメント行動は相
互に関連し合っており，これら 3つの行動が機能すれば，設計統合化と開発スケジュール
のコントロールという広範な開発業務の外部委託における 2つの課題を克服することがで
き，高いカスタム度を実現することが可能になると考えられる。 
最後に，広範な開発業務の外部委託において，なぜバイヤーは高いカスタム度の実現に
効果的なマネジメント行動をとることができるのかを明らかにするために，鉄道事業者や
鉄道車両メーカーの開発関係者へのインタビューによって得られた情報を整理し，分析を
行った。分析の結果，コア部品知識，過去の不具合情報，使い勝手の知見という 3つの知
識が，高いカスタム度の実現に効果的なバイヤーのマネジメント行動を支えていることが
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わかった。これらの知識が必要な理由としては，構造面の設計統合化を含む広範な開発業
務を外部委託している点と共に，鉄道事業者が他者への販売目的で製品システムや部品や
機器の開発業務をサプライヤーに外部委託しているバイヤーではなく，自社にて使用する
目的で製品システムや部品や機器の開発業務をサプライヤーに外部委託しているバイヤー
である点が影響している。ユーザーにとっては，製品システムを開発するための知識より
も，製品システムを使いやすく，かつ安定的に使用することができるための知見の方が重
要である。したがって，鉄道車両開発においても，ユーザーである鉄道事業者は，使いや
すく，かつ安定的に使用することができる鉄道車両を開発するために，統合知識や部品知
識の中でも，性能や安全に直結する主要機器の性能に関する知識や過去の不具合情報や使
い勝手に関する知見を大事にしていると考えられる。 
最後に，繰り返しとなるが，本研究の主題である広範な開発業務の外部委託における効
果的なマネジメント手法について明らかになった点を整理する。第 1章で掲げた 3つの研
究課題について明らかになった点を要約すると，以下の通りとなる。 
 
研究課題 1：広範な開発業務の外部委託マネジメントの特徴は何か 
考察結果 1：広範な開発業務の外部委託は，部分的な開発業務の外部委託と比べると，
バイヤーは開発対象製品システム内における部品間の調整に関する全体最
適を把握しているという情報の優位性を失っていくため，開発の主導権を
握りにくくなり，その結果，設計統合化に関与しにくく，かつ開発スケジ
ュールをコントロールしにくい状況が生まれやすいという特徴がある 
 
研究課題 2：広範な開発業務の外部委託において，高いカスタム度の実現に効果的なバ
イヤーのマネジメント行動とはどのようなものか 
考察結果 2：広範な開発業務の外部委託において，高いカスタム度の実現に効果的なバ
イヤーのマネジメント行動としては，コア部品の直接コントロール，タイ
ムリーな仕様決定，機器間インターフェイス情報の入念なチェックといっ
た複数の要因が考えられる 
 
研究課題 3：広範な開発業務の外部委託において，なぜバイヤーは高いカスタム度の実
現に効果的なマネジメント行動をとることができるのか 
考察結果 3：広範な開発業務の外部委託において，高いカスタム度を実現しているバイ
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ヤーは，製品システムのオペレーション・メンテナンス業務・改造工事な
どの業務や仕組みを通して，コア部品知識，過去の不具合情報，使い勝手
に関する知見を獲得，維持し，これらの知識をマネジメント行動に活かす
開発専任部隊を有している 
 
6.2 学術的貢献 
本研究の学術的な貢献としては，3 点挙げられる。1 つ目は，広範な開発業務の外部委
託に着目し，高いカスタム度の実現に効果的なバイヤーのマネジメント行動とそれを支え
る要因を明らかにした点である。開発業務の外部委託マネジメントに関する先行研究にお
いて，まとまった仕事をサプライヤーに任せるのがよいという議論と，サプライヤーに任
せ過ぎるとそれらに関する知識を失い，コントロールしにくくなるという議論が対立して
いる。例えば，藤本（1997）は，バイヤーが関連する仕事群を一つのサプライヤーに一括
して委託し，かつ早くからサプライヤーを開発に巻き込むことが，サプライヤーが長期的
にまとめ能力を蓄積することにつながると指摘している。一方，武石（2003）は，サプラ
イヤーが長期的にまとめ能力を蓄積していくと，バイヤーの部品専門知識や製品統合能力
が失われていくという別の問題が生じることを指摘している。この問題に対し，武石
（2003）は，バイヤーはまとまった仕事をサプライヤーに任せつつも，設計統合化を幅広
く担当することによって，統合知識を獲得，維持することが重要であると指摘している。
しかし，過去の研究は，自動車産業を中心に，設計統合化の主体であるバイヤーが，開発
対象製品システムの一部の部品や機器の開発業務をサプライヤーに外部委託している状況
に焦点を当てており，その設計統合化を外部委託している状況にはあまり触れていない。
本研究は，開発業務の外部委託において，まとまった仕事をサプライヤーに任せても，製
品システムのオペレーションやメンテナンス業務，改造工事の内製化といった設計統合化
以外の業務を通して開発に必要な知識を獲得することができるという新たな知見を提供し
ている。 
2 つ目は，大型製品システム開発において，開発業務を外部委託しているユーザーによ
る知識管理のあり方を示した点である。大型製品システム開発を成功させるためには，ユ
ーザーであってもメーカーであっても，バイヤー側である種の知識を維持しておくことが
重要である。しかし，両者ではその開発目的や開発での役割が異なるため，知識管理のあ
り方についても異なることが推察される。Flowers（2007）は，大型製品システム開発に
おいて，ユーザーはメーカーと比べて開発頻度が少ないため，開発に必要な知識を維持す
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ることが難しいと指摘している。また，彼は，大型製品システム開発において，ユーザー
は開発に必要な知識を外部のメーカーやコンサルタントに頼ることが多いため，自ら担当
している業務以上の知識を持つことができていない傾向にあると指摘している。しかし，
過去の研究は，大型製品システム開発においては，事業環境から生じるニーズを伝達する
ユーザーの存在が重要であると指摘しているにもかかわらず，メーカー視点の研究に偏っ
ており，ユーザーによる知識管理に関する知見が不足している。本研究では，開発業務を
外部委託しているユーザーに着目し，彼らが主要機器を直接手配する制度やメンテナンス
業務・改造工事の内製化といった仕組みを通して獲得した知識を開発専門部隊に集約する
ことによって，開発に必要な知識を維持しているというユーザーによる知識管理のあり方
の一例を示している。 
3 つ目は，日本の鉄道車両開発マネジメントの実態を記述した点である。大型製品シス
テム開発に関する先行研究を見る限り，大量輸送能力や安全性という点で世界トップクラ
スと評価されている日本の鉄道のキーコンポーネントである鉄道車両の開発実態を記述し
ている研究は少ない。特に，技術的・工学的ではなく，社会科学的な視点で日本の鉄道車
両開発マネジメントの実態を詳細に記述している研究はない。鉄道事業者にとって，鉄道
車両は本業に必要な大型製品システムであるため，その開発は重要な業務である。しかし，
鉄道車両は多くの部品や機器で構成されているため，開発業務すべてを自社で担当するの
は困難である。このため，鉄道事業者は広範な開発業務をサプライヤーである鉄道車両メ
ーカーに外部委託せざるを得ない状況にある。鉄道車両開発においては，寡占市場という
比較的裏切りが生じにくい状況の中で，鉄道事業者は鉄道車両メーカーとの開発に関する
情報ギャップによって生じる彼らの機会主義的行動を効果的にマネジメントしながら，上
手に開発を進めてはいるが，すべてのプロジェクトでうまくいっているわけではない。効
果的にマネジメントできないと，カスタム度の高い鉄道車両を開発できないだけでなく，
車両手直し等による納入遅延，鉄道車両メーカーからの追加費用の発生，次回車両発注時
における開発費用の増加などの問題が鉄道事業者側に生じる。これは技術的・工学的な問
題ではなく，組織的な問題が原因である。本研究は，社会科学的な視点で，日本の鉄道車
両開発マネジメントの実態を記述したことによって，これらの組織的な問題を分析可能に
している。 
 
6.3 実践的貢献 
本研究は，開発業務を外部委託しているバイヤーに対して，専門性が高く，信頼できる
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サプライヤーであったとしても，カスタム度の高い製品システムを開発するためには，任
せ過ぎはよくないという実践的な示唆を与えてくれる。藤本（1997）は，バイヤーが価値
連鎖に沿った互いに関連した仕事群を一つのサプライヤーに一括して委託し，一方でサプ
ライヤーが長期的にまとめ能力を蓄積することによって，製品システムのコストダウンや
品質向上を達成できていると指摘している。しかし，本研究の結果は，まとめて任せ過ぎ
ると，バイヤーは設計統合化に関与しにくくなり，カスタム度の高い製品システムを開発
しにくくなる可能性があることを示唆している。実際，欧州における鉄道事業者の一部は，
ある時期から機電一括方式で鉄道車両メーカーに鉄道車両の開発業務を外部委託し始めた
結果，彼らをコントロールできなくなり，今では彼らの開発した標準型車両を購入せざる
を得なくなったと言われる（溝口，2010）。したがって，開発業務の外部委託において，
カスタム度の高い製品システムを開発するためには，バイヤーはサプライヤーにある程度
はまとめて任せつつも，コア部品の直接コントロール，タイムリーな仕様決定，機器間イ
ンターフェイス情報の入念なチェックといったマネジメント行動には深く関与しておくこ
とが重要である。 
また，本研究は，大型製品システム開発において，広範な開発業務を外部委託している
バイヤーに対して，実践的な示唆を与えてくれる。大型製品システムは，多くのカスタマ
イズされた部品や機器で構成されているため，開発業務すべてを自社で担当するのは困難
である。このため，大型製品システムを開発する企業は，広範な開発業務を専門のサプラ
イヤーに外部委託せざるを得ない。本研究は，構造面の設計統合化を含む広範な開発業務
を外部委託しているバイヤーに対して，主要機器を直接手配したり，タイムリーに仕様を
決定したり，機器間のインターフェイス情報の入念にチェックしたりといった，カスタム
度の高い製品システムを開発するために効果的なマネジメント行動を具体的に示している。 
さらに，本研究は，大型製品システム開発において，広範な開発業務の外部委託を効果
的にマネジメントするためには，コア部品知識，過去の不具合情報，使い勝手に関する知
見といった 3 つの知識を獲得し，それを維持することが重要であると示している。特に，
これらの知識の中でも，製品システムのオペレーションやメンテナンス業務を担当するこ
とによって獲得できる過去の不具合情報や使い勝手に関する知見は重要である。広範な開
発業務を外部委託しているバイヤーは，過去の不具合情報や使い勝手に関する知見を集約
し，これらを製品システムの基本仕様や基本計画にしっかりと反映させることによって，
たとえ構造面の設計統合化を含む広範な開発業務を外部委託したとしても，使い勝手が良
く，かつ故障の少ない製品システムを開発させることが可能となる。カスタム度の高い製
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品システムを開発するためには，広範な開発業務を外部委託しているバイヤーは，過去の
不具合情報や使い勝手に関する知見を集約・蓄積する仕組みや組織と，これらの知識を製
品システムの基本仕様や基本計画に反映させるための開発プロセスをサプライヤーと協力
し合いながら構築していく必要がある。 
最後に，本研究は，大型製品システム開発において，広範な開発業務を外部委託してい
るバイヤーの中でも，開発頻度が少ないことを理由に十分な開発専任部隊を設置できない
バイヤーに対しても，実践的な示唆を与えてくれる。開発頻度が少ないにもかかわらず，
開発専任部隊を設置することの問題点としては，開発プロジェクトが無い期間に開発専任
部隊の業務が無くなる点が挙げられる。その際の有効な手段としては，開発プロジェクト
が無い期間は，開発専任部隊に製品システムのオペレーションやメンテナンス業務，改造
工事などを担当させることである。このように開発専任部隊と製品システムのオペレーシ
ョン，メンテナンス業務，改造工事業務に関する部門との兼務，もしくは柔軟なローテー
ションを行うことによって，たとえ開発頻度が少なくても，コア部品知識，過去の不具合
情報，使い勝手の知見などを獲得，維持し続けることが可能となる。そして，新しい製品
システムの開発が決まった段階で，彼らを開発専任部隊に呼び戻し，開発プロジェクトを
担当させることによって，コア部品の直接コントロール，タイムリーな仕様決定，機器間
インターフェイス情報の入念なチェックといったマネジメント行動に深く関与することが
可能となる。 
 
6.4 本研究の限界と今後の研究課題 
最後に，本研究の限界と今後の研究課題について 3点述べる。 
1 つ目は，単一プロジェクトの評価をベースに，それを支える組織能力の議論を行って
いる点である。本研究では，鉄道事業者 1社につき，プロジェクト 1つを選定し，その評
価の良し悪しで，マネジメントの比較を行い，それを支えている知識の考察を行っている。
しかし，実際は，同じ鉄道事業者の中でも，評価の高いプロジェクトと低いプロジェクト
が混在している。したがって，本来は鉄道事業者 1社につき，複数のプロジェクト評価を
集め，その平均値をとった上で，高い鉄道事業者と低い鉄道事業者のマネジメント行動を
比較し，それを支えている知識を考察すべきであった。本研究においては，収集できたプ
ロジェクト評価に関するデータが少なかったため，これらを実行することは出来なかった
が，今後の研究課題の一つである。 
2つ目は，コストに関連するプロジェクトの評価を扱っていない点である。本研究では，
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広範な開発業務の外部委託において，カスタム度の高い製品システムを開発するためには，
システムインテグレーション行動への深い関与が重要であることを明らかにしている。し
かし，こうした行動にどれぐらいの時間がかかっているのか，どれぐらいの費用がかかっ
ているのかにまでは踏み込めていない。ある時点で製品システムとして良いものが出来た
としても，そのための費用負担が大きいようでは，やがて無理が生じてしまう。また，組
織内で開発のための知識を蓄積することは重要ではあるが，その負担は大きく，本当に成
果に見合ったものなのかどうかもはっきりしていない。この点についても，今後の研究課
題の一つである。 
3 つ目は，組織能力の構築メカニズムに触れていない点である。本研究では，広範な開
発業務を効果的にマネジメントしているバイヤーは，交付材制度，メンテナンス業務や改
造工事の内製化といった仕組みを通して，システムインテグレーション行動に深く関与す
るための知識を獲得し，維持していることを明らかにしている。しかし，このような知識
は短期間で身につくものではなく，長年の製品システム・技術開発経験の積み重ねで蓄積
されていくものである。したがって，大型製品システムの性能や安全に関わる主要機器の
技術はどのように進化してきたのか，その進化の裏側にはバイヤーのどのような意思決定
やマネジメント行動があったのかなどを調査することによって，組織能力の構築メカニズ
ムに関する理解がより深まると考えられる。この点についても，今後の研究課題の一つで
ある。 
広範な開発業務の外部委託マネジメントに関する研究の知見は豊富とは言えない。この
分野については，今後も上述の研究課題に関する研究を積み重ねていく必要がある。 
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添付資料 1 新型車両開発プロジェクトリスト 
2008年 3月（創刊号）から 2014年 3月までに鉄道車輌工業会発刊『車両要目表』に掲
載された新型車両のリストを以下に示す。 
 
表 補 1 新型車両開発プロジェクトリスト 
No. 形式 鉄道事業者 鉄道車両 
メーカー 
主要機器 
メーカー 
主要装置 
メーカー 
1 789系特急形交流
電車（0番代） 
北海道旅客鉄道 川崎重工業 東芝 
三菱電機 
三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
2 E531系一般形交直
流電車 
東日本旅客鉄道 東急車輛製造 
川崎重工業 
三菱電機 
日立製作所 
東洋電機製造 
ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
3 700系新幹線電車 東海旅客鉄道 日本車輌製造 
日立製作所 
川崎重工業 
東芝 
三菱電機 
日立製作所 
富士電機ｼｽﾃﾑｽﾞ 
ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
4 321系通勤形直流
電車 
西日本旅客鉄道 近畿車輛 三菱電機 
東芝 
日立製作所 
東洋電機製造 
三菱電機 
三菱重工業 
5 187系特急形液体
式気動車 
西日本旅客鉄道 新潟鐵工所 コマツディーゼル 
新潟コンバータ 
三菱電機 
三菱重工業 
6 EH200形直流電気
機関車 
日本貨物鉄道 東芝 東芝 ナブテスコ 
7 E257系500番代特
急形直流電車 
東日本旅客鉄道 日立製作所 
近畿車輛 
東急車輛製造 
日立製作所 
三菱電機 
ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
8 E231系0番代通勤
形直流電車 
東日本旅客鉄道 東急車輛製造 
新津車両製作所 
三菱電機 ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
9 E2系1000番代新幹
線電車 
東日本旅客鉄道 川崎重工業 
日立製作所 
日本車輌製造 
東急車輛製造 
日立製作所 
三菱電機 
東芝 
富士電機ｼｽﾃﾑｽﾞ 
ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
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10 700系7000番代新
幹線電車 
西日本旅客鉄道 川崎重工業 
日立製作所 
近畿車輛 
日本車輌製造 
三菱電機 
東芝 
東洋電機製造 
ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
11 1500型気動車 四国旅客鉄道 新潟トランシス コマツディーゼル 
日立ﾆｺﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ 
三菱電機 
三菱重工業 
12 800系新幹線電車 九州旅客鉄道 日立製作所 東芝 三菱電機 
三菱重工業 
13 885系特急形交流
電車 
九州旅客鉄道 日立製作所 日立製作所 
東芝 
ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
14 EF510形交直流電
気機関車 
日本貨物鉄道 川崎重工業 三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
15 E4系新幹線電車 東日本旅客鉄道 川崎重工業 
日立製作所 
日立製作所 
三菱電機 
東芝 
ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
16 E233系0番代通勤
形直流電車 
東日本旅客鉄道 東急車輛製造 
川崎重工業 
新津車両製作所 
三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
17 E721系500番代一
般形交流電車 
東日本旅客鉄道 川崎重工業 
東急車輛製造 
三菱電機 
日立製作所 
ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
18 キハE130系気動車 東日本旅客鉄道 新潟トランシス 
東急車輛製造 
コマツディーゼル 
日立ﾆｺﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ 
ナブテスコ 
19 683系特急形交直
流電車 
西日本旅客鉄道 日立製作所 
川崎重工業 
近畿車輛 
三菱電機 
東芝 
ナブテスコ 
三菱重工業 
三菱電機 
20 817系近郊形交流
電車 
九州旅客鉄道 日立製作所 日立製作所 
東芝 
ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
21 M250系直流貨物
電車 
日本貨物鉄道 川崎重工業 
日本車輌製造 
東芝 ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
22 半蔵門線08系通勤
形直流電車 
東京地下鉄 日本車輌製造 三菱電機 
日立製作所 
三菱電機 
三菱重工業 
23 E3系2000番代新幹 東日本旅客鉄道 川崎重工業 三菱電機 ナブテスコ 
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線電車 東急車輛製造 日立製作所 三菱電機 
三菱重工業 
24 125系一般形直流
電車 
西日本旅客鉄道 川崎重工業 
近畿車輛 
三菱電機 
東洋電機製造 
三菱重工業 
ナブテスコ 
25 日暮里・舎人ライナ
ー300形新交通シ
ステム車両 
東京都交通局 新潟トランシス 三菱電機 ナブテスコ 
26 5000系通勤車両 東京急行電鉄 東急車輛製造 日立製作所 ナブテスコ 
27 50000系通勤車両 東武鉄道 日立製作所 日立製作所 ナブテスコ 
28 60000系特急電車 小田急電鉄 日本車輌製造 三菱電機 
東芝 
三菱電機 
三菱重工業 
29 9000系電車 京王電鉄 東急車輛製造 
日本車輌製造 
日立製作所 ナブテスコ 
30 8000系通勤電車 南海電気鉄道 東急車輛製造 日立製作所 三菱重工業 
三菱電機 
31 5100形超低床車両 広島電鉄 近畿車輛 
三菱重工業 
東洋電機製造 三菱重工業 
32 TX-2000系電車 首都圏新都市鉄
道 
日立製作所 日立製作所 三菱重工業 
三菱電機 
33 E259系特急形直流
電車 
東日本旅客鉄道 東急車輛製造 
近畿車輛 
日立製作所 ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
34 キハ122・127系一
般形気動車 
西日本旅客鉄道 新潟トランシス コマツディーゼル 
日立ﾆｺﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ 
三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
35 10000形リニア地下
鉄車両 
横浜市交通局 川崎重工業 三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
36 0800形路面電車
（超低床式） 
熊本市交通局 新潟トランシス 三菱電機 Knorr-Brem
se AG 
37 9000系車両（5次
車） 
東京地下鉄 日本車輌製造 三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
38 4000形通勤車両 小田急電鉄 東急車輛製造 
新津車両製作所 
三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
39 30000系一般形直
流電車 
西武鉄道 日立製作所 日立製作所 ナブテスコ 
40 4000系電車 名古屋鉄道 日本車輌製造 三菱電機 三菱電機 
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三菱重工業 
41 22600系特急電車 近畿日本鉄道 近畿車輛 三菱電機 ナブテスコ 
42 1000形車両 沖縄都市モノレー
ル 
日立製作所 
川崎重工業 
日立製作所 ナブテスコ 
43 E233系2000代通勤
形直流電車 
東日本旅客鉄道 東急車輛製造 三菱電機 ナブテスコ 
三菱電機 
三菱重工業 
44 521系近郊形交直
流電車 
西日本旅客鉄道 川崎重工業 
近畿車輛 
三菱電機 
東芝 
三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
45 8800形車両 東京都交通局 アルナ車両 東洋電機製造 ナブテスコ 
46 30000系通勤形直
流電車 
大阪市交通局 近畿車輛 三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
47 10000系通勤形直
流電車 
東京地下鉄 日立製作所 三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
48 AE形スカイライナ
ー特急形直流電車 
京成電鉄 日本車輌製造 
東急車輛製造 
東洋電機製造 三菱電機 
三菱重工業 
49 1000系（5次車）通
勤形直流電車 
京王電鉄 東急車輛製造 日立製作所 ナブテスコ 
50 キハ5000形一般形
液体式気動車 
関東鉄道 新潟トランシス 新潟原動機 
日立ﾆｺﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ 
三菱電機 
三菱重工業 
51 2200系併結特急用
直流電車 
名古屋鉄道 日本車輌製造 三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
52 6000系通勤形直流
電車 
神戸電鉄 川崎重工業 三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
53 EF510形500代交直
流式電気機関車 
東日本旅客鉄道 川崎重工業 三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
54 キハ189系特急形
気動車 
西日本旅客鉄道 新潟トランシス コマツディーゼル 
日立ﾆｺﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ 
三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
55 225系近郊形直流
電車 
西日本旅客鉄道 川崎重工業 
近畿車輛 
東芝 
東洋電機製造 
三菱電機 
三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
56 800系新幹線電車
（3次車） 
九州旅客鉄道 日立製作所 東芝 三菱電機 
三菱重工業 
57 6050形電車 名古屋市交通局 日本車輌製造 東洋電機製造 三菱電機 
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三菱重工業 
58 15000系通勤型直
流電車 
東京地下鉄 日立製作所 三菱電機 三菱電機 
三菱重工業 
59 7000系通勤形直流
電車 
東京急行電鉄 東急車輛製造 東芝 ナブテスコ 
60 3050形通勤形直流
電車 
京成電鉄 日本車輌製造 東洋電機製造 三菱電機 
三菱重工業 
61 2000形車両 横浜新都市交通 東急車輛製造 東洋電機製造 三菱電機 
三菱重工業 
62 デ9000形低床式電
車 
富山市 新潟トランシス 三菱電機 Hanning & 
Kahl 
63 3000形通勤形直流
電車 
西日本鉄道 川崎重工業 東芝 三菱電機 
三菱重工業 
64 735系通勤形交流
電車 
北海道旅客鉄道 日立製作所 日立製作所 
三菱電機 
三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
65 E5系新幹線電車
（量産車） 
東日本旅客鉄道 川崎重工業 
日立製作所 
三菱電機 
日立製作所 
東芝 
三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
66 E657系特急形交直
流電車 
東日本旅客鉄道 近畿車輛 
日立製作所 
総合車両製作所 
日立製作所 三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
67 287系特急形直流
電車 
西日本旅客鉄道 近畿車輛 
川崎重工業 
三菱電機 
東芝 
三菱電機 
三菱重工業 
ナブテスコ 
68 1000系通勤形直流
電車 
東京地下鉄 日本車輌製造 東芝 三菱電機 
三菱重工業 
69 16000系通勤形直
流電車 
東京地下鉄 川崎重工業 
日立製作所 
東芝 三菱電機 
三菱重工業 
70 12000系特急形直
流電車 
南海電気鉄道 東急車輛製造 日立製作所 三菱電機 
三菱重工業 
71 YR-3000形一般形
気動車 
由利高原鉄道 日本車輌製造 コマツディーゼル 
日立ﾆｺﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ 
ナブテスコ 
72 WKT-500形一般形
気動車 
わたらせ渓谷鐵
道 
新潟トランシス 新潟原動機 
日立ﾆｺﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ 
三菱電機 
三菱重工業 
73 T100形低床式電車 富山地方鉄道 アルナ車両 東芝 ナブテスコ 
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添付資料 2 インタビュー調査面会者リスト 
本研究を進める過程でインタビューに協力いただいた方々のリストを以下の表に示す。
リストの中には会社名，個人名を出しても差し支えない面会者も含まれるが，守秘義務な
どにより，名前を記載することができない企業，面会者が多いため，統一して匿名として
いる。 
 
表 補 2 インタビュー調査面会者リスト 
No. 企業 面会者
対象
プロジェクト
日付 所要時間
1 鉄道車両メーカーB社 設計部門　O氏 W1系 2010.4.15 17:30-18:30
2 （前）鉄道車両メーカーA社 設計部門　K氏 W1系 2010.4.27 17:30-18:30
3 鉄道車両メーカーB社 設計部門　N氏 W1系 2010.5.20 17:30-18:30
4 鉄道車両メーカーB社 設計部門　S氏 X2系 2010.6.16 17:30-18:30
5 鉄道車両メーカーB社 設計部門　M氏 X2系 2010.7.1 17:30-18:30
6
（前）鉄道車両メーカーA社
鉄道車両メーカーB社
設計部門　O氏、S氏
設計部門　K氏
W1系
X2系
2010.7.13 17:30-19:15
7 （前）鉄道事業者X社 （前）車両設計部門　Y氏 全般 2010.7.28 10:00-11:00
8 鉄道事業者W社 車両設計部門　K氏 W1系 2012.3.27 19:00-20:30
9 鉄道事業者⑤社 （前）車両設計部門　H氏 － 2012.4.13 18:00-19:30
10 （前）鉄道事業者X社 （前）車両設計部門　Y氏 全般 2012.4.16 16:00-17:00
11 鉄道事業者W社 車両設計部門　K氏 W1系 2012.4.19 19:45-20:30
12 鉄道事業者W社 車両設計部門　K氏 W1系 2012.11.28 20:00-20:45
13 鉄道事業者③社 （前）車両設計部門　H氏 － 2013.3.13 16:15-18:00
14 鉄道事業者W社 車両設計部門　O氏 全般 2013.3.19 17:45-18:30
15 鉄道事業者Z社 （前）車両設計部門　O氏 Z4系 2013.5.2 16:10-17:20
16 鉄道事業者③社 （前）車両設計部門　M氏 － 2013.5.21 16:15-17:15
17 （前）鉄道車両メーカーA社 設計部門　K氏 W1系 2013.8.7 15:10-15:30
18 鉄道車両メーカーB社 生産設計部門　Y氏 W1系 2013.8.7 16:00-17:00
19 （前）鉄道事業者X社 （前）車両設計部門　Y氏 全般 2013.11.21 15:15-16:30
20 鉄道事業者W社 車両設計部門　O氏 全般 2013.11.25 18:30-20:00
21 鉄道事業者②社 車両設計部門　K氏、I氏 － 2013.12.24 10:30-12:00
22 鉄道事業者X社 車両設計部門　T氏、W氏 全般 2014.1.31 10:00-11:30
23 （前）鉄道事業者⑥社 （前）車両設計部門　N氏 － 2014.2.3 14:00-16:30
24 鉄道事業者④社
車両設計部門　T氏
経営企画部門　K氏、N氏
－ 2014.2.6 14:00-15:30
25 鉄道事業者①社 車両設計部門　K氏 － 2014.2.12 16:00-17:30
26 鉄道車両メーカーB社 設計部門　O氏 W1系 2014.4.14 17:30-18:15
27 （前）鉄道車両メーカーA社 設計部門　K氏 W1系 2014.4.14 19:00-19:45
28 鉄道事業者W社 車両設計部門　O氏 全般 2014.4.21 18:30-20:00
29 鉄道事業者W社 車両設計部門　O氏 全般 2014.7.15 17:30-19:00
30 鉄道事業者X社 車両設計部門　T氏、W氏 全般 2014.7.24 10:00-11:30  
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31 鉄道車両メーカーB社 設計部門　N氏 W1系 2014.9.2 13:10-14:00
32 鉄道事業者W社 車両設計部門　O氏 全般 2016.2.22 18:40-20:15
33 鉄道車両メーカーB社 設計部門　O氏 全般 2016.2.26 18:15-18:45
34 鉄道車両メーカーB社 設計部門　S氏 Z4系 2016.11.9 16:00-16:30
35 鉄道車両メーカーB社 設計部門　M氏 X2系 2016.12.8 16:00-17:00
36 鉄道車両メーカーB社 設計部門　T氏 Y3系 2016.12.14 16:15-17:00  
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添付資料 3 日本の鉄道車両開発の実態に関するインタビュー・ガイドライン 
 
2013年  月  日 
        様 
神戸大学大学院経営学研究科 
北林 孝顕 
調査ご協力のお願い 
 
拝啓，時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
この度は，調査へのご協力をご快諾いただき，誠にありがとうございます。 
今回の調査の課題は，鉄道車両はどのように開発されているのかを尋ねることにありま
す。極めて高い専門性を必要とする鉄道車両の開発という仕事は，長年の経験を一つ一つ
積み重ねることによってつくられているでしょうから，鉄道車両の開発者として長いキャ
リアをお持ちの○○様のご経験を，ぜひお聞かせいただきたいと思います。 
ご多忙中まことに恐縮ですが，以下に述べさせていただきます調査の方法やお聞きした
い項目をご一読いただき，調査にご協力いただきたく思います。尚，調査で伺ったことに
関しては，研究目的以外には利用いたしませんし，知り得たプライバシーに関ることにつ
きましては（個人名，企業名など）は特定されないように細心の配慮をすることをお約束
申し上げます。 
甚だ勝手なお願いとは存じますが，どうかこの課題を探求するうえで大切なことをいろ
いろ教えてくださいますよう，よろしくお願いいたします。 
敬具 
 
 
調査内容・方法 
時間：1 時間半～2 時間程度 
方法：インタビュー（事前にお聞きしたい項目を用意しておりますが，当日のお話にあ
わせて自由に聞き取りをさせていただきます。） 
＊ ご了承のもと，IC レコーダーに録音させていただきたく思います。なお，記
録されたデータは研究目的以外には使用いたしません。また，個人名や企業
名が特定される場合には仮名を用いるなどプライバシーを保護いたします。 
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お聞きしたい項目 
１．お仕事の概要 
○○さんの業務経歴，仕事内容のおおまかな説明 
 
２．鉄道車両の開発プロセス 
１）プロジェクトの選定 
・貴社の中で，典型的な鉄道車両開発プロジェクトを一つ挙げて下さい。 
 
２）××プロジェクトについて 
①プロジェクトの概要・特徴 
・××プロジェクトの概要（車両概要，開発期間，体制など）を教えて下さい。 
・××プロジェクトにおける○○さんの立場を教えて下さい。 
・××プロジェクトの流れ（開発プロセス・業務フローなど）を教えて下さい。 
・××プロジェクトに他のプロジェクトと違う特徴があれば教えて下さい。 
②コンセプト作成 
・コンセプト作成段階の流れと各業務の詳細（いつ，誰が，どこで，何を，どのように，
インプット，アウトプットなど）を教えて下さい。特に，どのように基本仕様をまと
めていったのかについて教えて下さい。 
③製品基本計画 
・製品基本計画段階の流れと各業務の詳細（いつ，誰が，どこで，何を，どのように，
インプット，アウトプットなど）を教えて下さい。特に，どのように基本設計を進め
ていったのかについて教えて下さい。 
④製品エンジニアリング 
・製品エンジニアリング段階と各業務の詳細（いつ，誰が，どこで，何を，どのように，
インプット，アウトプットなど）を教えて下さい。特に，どのように詳細設計を進め
ていったのかについて教えて下さい。 
⑤工程エンジニアリング 
・工程エンジニアリング段階と各業務の詳細（いつ，誰が，どこで，何を，どのように，
インプット，アウトプットなど）を教えて下さい。特に，どのように生産準備を進め
ていったのかを教えて下さい。 
⑥その他 
・××プロジェクトは社内で成功と言われていますか。それとも成功ではないと言われ
ていますか。また，それはなぜですか。 
・××プロジェクトを進める上で，特に気を遣われた点は何でしょうか。また，それは
なぜでしょうか。 
・××プロジェクトで一番苦労された点は何でしょうか。また，それはなぜでしょうか。 
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・××プロジェクトで得られた教訓はありますか。また，その教訓は今後どのように活
かすつもりでしょうか。 
 
フィードバック 
インタビューより得られたデータの分析結果あるいはそれに基づいて作成された論文を
お渡しいたします。フィードバックの際に，ご意見をいただけると幸いです。 
 
以上 
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添付資料 4 開発業務の外部委託マネジメントに関するインタビュー・ガイドライン 
 
2014年  月  日 
        様 
神戸大学大学院経営学研究科 
北林 孝顕 
調査ご協力のお願い 
 
拝啓，時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
この度は，調査へのご協力をご快諾いただき，誠にありがとうございます。 
今回の調査は，鉄道車両開発の戦略・歴史的な変遷・実態・課題を尋ねることにありま
す。極めて高い専門性を必要とする鉄道車両の開発という仕事は，長年の経験を一つ一つ
積み重ねることによってつくられているでしょうから，鉄道車両の開発者として長いキャ
リアをお持ちの○○様のご経験を，ぜひお聞かせいただきたいと思います。 
ご多忙中まことに恐縮ですが，以下に述べさせていただきます調査の方法やお聞きした
い項目をご一読いただき，調査にご協力いただきたく思います。尚，調査で伺ったことに
関しては，研究目的以外には利用いたしませんし，知り得たプライバシーに関ることにつ
きましては（個人名，企業名など）は特定されないように細心の配慮をすることをお約束
申し上げます。 
甚だ勝手なお願いとは存じますが，どうかこの課題を探求するうえで大切なことをいろ
いろ教えてくださいますよう，よろしくお願いいたします。 
敬具 
 
 
調査内容・方法 
時間：1 時間～1 時間半程度 
方法：インタビュー（事前にお聞きしたい項目を用意しておりますが，当日のお話にあ
わせて自由に聞き取りをさせていただきます。） 
＊ ご了承のもと，IC レコーダーに録音させていただきたく思います。なお，記
録されたデータは研究目的以外には使用いたしません。また，個人名や企業
名が特定される場合には仮名を用いるなどプライバシーを保護いたします。 
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お聞きしたい項目 
０．車両開発全般 
Ｑ０－１  車両開発戦略や車両開発方針があれば教えて下さい。また，車両開発戦略
や車両開発方針は誰がいつどのように立案しているのでしょうか？ 
Ｑ０－２  国鉄時代は設計業務を内部で行っていたとお聞きしました。現在は設計業
務の多くを専門メーカーに外部委託していると思うですが，それはなぜで
しょうか？ 
Ｑ０－３  今まで数多くのメーカー選定を行ってきたと思うですが，メーカー選定の
歴史を教えて下さい。特に，主にどのような理由でメーカーを選定してき
たかに関する変遷やその背景を教えて下さい。 
Ｑ０－４  車両開発の歴史を教えて下さい。特に，いつ標準車両を開発して，それを
どのように派生させていったかについて教えて下さい。 
 
１．開発業務の外部委託 
Ｑ１－１ 交付材の範囲を教えて下さい。また，なぜ上記の部品・装置を交付材にして
いるのでしょうか？ 
Ｑ１－２ 複数の鉄道事業者の方から，鉄道車両開発においてツナギ図が重要だとお聞
きしたのですが，なぜ重要なのでしょうか？ 
Ｑ１－３ ツナギ図の作成にどのように関わっているのでしょうか？また，ツナギ図を
作成する上で，気をつけている点はありますか？ 
 
２．オペレーション・メンテナンスの保持 
Ｑ２－１ なぜ貴社は鉄道のメンテナンス業務を内部で保持しているのでしょうか？ 
Ｑ２－２ 鉄道のオペレーションやメンテナンスで得られたノウハウを鉄道車両開発に
どのように活かしているのでしょうか？ 
Ｑ２－３ 鉄道のオペレーションやメンテナンスで得られたノウハウを鉄道車両開発に
活かす上でよく直面する問題点などはありますか？また，その問題点をどの
ように克服しているのでしょうか？ 
 
３．自社主導の技術開発 
Ｑ３－１ 研究所設立の目的を教えて下さい。また，研究所でどのような技術を開発し
たのかについても教えて下さい。 
Ｑ３－２ サプライヤーと共同で技術開発を行う目的を教えて下さい。また，サプライ
ヤーとどのような技術を共同で開発したのかについても教えて下さい。 
Ｑ３－３ 上記技術開発の方針や計画は，どの部門がいつどのように立案しているので
しょうか？また，上記で開発した技術を，どの車両で適用するかといった方
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針や計画は，どの部門がいつどのように立案しているのでしょうか？ 
 
４．開発パフォーマンス 
Ｑ４－１ 複数プロジェクトの全般的な評価を教えて下さい。 
１）総合製品力（認知された総合品質・適合品質・設計品質） 
２）開発費用 
３）開発リードタイム 
 
フィードバック 
インタビューより得られたデータの分析結果あるいはそれに基づいて作成された論文を
お渡しいたします。フィードバックの際に，ご意見をいただけると幸いです。 
 
以上 
